
 

厚生労働科学研究費補助金 

政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

 

 

 

中年期からの孤立・困窮予防プログラム

の実装化に向けた研究 

 

令和５年度～６年度 総合研究報告書 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 小林 江里香 
 

令和７（2025）年 ５月 

 



目 次 

 

Ⅰ 総合研究報告 

１章 中年期からの孤立・困窮予防プログラムの実装化に向けた研究： 

目的、方法、成果の概要 ··································· 1 

小林 江里香 

 

課題１：単身者の孤立・困窮予防のための啓発プログラムの開発 

 ２章 中年者のための「ライフスタイルチェックリスト」の開発 ········· 8 

 小林 江里香  

    （資料 1）チェックリスト作成委員会メンバー 

（資料 2）専門家ヒアリングの協力者 

（資料 3）「ライフスタイルチェックリスト」質問項目一覧 

  

 ３章 「プレシニアのためのライフスタイル診断」：有用性と課題の検討 ·· 51 

 小林 江里香  

    （資料 1）「プレシニアのためのライススタイルチェック」サイト案内チラシ 

（資料 2）領域別の総合リスク判定の基準 

  

４章 単身者の孤立・困窮予防のための参加型プログラムの開発 ········· 65 

村山 陽 

 

課題２：中高年者への効果的な情報提供のあり方の検討 

５章 単身中高年者の問題類型別にみた情報・相談機関へのアクセス ····· 75 

    小林 江里香 

  

６章 単身中高年者の馴染みの場とその機能 ··························· 84 

   山﨑 幸子 

 

課題３：孤立・困窮対策における公的相談機関の役割の明確化 

 ７章 孤独・孤立対策における公的相談機関の役割の明確化 ············· 93 

    長谷部 雅美・村山 陽 

      

Ⅱ 研究成果の刊行に関する一覧表 ····································· 104 



厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

総合研究報告書     

1 章 中年期からの孤立・困窮予防プログラ

ムの実装化に向けた研究： 

目的、方法、成果の概要 

 

研究代表者 小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジング研究チーム） 

 

研究分担者 

 ⚫ 村山陽（地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター・社会参加とヘルシ

ーエイジング研究チーム・研究員） 

 ⚫ 山崎幸子（文京学院大学・人間学部心

理学科・教授） 

 ⚫ 長谷部雅美（聖学院大学・心理福祉学

部心理福祉学科・准教授） 

 

Ａ．研究目的 

未婚率の上昇や就職氷河期世代の高齢化

により、経済的に不安定な単身高齢者の増

加が見込まれる中、高齢期に至る前の中年

期から孤立・困窮の予防に取り組むことが

不可欠である。先行研究では、生活困窮に

陥った高齢男性は、ライフコース上で深刻

な生活問題に直面しても「将来を考えてい
1)なかった」点が共通していた 。また、無

作為抽出された単身中高年者対象の研究で

は、経済状態の悪さは、将来展望の低さや

他者への不信感を介して援助要請を抑制し
2)ていた 。 

本研究では、これらの知見を踏まえ、中

高年期の孤立・困窮の具体的な防止策まで

明らかにするため、40～60代の中高年者に

加え、孤立・困窮の高リスク者や当事者と

接点を持ちうる公的相談機関を対象とし

て、次の 3つの課題に取り組んだ。 

第 1の課題は、単身者の孤立・困窮予防

のための啓発プログラムの開発、具体的に

は、ライフスタイルチェックリスト（以

下、チェックリスト）、および参加型プロ

グラムの作成と試行である。本研究では、

孤立・困窮予防を、高齢期に自立した生活

の維持を困難にする、①心身の健康状態の

悪化、②経済的困窮、③支援が必要な状況

で適切な支援を得られない（社会関係の欠

如、情報・知識の欠如、援助要請への心理

的障壁による）というリスクを低減するこ

とととらえている。チェックリストによっ

てこれらのリスクの程度を判定し、早い段

階から本人の自覚を促すとともに、判定結

果に応じた予防策や相談窓口等の情報を提

供すること、また、高リスク者向けの参加

型プログラムを用意し、講習や交流を通じ

て将来展望の促進や支援要請の心理的抵抗

感の低減を図ることを目指した。 

 第 2の課題は、中高年者への効果的な情

報提供のあり方の検討である。孤立・困窮

の当事者は、情報へのアクセスが難しく、

そもそもチェックリストへの回答やプログ

ラムへの参加に至らないことが考えられ

る。このため、中高年者の情報の入手方法
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や馴染みの場所を分析し、チェックリスト

やプログラムの効果的な周知に活かすこと

とした。 

第 3の課題は、孤立・困窮対策における

公的相談機関の役割の明確化である。孤

立・困窮という社会問題の解消を図るため

には、行政が高リスク者や当事者を早期に

把握し、支援につなげられる仕組みを構築

することが必要不可欠である。このため、

経済的困窮の当事者が利用する生活困窮者

自立相談支援機関と、困窮のきっかけとな

り得る失業や離職といった問題の当事者が

利用する就労支援機関（ハローワーク等）

の調査を行い、これらの機関における孤

独・孤立対策への取組と課題を明らかにす

ることで、孤立・困窮対策において公的機

関が果たすべき役割を明らかにした。 

 課題 1については 2章～4章、課題 2に

ついては 5章と 6章、課題 3については 7

章において、取組状況の詳細を報告してお

り、以下では概要のみ示す。 

 

Ｂ．研究方法 

プログラムの開発（課題１）  

１）ライフスタイルチェックリスト 

（2章、3章） 

来独居となる可能性が高い 40～60 代くらい

の悪化、②経済的困窮、③支援が必要な状

意識があるかを判定するためのチェック項

目を選定した。選定にあたっては、主要タ

ーゲットの年齢層を考慮すること、独居者

に限定されたリスクである必要はないが、

独居者にとって重要性の高い項目を優先す

ることとした。 

 2023 年度は、14 名の研究者や相談機関等

での実務経験をもつ専門家が、「健康班」

「経済班」「社会班」のワーキンググループ

に分かれ、先行研究のレビュー、専門家へ

のヒアリング、Web予備調査の分析（40～60

代 898人、うち独居者 7割）に基づき、5領

域（「病気の予防・管理」「生活習慣」「社会

とのつながり」「家計・生活」「知識習得・

活用」）における 22 個のチェック項目の選

定とリスク判定基準の設定、およびリスク

がある人に提示するアドバイスの作成を行

った。 

2024 度は、チェックリストを「プレシニ

アのためのライフスタイル診断」として、

ウェブサイト（https://presenior.jp/）上

での運用を開始し、2024 年度末までに同診

断を初めて利用した 276 人の回答データを

１．単身者の孤立・困窮予防のための啓発 用いて、利用者の特徴、完了率、サイト情

報の入手方法、利用後の評価の分析を行っ

た。 

 

 チェックリストは、現在独居あるいは将 ２）参加型プログラム（4章） 

参加型プログラムは、孤立・困窮の高リ

の「プレシニア」を主なターゲットとし、 スク者が、健康、経済状態、社会関係を良

オンライン上で回答してもらい、リスクの 好に保つための知識を得るとともに、将来

判定結果と結果に応じたアドバイスを提供 展望を高め、援助要請を抑制する心理的障

するものである。前述の①心身の健康状態 壁を低減することを目的とする。 

2023年 1～2月に調査モニター対象にオン

況で適切な支援を得られない（社会関係の ラインで実施した孤立予防プログラム（講

欠如、情報・知識の欠如、援助要請への心 習受講とファシリテーター参加のもとでの

理的障壁）の状態にあるか、またはこの状 グループワークを組み合わせたもの）をも

態への陥りやすさと関連する行動・状態・ とに、新宿区社会福祉協議会と連携して、
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た。 

行う機関や

加する 40～60 代の単身者を募集し、最終的

に 10 名が

回は、講習（心の健康、食事、お金に関す

1名も参加した。参加前後に将来展望や援助

での学習内容の実践などの行動・意識の変

化についても調査した。 

 

方の検討（課題２） 

析（2023年度）（5章） 

 無作為抽出された東京都内区部の

3)

相談機関へのアクセスにおける特徴を検討

した（50～60代のみの分析も実施）。 

 

（2023年度）（6章） 

 

を 2023年 7～8月に実施し、就労者 5,743人

（生活困窮者）自立相談支援機関の中高年 について、行きつけの場所・馴染みの場所

利用者を対象としたプログラムに再編成し （居場所）の有無や種類、そこでの顔馴染

た。また、プログラム内容・評価の参考に みの有無などについて分析した。さらに、

するため、同法人が実施した生活資金の特 同意を得られた 38 人についてはオンライン

例貸付利用者アンケートの二次解析も行っ の半構造化面接も実施し、居場所に行く頻

度やそこでの過ごし方、居場所がない人に

パイロット研究の実施：自立相談支援を は居場所を持ちづらい理由などについて尋

NPO を通して、プログラムに参 ねた。 

 

2 グループに分かれ、それぞれ ３）「ライフスタイル診断」利用者の分析

2025年 2～3月に 3回の講座に参加した。各 （2024 年度） 

 課題 1の 1）において、ライフスタイル診

るテーマ）40分、グループワーク 30分（メ 断のサイト情報をどのように入手し、どの

タ認知トレーニング、おしゃべりタイム） ような特性を持つ人が実際に利用したかの

を含む 90 分で構成され、ファシリテーター 分析を行った。 

 

要請の心理的障壁に関する意識、精神的健 ３．孤立・困窮対策における公的相談機関

康の測定を行い、参加 2～3 週間後に、講習 の役割の明確化（課題３）（7章） 

 2023 年 3 月に、全国の自立相談支援機関

1,376 カ所、40 代までを利用対象とする地

域若者サポートステーション（以下、サポ

２．中高年者への効果的な情報提供のあり ステ）177カ所、ハローワーク 544カ所にオ

ンラインのアンケート調査の依頼を行い、

１）中高年者を対象とした既存データの分 そ れ ぞ れ 531 （ 回 収 率 38.6 ％ ）、 84

（47.5％）、181（33.3％）カ所より回答が

50～70 あった。なお、孤独・孤立対策の重点計画

代の単身者を対象に 2020 年 12 月～2021 年 が進められていることを念頭に、調査では

1 月に実施した郵送調査のデータ（n=1,524） 「孤独・孤立対策」として質問した。より

を分析し、心身の健康・経済・社会関係上 詳しい情報を得るため、2024年 5～9月にか

の問題保有状況による類型 別に、情報入 けて、同意を得られた 36 機関の職員（自立

手、馴染みの場所・行きつけの場所、公的 相談：15、サポステ：11、ハローワーク：

10）に対し、オンラインの半構造化面接調

査を実施した。これらの調査結果をもとに、

多様な分野の研究者と実務経験者が議論を

２）馴染みの場所（居場所）の調査と分析 行い、政策提言をまとめた。 

 

50～60 代の単身者を対象とした Web 調査 （倫理面への配慮） 

いずれの研究についても、研究開始前に
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は非該当と判定された研究も含む。詳細に

ついては、各章に報告がある。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

プログラムの開発（課題 1）  

（3章） 

座・セミナーでの紹介により得た人が多か

ったことが影響したと考えられる。 

理」「生活習慣」「社会とのつながり」「家

定結果を得た完了率は 7割だった。 

運用面での課題は残ったが、利用者の

確認できた。 

 

２）参加型プログラム（4 章） 

請に関する意識の変化はみられなかったが、

た。 

 

東京都健康長寿医療センターの研究倫理審 ２．中高年者への効果的な情報提供のあり

査委員会の承認を受けた。「人を対象とする 方の検討（課題 2） 

生命科学・医学系研究に関する倫理指針」 １）中高年者の既存データの分析（5章） 

 心身の健康、経済状態、社会関係におい

て、何らかの問題を有する問題集積群（全

側面に問題）、問題中位群（身体的健康は問

題ないが社会関係が乏しい）、健康問題群は、

１．単身者の孤立・困窮予防のための啓発 問題最小群に比べて情報が届きにくい可能

性が示された。特に問題集積群は、地域情

１）「ライフスタイル診断」の有用性と課題 報を入手しておらず馴染みの場所等もない

人が多いため、役所、ハローワーク、自立

 利用者の年齢層や独居者の割合は想定通 相談支援機関の窓口が、情報提供できる数

りだったが、男性の利用者は女性の半分程 少ない接点となり得る。中年者が多い問題

度にとどまった。また、国の統計に比べて 中位群にはインターネットを活用した情報

健康的な行動や学習活動の実施者の割合が 提供、問題集積群以外には飲食店を利用し

高い傾向が見られた。サイトの情報を、講 た情報提供も有効と考えられる。 

 

２）馴染みの場所（居場所）の調査と分析

 回答を完了し、5 領域（「病気の予防・管 （6章） 

 居場所としては、喫茶・カフェや飲食店

計・生活」「知識習得・活用」）すべての判 などの利用が多く、次いで図書館も多かっ

たが、図書館ではそこでの顔馴染みをもた

 このように、サイト情報の周知方法など ない傾向があった。半構造化面接調査の結

8 割 果として、居場所の機能としては、その場

前後は自己理解・将来展望の促進、知識・ のみで会う顔馴染みとの交流や心身のリラ

情報の獲得、生活改善意欲の向上といった、 ックス等が確認された。居場所がない人で

開発目的とした効果を認識しており、ライ は、経済的な問題や、一人行動への不安等

フスタイル診断の内容についての有用性は が認められたが、図書館には通っている人

もいた。単身中高年者に広く情報を届ける

には、カフェや飲食店等に加え、一人でも

行動しやすく、無料で利用できる、図書館

 プログラム参加者は、参加前後で援助要 の活用が考えられる。 

 

精神的健康度の向上が見られ、プログラム ３．孤立・困窮対策における公的相談機関

参加を通して、自身の理解を深めたり、将 の役割の明確化（課題 3） （7章） 

来の生活について考えるきっかけを得てい １）アンケート調査の結果 

 中高年相談者の孤独・孤立対策の必要性

について、自立相談支援機関やサポステで
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は

材・スキル不足などの課題を抱えており、

からない機関も 4割前後を占めていた。 

と考える機関が多く、ファシリテーターと

なる職員の研修体制の整備が必要である。 

 

２）面接調査の結果をふまえた論点整理 

査の結果をもとに議論し、解決すべき課題

となる機関を定めるとともに、地域の多様

価方法を設ける。 

 

Ｄ．結論および政策への反映 

 以上の通り、課題１については、40～60

9 割以上の機関で認識されていた一方、 た、孤立・困窮の高リスク者を対象に、参

ハローワークは 6 割強だった。いずれの機 加者のリクルートからプログラムの実施・

関も、孤独・孤立予防の取組実施を妨げる、 評価までのパイロット研究を行い、参加前

多忙な業務に伴う時間的余裕のなさや、人 後で精神的健康の向上を確認した。 

 課題 2 については、単身中高年者に対す

孤独・孤立対策として何をすればよいかわ る孤立・困窮予防の情報提供においては、

カフェや飲食店等に加え、一人でも行動し

 課題１のチェックリストの相談支援にお やすく無料で利用できる、図書館の活用が

ける活用については、自立相談支援・サポ 考えられる。なお、課題 1 の「ライフスタ

ステの半数以上で可能と考えていたが、完 イル診断」のサイトの案内チラシは図書館

成したオンラインの「ライフスタイル診断」 にも配布したが、2024 年度末までにチラシ

を実際の利用につなげるには、相談窓口用 の入手場所を分析できるだけの十分な数の

への調整やマニュアル整備の必要がある。 回答データが得られなかったため、配布場

また、参加型プログラムについては、自立 所の有効性を検討できなかった。今後デー

相談支援ではグループワークの導入を困難 タが蓄積された後に検討予定である。 

 課題 3 については、生活困窮者や就労支

援のための相談機関に量的・質的調査を実

施し、これらの相談窓口が、孤独・孤立対

策において役割を果たすための課題と対応

 上記のアンケート調査や職員への面接調 策について 4つの提言をまとめた。 

 本研究の成果は、以下の点で、重層的支

としてまとめた提言は以下の通りである： 援体制整備事業や、孤独・孤立対策の重点

①地域のハローワーク、自立相談支援機関、 計画（特に、支援を求める声を上げやすい

サポステ間で顔が見える関係づくりを強化 社会、切れ目のない相談支援）に資するも

する、②地域における孤独・孤立対策の核 のと考える。 

第 1 に、高齢期に深刻な孤立・困窮に陥

な資源と連携し、利用者と地域をつなぐ取 る人を減らすため、高齢期になる前の人々

り組みを強化する、③3 機関が実施する孤 に将来展望を促し、必要な知識を提供する

独・孤立対策の好事例を収集し紹介する、 オンライン啓発ツールとして、ライフスタ

④自治体ごとに孤独・孤立の課題解決にむ イル診断（チェックリスト）を利用できる。

けた実践を計画し、その成果を評価する評 また、診断結果のアドバイスとして相談機

関等の情報を提供することで、適切なサー

ビスにつながりやすくなることが期待され

る。 

 第 2 に、本研究において試行した孤立・

代のプレシニア向けに開発した「ライフス 困窮の高リスク者向けの参加型プログラム

タイル診断」をウェブサイト上で公開し、 については、今後、有効性についてのエビ

有用性と運用上の課題を明らかにした。ま デンスが蓄積されれば、自立相談支援機関
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やサポステなどで取り組むプログラムの 1

つとして活用できる可能性がある。 

第 3 に、経済問題を抱える中高年者が利

関が、孤独・孤立予防・解消のための機能

をもつ上での課題を明らかにし、他機関・

行った。これらの相談機関が孤独・孤立予

防ネットワークに加わることで重層的支援

体制が強化され、高リスク者・当事者の早

につながることが期待される。 

 

Ｅ．研究危険情報 

なし 

 

Ｆ．研究発表 

１. 論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 

2023 年度 

村山陽, 山崎幸子, 長谷部雅美, 山口淳, 小

林江里香：単身中高年男性からの援助

要請を促すためのオンラインプログラ

ムの開発と評価.日本心理学会第

大会，神戸国際会議場・神戸国際展示

場 3 号館 (神戸市), 2023, 9.15-9.17. 

 

※日本心理学会第 87回大会（2023年 9月 17

日、神戸国際会議場）において「中高年期

学研究と現場を結ぶ－：というシンポジウ

ム」を企画し（研究分担者：村山陽）、以下

5件の発表を行った。 

小林江里香：中高年者の社会的孤立・孤独

の実態と多様性－何が問題なのか－. 

立・困窮課題－三次予防の視点から－. 

山田耕平：孤立・困窮する人と向き合う 

－住居喪失者支援の現場から－. 

用する就労支援や自立相談支援のための機 横田恵里：社会的孤立・困窮状態にある人

に向き合う支援の現場から－コロナ特

例貸付を通じて見えてきた課題－. 

団体との連携のあり方などについて提言を 村山陽：孤立・困窮状態にある単身中高年

男性の援助要請はどのように促される

のか－現場と研究を結ぶ試み－. 

2024 年度 

期発見や、サービス利用・地域参加の支援 村山陽，横田恵理, 長谷部雅美，山崎幸子,

小林江里香：経済的脆弱性が高い中高年

者における援助要請の抑制要因の解明. 

日本老年社会科学会 第 66 回大会, 奈良, 

2024. 6.1-2. 

村山陽，横田恵理, 長谷部雅美，山崎幸子,

小林江里香：中高年の生活不安定層にお

ける孤立状況と援助ニーズとの関連: 特

例貸付アンケート調査の二次解析より. 

第 19 回日本応用老年学会大会, 東京, 

2024.11.9-10. 

村山陽 長谷部雅美，小林江里香：生活困窮

者自立支援事業の相談員に求められるス

キルとその習得方法. 日本社会福祉学会 

第 72回秋季大会, 愛知, 2024. 10.26-27. 

87 回 長谷部雅美, 村山陽, 小林江里香: 地域若

者サポートステーションにおける中年者

の孤独・孤立対策の実態：中年期からの

孤独・孤立予防に向けた相談機関の役割

を考える. 日本社会福祉学会第 72回秋季

大会, 名古屋, 2024. 10.26-27. 

からの孤立・困窮予防に向けた挑戦－心理 村山陽，山崎幸子, 長谷部雅美，小林江里

香：中高年者における孤独・孤立予防の

実態と関連要因. 第 83回日本公衆衛生学

会総会, 札幌, 2024. 10.29-31. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

山崎幸子：中高年ひきこもり事例からの孤 なし 
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２章 中年者のための 

「ライフスタイルチェックリスト」の開発 

 

研究代表者 小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジング研究チーム） 

 

要約 

「ライフスタイルチェックリスト」は、独居あるいは将来独居となる可能性が高い 40～60

代に、オンラインで現状について回答してもらうことで、将来、孤立や困窮に陥るリスクが

自身にどの程度あるかの認識を促し、課題に応じた対策や相談窓口などを提示するものであ

る。孤立・困窮予防は、高齢期に自立した生活の維持を困難にする、①心身の健康状態の悪

化、②経済的困窮、③支援が必要な状況で適切な支援を得られない（社会関係や情報・知識

の欠如、援助要請への心理的障壁による）というリスクを低減することととらえた。2023年

度は、「健康班」「経済班」「社会班」のワーキンググループが、先行研究や専門家へのヒア

リング、Web 予備調査に基づき、「病気の予防・管理」「生活習慣」「社会とのつながり」「家

計・生活」「知識習得・活用」の 5 領域に分かれる 22 のチェック項目を選定し、各チェック

項目のリスクが「高」または「中」と判定された人へのアドバイス案を作成した。 

 

 

本章の研究は、研究代表者（本章執筆

者）のほか、資料１に示した研究分担

者、研究協力者により実施した。 

 

Ａ．研究目的 

１．ライフスタイルチェックリストの目的 

 われわれのこれまでの研究では、生活困

窮を経験した高齢男性は、ライフコース上

で深刻な生活問題に直面しても「将来を考

えていなかった」点が共通しており

(Murayama et al.,2021)、地域の単身中高

年者調査でも将来への諦めが強い人ほど援

助を要請しない傾向がみられた（Murayama 

et al., 2022）。このことから、将来的な貧

困や孤立の予防のためには、問題が深刻化

する前の中年期の段階から、将来を諦め

る・放棄する意識（思考抑制）を軽減し、

現状の把握と将来への展望を促すことが重

要と考えた。 

 「ライフスタイルチェックリスト」（以下、

チェックリスト）は、中年期の人々に、現

状について回答してもらうことで、将来、

孤立や困窮に陥るリスクが自身にどの程度

あるかの認識を促し、それぞれの課題に応

じた対策や相談窓口などの情報を提示する

ものである。つまり、状況改善のために具

体的に何ができるかのヒントを与えること

で、将来への不安の強さから思考停止に陥

るのではなく、前向きな行動を促すことを

目指している。 

 

２．主要ターゲット 

 チェックリストのターゲットとして特に

重視しているのは、一人暮らしの人である。 

本章は 2023（令和 5）年度研究報告書の１章に修正を加えたものであり、本文は 2023年度

末時点の進捗に基づく。資料 3 の質問項目一覧は 2024 年度の最終版に差し替えた。 

8



経済的問題を抱える独居高齢者は多く、独

も指摘されている（斉藤, 2018）。  

て回答可能な内容とすることを目指した。 

～60 代を想定していたが、70 代は健康課題

するため、最終的には 40～60代とした。 

「中年者」ではなく「プレシニア」という

含めることには異論があるかもしれないが、

ており（総務省統計局, 2024）、60代後半で

自分を高齢者だと感じている人は 3 割程度

単独世帯の高齢者は人口・割合とも増加を う自覚はないと思われるが、健康や資産づ

続けているが、今後は、未婚や男性、近親 くりには早期に準備を始めることが有利で

者のいない高齢単独世帯が急速に増えると あること、就労が不安定で高齢期の経済問

予想されている（国立社会保障・人口問題 題が懸念される「就職氷河期」世代が 40 代

研究所,2024）。生活保護世帯の約半数は高 に多く含まれることを考慮して対象に含め

齢単独世帯であるなど（厚生労働省,2024a）、 た。 

 

居男性については、社会的孤立割合の高さ ３．孤立・困窮リスクの考え方 

 高齢期に自立した生活の維持が困難にな

 また、中年期には同居者がいても、高齢 るきっかけとしては、①心身の健康状態の

期に独居になることは少なくない。例えば、 悪化（認知症を含む）や、②経済的困窮が

「8050」問題で注目される高齢の親と中年 考えられる。①②に関しては、実際には以

の子どもの世帯や、夫婦のみの世帯の場合 前から生活は自立していなかったが、支援

は、高齢の親が死亡したり、配偶者と死別 提供者との離死別により、問題が顕在化す

した後は独居になる。そのため、中年者の ることもある。例えば、親の年金に頼って

利用を想定する本チェックリストにおいて 生活していたが、親の死亡により経済的困

は、チェック項目の選定において独居者の 窮に陥ったり、家事・介護など身の周りの

課題を優先するが、現在独居の人だけでな 世話をしてくれていた配偶者と離死別し、

く、将来独居となる可能性がある人も含め 一人での生活維持が困難になるなどである。

これらの困難に直面したとき、③支援が必

 ターゲットとする年齢層については、当 要な状況で適切な支援を得られない場合に

初は 40 代後半～70 代前半くらい、特に 50 は、事態はさらに悪化しやすい。 

 そこで、チェック項目としては、①～③

が中年期と異なることや、「高齢期に備える」 の状態にあるか否か、また、この状態への

というチェックリストの位置づけを明確に 陥りやすさと関連する行動・状態・意識を

判定する項目を選定することとした。③の

なお、対象者に対しては、高齢期への準 背景には、a)そもそも相談できる相手がい

備期間であることに注目してもらうため、 ないという社会関係の欠如（社会的孤立）、

b)利用できる制度やサービスを知らないと

言葉を用いる（「プレシニアのためのライフ いう情報・知識の欠如、c)援助要請を抑制

スタイルチェック」と呼ぶなど）。年金受給 する意識（心理的障壁）があると考えられ、

年齢に達している 65 歳以上をプレシニアに 項目選定にはこれらの点も考慮した。 

 

2023 年現在、60 代後半の半数以上は就労し ４．チェックリストの提供媒体 

 2022 年の「通信利用動向調査」によると、

40～60 代のインターネット利用率は 95％を

という調査結果もある（内閣府,2022）。他 超えていることから（総務省, 2023）、チェ

方、40 代の多くはまだ「プレシニア」とい ックリストは Web 上で回答を入力し、診断
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 紙ベースでチェックリストに回答する場

に、回答を入力すれば自動的に判定結果が

表示されるため、点数を計算するなどの負

担が利用者に生じない。第 2 に、利用者の

属性に応じて、判定基準やアドバイスの内

容を変えられるなどの柔軟性がある。第 3

に、回答された匿名データをサーバー上に

蓄積することにより、チェックリストを利

用した人の特徴や、利用によって自分への

理解や生活改善への意欲が高まったかなど

の主観的効果について分析可能であり、リ

ストの改善に役立てることができる。 

 課題としては、チェックリストを提供す

るサイトにアクセスしてもらうための工夫

インターネットにアクセスできる環境や使

用を支援する方法も検討する必要がある。 

 

年度に検討を行う。 

 
図 1 チェックリスト（Web）の流れ 

結果を表示する方式を採用した（図 1 参照）。 Ｂ．研究方法 

 図 2 に、2023 年度に実施した研究の流れ

合と比較しての Web利用の利点は多い。第 1 を示した。以下、研究内容を説明する。 

 

図２ 2023年度に実施した研究 

 

が不可欠である。また、40～60 代の間でも、 １．ワーキンググループの設置 

 上述の①心身の健康状態の悪化、②経済

いこなすためのスキルには個人差があると 状態の悪化、③支援が必要な状況で適切な

考えられるため、不利な状況にある人の利 支援を得られない、という 3 つのリスクに

対応したチェック項目を選定するため、「健

2023 年度は、チェック項目の選定とリス 康班」「経済班」「社会班」の 3 つのワーキ

クの判定基準の設定、および判定結果に応 ンググループ（以下、WG）を立ち上げ、WG

じたアドバイス内容の検討を行った。Web利 ごとに、関連領域の研究者・実務家 5～7 名

用の課題として挙げた点については、2024 が参加した（資料 1）。 

 「健康班」が担当するチェック項目は、

心身の健康状態低下のリスクとして、現在

の健康状態や健康維持に関連する意識や行

動をカバーするものとした。健康班はさら

に「身体的健康、運動など食事以外の生活

習慣」「精神的健康」「栄養・食事」のサブ

グループに分かれて議論した。 

 「経済班」は、経済的困窮のリスクに関

連する、現在の経済状態、経済に関連する

意識や行動、就労（キャリア継続）をカバ

ーするものとした。その後、議論が進む過

程で、社会保障制度や公的なサービスの知

識についても経済班が扱うことになった。 

チェック項目への回答

判定するための設問に回答

診断結果と対策の提示

・各領域の総合評価
・項目別のリスク判定とアドバイス
(オンライン表示＆PDFレポート)

基本属性に回答

性、年齢、同居者

評価項目に回答

・自分への理解が深まったか
・生活改善への意欲 など

オンライン上で入力

2023年 5-8月 WG別：チェックリスト項目候補選定
（先行研究レビュー、専門家ヒアリング）

10月 Web予備調査
（単身700名, 配偶者以外と同居300名）

11-12月 WG別：
最終項目と領域決定、リスク基準設定
項目別アドバイス、総括メッセージ案作成

2024年 1-3月 案に対し専門家にヒアリングして修正
Web版着手

WG＝ワーキンググループ。「健康班」
「社会班」「経済班」に分かれた。メ
ンバー構成は資料1の通り。
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 「社会班」は、必要なときに支援を得ら

のとした。 

的な状態が健康に影響を与えたり、健康悪

に陥るなど、領域間には相互の関連もある。

の動向を伝えながら項目の調整を行った。 

 

２．チェック項目候補の選定 

 

う方針を伝え、項目選定やリスク判定基準

の設定は以下の基準で行うことを求めた： 

タ解析結果等）を提示できる。 

項目を優先する。 

ない項目は除外する。 

示が難しい場合には、複数の専門家の意見

に努めることを求めた。 

 上記の選定基準に基づき、各 WG において

りリスクを判定するものもあるため、質問

項目数はチェック項目数よりも多い。 

 また、経済班では、就労、経済、社会福

れないリスク、および心身健康低下の社会 祉等を専門とする６名の専門家へのヒアリ

的要因として、現在の社会関係・社会参加 ングも実施し、項目選定の参考にした（資

と援助要請を抑制する意識をカバーするも 料 2）。専門家には研究者だけでなく、実際

に暮らしの相談業務に携わる実務家（ファ

 このように、3 つの WG の棲み分けについ イナンシャルプランナー、キャリアコンサ

ては一応の目安を設けていたが、社会経済 ルタント、生活相談員など）も含まれる。 

 

化によって就労できなくなり、経済的困窮 ３．Web予備調査 

 予備調査の目的は、チェック項目のため

そのため、研究代表者（小林）と分担者 に作成した質問項目における回答分布や、

（村山陽）が、複数の WGに参加し、他の WG 変数間の関連の分析結果に基づき、最終的

なチェック項目とそのための設問を選ぶこ

とにある。また、リスクが高い人へのアド

バイス作成の参考にするため、回答の理由

WG に対しては、チェック項目は、最終的 を尋ねる質問や、自由記述で回答する質問

には合計で 20 項目くらいに調整したいとい も設けた。 

 調査はオンラインで実施し（2023年 10月

6 日～10 日）、対象者はマイボスコム株式会

（1）何らかのエビデンス（先行研究、デー 社にモニターとして登録する全国の 45～74

歳 1,000 人、内訳は独居者 700 人、同居者

（2）主要ターゲットの年齢を考慮する。独 がいる 300 人とした。同居者については、

居者に限定されたリスクである必要は 将来独居となる可能性が高い人に焦点を当

ないが、独居者にとって重要性の高い てるため、配偶者以外（親など）と同居す

る人に限定した。チェックリストの対象者

（3）解決策や有益な情報を提示できそうに は、最終的に 40～60 代となったため、本章

では 70 代の回答者を除外した 898 人（独

（1）に関して、分野によりエビデンスの提 居：612、同居：286）を分析対象とした。 

 

をヒアリングするなどして、客観性の確保 ４．最終項目とリスク判定基準の決定、 

「領域」の設定 

 予備調査のデータは各 WG で共有し、分析

先行研究のレビューを行い、チェック項目 結果も参考にしながら、最終的なチェック

の候補とそれを判定するための具体的な質 項目とそれに対応した質問を選択した。こ

問項目を作成した。1つのチェック項目につ の過程で質問文や選択肢のいくつかは修正

いて、複数の質問の回答の組み合わせによ したり、質問項目を新たに追加したりした。 

 また、各チェック項目について、リスク

の程度を「高」「中」「低」の 3 段階、また
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どのような回答の場合にどの判定になるの

かという基準を設定した。 

「経済」「社会」よりも細分化した領域名が

必要となったためである。 

 

５．総括メッセージとアドバイスの作成 

「中」または「高」と判定された項目数に

チェック項目別のアドバイスに誘導するた

セージのみを読むことになる。 

たは「高」の人に対しては、改善策や相談

 

は「高」「低」の 2 段階で判定することとし、 （倫理面への配慮） 

Web予備調査は、東京都健康長寿医療セン

ター研究倫理審査委員会より承認を受けて

 さらに、対象者が結果を理解しやすいよ 実施した（R23-049、2023年 7月 27日）。た

うに、それぞれのチェック項目が属する上 だし「人を対象とする生命科学・医学系研

位の「領域」名を設定した。健康班と経済 究に関する倫理指針」は非該当と判定され

班はカバーする範囲が広いため、「健康」 た。 

 

Ｃ．研究結果 

 表 1 の通り、最終的には 22 個のチェック

項目を選定し、項目内容に基づき、1：病気

 チェックリストの判定結果は、領域ごと の予防・管理、2：生活習慣、3：社会との

に表示される。「総括メッセージ」は、領域 つながり、4：家計・生活、5：知識習得・

に属するチェック項目において、リスク 活用という 5つの領域を設定した。領域 1と

2は健康班、領域 3は社会班、領域 4と 5は

応じて、その領域の結果を簡単に総括し、 経済班が選定した項目で構成されている。 

 前述のように、各チェック項目は、1つの

めのメッセージである。領域内の項目のリ 質問により判定するものもあるが、複数の

スクがすべて「低」の人は、この総括メッ 質問によるものもある。具体的な質問項目

のリストは資料 3 に示し、各チェック項目

 各チェック項目のリスク判定が「中」ま との質問の対応は表 1にも示した。 

 以下では、チェック項目別に、①項目選

窓口等の情報がアドバイスとして提示され 定理由、②リスク判定基準とその理由、③

る。アドバイス案は WG で作成したが、適切 （リスク中・高の人に対して提示される）

なアドバイスとなっているかを様々な視点 アドバイスの視点について説明する。項目

で確認するため、WG 以外の専門家 7 名への ごとの執筆者名は、項目番号（表 1 参照）

ヒアリングを行い、アドバイス案への意見 の横のかっこ内に示した。また、Qのついた

を求め（資料 2）、さらなる修正を加えた。 質問は、資料 3 の質問番号に対応している。 
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表 1 チェックリストの領域と項目 

領域名 項目

番号 
チェック項目 資料 3 におけ

る質問番号 

リスク判定 

1 病気の

予防・管

理 

1 病気を適切に管理できているか Q4-1～Q4-5 高/低 

2 健診を受けているか Q9 高/低 

3 歯科検診を受けているか Q10 高/低 

4 BMI は標準域にあるか（肥満・やせすぎで

ないか） 

Q5 高 ab/低 

5 メンタルヘルスに問題はないか Q11(1)(2) 高/中/低 

2 生活習

慣 

6 食事の栄養バランスはとれているか Q1 高/中/低 

7 朝食をとっているか Q2 高/中/低 

8 飲酒は適量か Q3, Q3S 高/低 

9 喫煙していないか Q6 高/低 

10 身体活動の量は十分か Q7 高/低 

11 睡眠に問題はないか Q8 高/低 

3 社会と

のつなが

り 

12 親族や友人等との交流頻度は十分か Q13, Q14 高/中/低 

13 多様なつながりをもっているか Q12～Q15 高/中/低 

14 自分から助けを求められるか Q16, Q17 高/中 ab/低 

4 家計・

生活 

15 家計をきちんと管理できているか Q20(2)(3) 高/中/低 

16 親族の介護への備えができているか Q20(10) 高/中/低 

17 老後の住まいがあるか Q19 高/低 

5 知識習

得・活用 

18 年金に関する知識をもっているか Q20(4) 高/中/低 

19 社会保障制度の知識をもっているか Q20(5)(6)(7) 高/中/低 

20 人生設計やそのための知識をもっているか Q20(1)(8) 高/中/低 

21 家事をできるか Q20(9) 高/中/低 

22 学習活動に取り組んでいるか Q18 高/中/低 

ab：リスク判定は同じ（中 or 高）だが、回答内容によりアドバイスが異なる（肥満とやせなど） 

 

領域 1：病気の予防・管理 

 本領域は項目番号 1～5で構成される。 

 

【項目番号：1, 2】（清野諭） 

1：病気を適切に管理できているか 

2：健診を受けているか 

 

チェック項目の選定理由 

項目 1：病気を適切に管理できているか 

並ぶ日本人（特に中高年）の主要な死因と

な管理は、中高齢期における重要な健康課

題の一つである。 

動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年

版（日本動脈硬化学会, 2022）では、久山

町スコア（Honda et al., 2022）を改変し

た動脈硬化性疾患発症予測モデルが示され

ている。本モデルは、性別、収縮期血圧、

糖代謝異常、LDL コレステロール、HDL コレ

ステロール、喫煙の 6 項目によって 10 年間

冠動脈疾患を含む心臓病や脳卒中などの の動脈硬化性疾患の発症リスクを算出でき

動脈硬化性疾患は、悪性新生物（がん）と る。 

これを踏まえ、本チェックリストでは、

なっている（厚生労働省, 2022）。そのため、 心臓病（狭心症・心筋梗塞・不整脈など）、

これらの動脈硬化性疾患の危険因子の適切 脳卒中（脳梗塞・脳出血・くも膜下出血な
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ど）に加えて、高血圧、脂質異常症、糖尿

病の計 5 項目を病気の管理に関するチェッ

ついて、病院や健診で「指摘されたことは

ない」／「指摘されたことがある」を尋ね、

後者の場合には、「治療が終了した・治療は

でやめた」「治療していない・受診していな

い」「わからない・答えたくない」の 5 択で

回答を求めることとした。 

2022 年版（日本動脈硬化学会, 2022）では、

脂質異常症、耐糖能異常について、以下の

エビデンスを明示している。 

 

--------------------------------------- 

高血圧について 

 ⚫ 正常血圧（収縮期血圧 120 mmHg未満か

血圧が高くなるほど、全心血管病、脳

亡リスクは高くなる。 

 

脂質異常症について 

⚫ 

動脈疾患の発症や死亡を予測する。 

 

り、脳卒中の発症や死亡を予測する。 

⚫ 

⚫ 

動脈疾患や脳梗塞の発症や死亡を予測

する。 

 ク項目として選定した。それぞれの病気に ⚫ 空腹時、随時に関わらず、トリグリセ

ライドは、将来の冠動脈疾患や脳梗塞

の発症や死亡を予測する。 

 

必要ないと診断された」「現在治療中」「治 耐糖能異常について 

 療は終了していないが、受診や服薬を途中 ⚫ 非糖尿病者の成人において、耐糖能異

常を有し血糖や HbA1c が上昇すると、

動脈硬化性疾患の発症・死亡リスクが

高まる。 

 なお、動脈硬化性疾患予防ガイドライン ⚫ 糖尿病は動脈硬化性疾患の高リスク病

態である。 

 動脈硬化性疾患の危険因子としての高血圧、 ⚫ 冠動脈疾患の既往のない糖尿病患者に

おいて家族性高コレステロール決勝、

非心原性脳梗塞、下肢抹消動脈疾患、

最小血管症合併、喫煙、血糖コントロ

ール不良状態の持続が冠動脈疾患のリ

スクを上昇させる。 

--------------------------------------- 

つ拡張期血圧 80 mmHg 未満）を超えて 項目 2：健診を受けているか 

本邦の特定健診・特定保健指導の効果を

卒中、心筋梗塞、心不全、心房細動、 検証した先行研究では、特定健診・特定保

慢性腎臓病などの罹患リスクおよび死 健指導によって肥満、血圧、血糖、脂質の

改善を認めたという研究（Nakao et al., 

2018; Tsushita et al., 2018）と、肥満を

軽度改善したものの血圧、血糖、脂質の改

LDLコレステロールの上昇は、将来の冠 善を認めなかったという研究（鈴木ら, 

2015; Fukuma et al., 2020）が混在する。

⚫ 総コレステロールの上昇は、将来の冠 海外の研究（Hackl et al., 2015）では、

動脈疾患の発症や死亡を予測する。脳 年齢が比較的若い層（概ね 60 歳以下）を対

卒中に関しては、多くの研究に共通し 象とした場合に、健診受診により医療費の

て、脳梗塞に対しては正の、出血性脳 削減につながる可能性が指摘されている。

卒中に対しては負の関係が示されてお 本チェックリストの主要ターゲットがプレ

シニア層であることを踏まえると、項目 1

Non-HDLコレステロールの上昇は、将来 の疾患を含む様々な生活習慣病やその兆候

の冠動脈疾患の発症や死亡を予測する。 の早期発見・予防のため、無症状のうちか

HDLコレステロールの低値は、将来の冠 ら定期的な健診を受けるよう推奨すること
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が重要と考えられる。 

目を含めることとした。 

 

リスク判定基準とその理由 

疾患を有していても、適切な治療を継続

良好である可能性が高まる。しかし、健診

しているにもかかわらず未治療の者が

トの主要ターゲットである、仕事を持つ

歳未満の男性でこのような管理不良のケー

科学研究「患者データベースに基づく糖尿

病の新規合併症マーカーの探索と均てん化

の視点から」研究班, 2014）。これらの管理

ことにつながるため、注意が必要である。 

そのため、項目

答したものの「治療が終了した・治療は必

受診や服薬を途中でやめた」／「治療して

いない」と回答した場合を「高」リスクと

そこで、健診受診の有無を尋ねる質問項 した。 

項目 2 では、「はい」と回答した場合を

「低」リスク、「いいえ」と回答した場合を

「高」リスクとした。 

 

的に受けていれば、その後の病気の経過が リスク「高」者へのアドバイスの視点 

病気の管理不良や健診未受診に陥る理由

などで指摘された病気を放置したり、自己 として「忙しい」、「必要性を感じない」、

判断で治療を中断したりするケースが報告 「費用がかかる」などが考えられる。そこ

されている。例えば、本邦の高血圧者数は で項目 1 では、治療中断や病気の放置は、

約 4300 万人と推定されているが、そのうち 合併症や重症化を引き起こし、日常生活に

3100 万人が管理不良である（日本高血圧学 支障をきたすことがある旨を伝えることと

会, 2019）。このうち、自らの高血圧を認識 した。項目 2 では、病気の発見が遅れるこ

450 とにより、治療にさらに多くの時間と費用

万人、薬物治療を受けているが管理不良の がかかること、健診は 1 年のうちの数時間

者が 1250 万人いると推計されている（日本 であるということ、自覚症状のない段階か

高血圧学会, 2019）。特に、本チェックリス らの受診の必要性をそれぞれ伝えることと

50 した。 

 

スが多いことが指摘されている（厚生労働 【項目番号：3】（平松正和・横山友里） 

3：歯科検診を受けているか 

 

に関する研究―合併症予防と受診中断抑止 チェック項目の選定理由 

 口腔内の健康状態が健康に与える影響に

不良は、病気の悪化や再発リスクを高める ついては多くの研究がある。Pihlstrom ら

(2005)によると、歯周病は歯を喪失する主

1 では、高血圧、脂質異 な原因であると報告されている。糖尿病患

常症、心臓病、脳卒中、糖尿病のいずれに 者においては、歯周病がある者はない者と

おいても「指摘されたこととはない」と回 比較して糖尿病合併症や死亡のリスクを増

答、または「指摘されたことがある」と回 加させるという報告や (Nguyen et al., 

2020)、重度の歯周病がある者では循環器疾

要ないと診断された」／「現在治療中」と 患のリスクを増加させるという報告もあり

回答した場合を「低」リスクとし、高血圧、 （Preshaw et al., 2012）、歯周病は全身の

脂質異常症、心臓病、脳卒中、糖尿病のい 健康にも影響を与えることが示唆されてい

ずれかにおいて「指摘されたことがある」 る。また、歯の本数や口腔機能が主観的健

と回答し、かつ「治療は終了していないが、 康感(Ishikawa et al., 2022)、身体機能

(Yamamoto, Kondo, Misawa, et al., 2012)、
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口腔内の健康状態を良好に保つことは健康

さらに、歯を喪失するリスクの一つとして

早期治療が重要である。 

は、歯の本数や咀嚼・嚥下機能、義歯の使

とで咀嚼能力を評価する方法がある。本チ

好に保てているかを総合的に評価するため

か」を設定した。具体的には「この 1 年間

で把握する。 

 

リスク判定基準とその理由 

る期間の範囲や頻度が異なるため、教示文

ろうと考え、採用した。また、健康日本

（第三次）の目標項目の一つ「歯科検診の

受診者の増加」の指標が「過去１年間に歯

科検診を受診した者の割合」があることか

らも、過去１年間が妥当と考えた。効果的

認知症の発症(Yamamoto, Kondo, Hirai, et に言及せず、「はい（受診した）」の場合は

al., 2012)、健康寿命及び死亡(Matsuyama 「低」リスク、「いいえ（受診していない）」

et al., 2017)と関連するという報告もあり、 場合は「高」リスクとした。 

 

で質の高い生活を送るうえで重要である。 リスク「高」者へのアドバイスの視点 

 歯周病という多くの人に聞き覚えがある

定期的な歯科検診をしていないことが報告 単語を出すことで、自分事として捉えても

されており(Furuta et al., 2022)、定期的 らうようにした。そして、歯周病が様々な

に歯科検診を受診し歯周病等の早期発見・ 疾患のリスクになり得ることを示し危機感

を持ってもらうことで、行動変容に繋がる

口腔内の健康状態を評価する方法として ようにした。 

 

用などを問う方法や、専用のガムを嚙むこ 【項目番号：4】（平松正和・横山友里） 

4：BMI は標準域にあるか（肥満・やせすぎ

ェックリストでは、口腔内の健康状態を良 でないか） 

 

に、チェック項目3「歯科検診を受けている チェック項目の選定理由 

 BMIは身長と体重から算出され、基本的な

に、歯科検診を受けましたか。」という設問 体格の指標として広く一般的に用いられて

に対して「はい」または「いいえ」の回答 おり研究成果の蓄積は豊富である。日本人

の食事摂取基準(2020 年版)では、死因を問

わない死亡率(総死亡率)が最低になる BMI

をもって最も健康的であると考え、目標と

 定期的な歯科検診の受診を問う設問とし する BMI の範囲（以下「目標範囲」という）

て確立された教示文はないが、少なくとも が設定されている（厚生労働省, 2019a）。

「定期的」という文言は人によって想定す 目標範囲は、18～49 歳では 18.5～24.9 
2 2kg/m 、50～64歳では 20.0～24.9 kg/m 、65

2に入れることは避けた。期間を具体的にす 歳以上では 21.5～24.9 kg/m であり、フレ

るために過去１年間とした。根拠としては イル予防の観点から高齢になるほど下限の

健康診断と同様に１年に１回は歯科検診を 値が高く設定されている。目標範囲を上回

受診していれば定期的と解釈しても妥当だ ると肥満、下回るとやせと判定され、肥満

21 では生活習慣病等 (Prospective Studies 

Collaboration et al., 2009; 吉池ほか, 

2000; 林ほか, 2009)、やせでは低栄養

(Tamakoshi et al., 2010; Sasazuki et al., 

2011)のリスクが高まる。したがって、BMI

な歯科検診の受診頻度については根拠がな を目標範囲に保つことは健康管理において

く設定することが難しいため、頻度には特 重要である。 
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 BMIは身体計測に分類される栄養評価法の

自己申告の値でも妥当との報告がある(Wada 

 

リスク判定基準とその理由 

 自己申告の身長と体重の値から

一般的に BMI が 2

2

2基準（49歳以下では 18.5 kg/m 、50～64 歳
2

2

2

して、各年齢層の基準とした場合の「やせ」

歳では約
2

囲を下回るとリスク「高」とした。 

ると、「肥満」に関しては BMI の値によって

健康障害の特徴が異なるため、25.0～29.9 

2 2kg/m を肥満（1度）、30.0～34.9 kg/m を肥
2ため実測値から算出するのが基本であるが、 満（2度）、35.0～39.9 kg/m を肥満（3度）、

240.0 kg/m 以上を肥満（4度）としている。

et al., 2005; Ng et al., 2011)。本チェ 本チェックリストにおいても肥満度に応じ

ックリストの使用場面を考慮し自己申告の てリスクを段階的にすることは可能である
2身長と体重から BMI を算出することとした。 が、Web予備調査では 30.0 kg/m 以上の者の

割合は各年齢層において 5～6％程度であり

（表 3 参照）、その意義は少ないと考えた。

BMI を算 また、「やせ」と「肥満」が健康に与える影

出し、BMI が目標範囲内であればリスク 響はそれぞれ異なるためその度合い（リス

「低」、範囲外であればリスク「高」とした。 クの高さ）を比較することは困難である。

18.5kg/m 未満の場合を さらに、「やせ」のリスクは「高」一つであ

「やせ」とするが、前述のとおり年齢ごと るため「肥満」のリスクも「高」一つにす

に「やせ」の基準値は異なる。Web予備調査 るのが妥当と判断した。以上より、目標範
2において、対象者を 45～49歳、50～64歳、 囲を上回る、すなわち 25.0 kg/m 以上の場

65～69歳の 3つの年齢層に分け、「やせ」の 合をリスク「高」とした。 

基準を 18.5 kg/m とした場合と各年齢層の リスク「高」者へのアドバイスの視点 

 「やせ」と「肥満」のどちらもリスク

では 20.0 kg/m 未満、64～69 歳では 21.5 「高」の判定だが、どちらに該当するかで

kg/m 未満）とした場合のそれぞれで「やせ」 健康への影響や食事及び生活習慣で気を付

の者の割合を算出した（表 2 参照）。その結 けるべき点は異なるため、それぞれの場合

果、18.5kg/m 未満を基準とした場合と比較 でアドバイスを作成した。 

 「やせ」ではエネルギーや栄養素が不足

の者の割合は 50～64 歳では約 2 倍、65～69 しないように食事の質を改善する、または

5 倍であった。この結果から、全 食事の量を増やす必要があるため、取り組

年齢一律で 18.5kg/m 未満を「やせ」とする みやすいよう具体的にアドバイスした。「肥

と 50 歳以上では低栄養のリスクを見過ごし 満」ではエネルギー摂取量を減らす必要が

てしまう可能性が示唆された。したがって、 あるため、食事の量を減らしても満足感を

「やせ」の基準は各年齢層の基準を用いる 得られ無理なく減量できるようなアドバイ

ことが妥当と判断した。各年齢層の目標範 スをした。また、エネルギー消費量を増や

すことも重要であるため、活動量を増やす

日本肥満学会（2022）の肥満度分類によ ための具体的なアドバイスをした。 
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表 2 各年齢層における基準値別の「やせ」の者の割合 
 

45～49歳（n=169） 50～64歳（n=591） 65～69歳（n=138） 

「やせ」の基準 人数 割合% 人数 割合% 人数 割合% 

218.5 kg/m 未満 21 12.4 80 13.5 14 10.1 

各年齢層の基準 21 12.4 157 26.6 66 47.8 

 

表 3 各年齢層における肥満度別の該当者の割合 
 

BMIの範囲 45～49歳（n=169） 50～64歳（n=591） 65～69歳（n=138） 

肥満度 2（kg/m ） 人数 割合% 人数 割合% 人数 割合% 

肥満（1 度） 25.0～29.9 21 13.0 116 19.6 19 13.8 

肥満（2 度） 30.0～34.9 5 3.0 24 4.1 7 5.1 

肥満（3 度） 35.0～39.9 4 2.4 5 0.8 1 0.7 

肥満（4 度） 40.0～ 1 0.6 2 0.4 0 0 

注）表 2、表 3とも Web予備調査に基づく 

 

【項目番号：5】(山崎幸子) 

5：メンタルヘルスに問題はないか 

 

チェック項目の選定理由 

うつ気分を主としたメンタルヘルスの不

であり、支援に際して特に注意が必要であ

ている。また、日頃から世話をするなど親

al., 2021）ことも確認されており、高齢期

原因の第一位には、男女共にうつ病が挙げ

られている（厚生労働省，2020）ことから

も、うつ気分の段階で、早期に発見し支援

につなげていくことが極めて重要である。 

 うつ気分をチェック項目で把握するにあ

良は、身体的な健康状態の悪化やうつ病の たって、調査対象者の状態を正確に、かつ、

罹患など、さまざまな側面に影響を及ぼす。 見逃すことなく把握することが第一である

例えば、高齢者を対象とした縦断研究では、 が、それと並行して簡便であること、既に

うつ気分にある人は、そうではない人より ツールとして実証されているものを選定条

も、将来的に要介護状態となる要因が多様 件とした。これらを満たす測定尺度として、

Whooleyら（1997）がプライマリーケアでう

る（Yamazaki et al., 2012）ことが示され つ病の診断をするために考案した、Two-

question case-finding instrument（二質

しい同居家族であっても、高齢者本人のう 問法）を採用した。本質問法は、簡便で短

つ気分に気づかず、見過ごしてしまう 時間での施行が可能であり、さらに他のう

（Yamazaki et al., 2016）など、高齢にな つの質問紙尺度と比較しても、感度が劣る

るほどリスクがより複合的になることが明 ことはないとされている。本邦においても、

らかとなっている。近年では、45 歳以上の 鈴木ら（2003）によって邦訳され、うつ病

中年層において、女性は、抑うつ症状があ 発見においてその妥当性と有用性が確認さ

ることが ADL障害の発症を高める（Peng et れている。 

 具体的な質問項目は、「この 1 ヵ月の間、

以前の中年期から予防を含めた対策を立て 気持ちが沈み込んだり、憂うつな気分にな

ることが求められる。特に中高年の自殺の ったりすることがよくありましたか」
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（Q11(1)）、「この 1 ヵ月の間、どうも物事

に対して興味がわかない、あるいは心から

 

リスク判定基準とその理由 

用いた二質問法において、いずれか 1 つで

りである。 

をカットオフポイントとした感度は

２点では

（ Mini-International 

100％であることを示している（鈴木ら，

2003）。以上を参照し、本チェック項目に

楽しめない感じがよくありましたか」 おけるリスク判定基準は、いずれか１項目

（Q11(2)）であり、回答の選択肢は、いず に該当した場合に「中」、２項目とも該当

れも「はい/いいえ」の二件法で把握する。 した場合を「高」、いずれも該当しない場

合を「低」とした。 

 

 メンタルヘルスの不調を把握するために リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 

 「中」「高」いずれにおいても、うつ病の

も該当した場合を「中」、2項目に該当した リスクが高めであることに加え、健康度自

場合を「高」と判定した。理由は以下の通 己評価との分布において、自分自身のこと

を健康とは感じていない場合が多いことか

Whooleyら（1997）は、カットオフ値を１ らも（表 4 参照）、まずは自分自身の健康状

点、すなわち２項目中いずれか１つでも該 態を振り返り、休息や気分転換を図るなど

当した場合の大うつ病性障害の診断に対す セルフケアを促すことをアドバイスした。

る感度は 96％、特異度は 57％であることを これに加えて、他者に相談し支援を仰ぐこ

報告している。また鈴木ら（2003）も、大 とを助言の視点とした。その際、リスク基

うつ病性障害患者を対象とした場合、１点 準と「相談できる他者」との分布をみると、

99％、 リスク「高」は、信頼して相談できる相手

87.9％であることを報告している。 がいない人が多かったことから（表 5 参照）、

さらに、勤労者を対象とした場合に、MINI 周囲の身近な人に相談を促すのではなく、

Neuropsychiatric かかりつけ医や自治体の相談窓口などの公

Interview）を至適基準とした大うつ病性障 的な機関を含む具体的な相談先を明示しア

害の感度は、カットオフ値が 1、2 点ともに ドバイスした。 

 

表 4 メンタルヘルスのリスク基準と健康度自己評価の分布     人数（％） 

リスク基準 とても健康 まあ健康 
あまり健康で

はない 
健康ではない 

高（n=264） 4(1.5) 107(40.5) 98(37.1) 55(20.8) 

中（n= 90） 2(2.2) 55(61.1) 23(25.6) 10(11.1) 

低（n=544） 42(7.7) 361(66.4) 115(21.1) 26( 4.8) 

 

表 5 メンタルヘルスのリスク基準と相談できる相手の分布           人数（％） 

リスク基準 

信頼して相談できる相手がいない 

あてはまる 
どちらかといえ

ばあてはまる 

どちらともい

えない 

どちらかとい

えばあてはま

らない 

あてはまらない 

高（n=264） 77(29.2) 64(24.2) 64(24.2) 37(14.0) 22( 8.3) 

中（n= 90） 11(12.2) 18(20.0) 21(23.3) 30(33.3) 10(11.1) 

低（n=544） 65(11.9) 69(12.7) 158(29.0) 138(25.4) 113(21.0) 

注）表 4、表 5とも Web予備調査に基づく 
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領域 2：生活習慣 

 項目番号 6～11 の 6項目で構成される。 

 

【項目番号：6】（横山友里・平松正和） 

6：食事の栄養バランスはとれているか 

 

チェック項目の選定理由 

は単一の食品では十分に摂取することがで

（Dietary Diversity Indicators）に関す

取の多様性」の統一された定義がないもの

うち一定期間内に摂取した食品群の数をカ

(Verger et al., 2021)。 

て摂取することでバランスの良い食事がで

乳、大豆製品、緑黄色野菜類、果物、海藻

類、いも類、油脂類）の習慣的な摂取頻度

をもとに、毎日摂取する食品群の数から食

品摂取の多様性を評価するものである (熊

谷ほか, 2003)。熊谷らの研究では DVSを用

いて地域高齢者の食品摂取の多様性を評価

し、5年間の縦断研究により、多様な食品摂

 「多様な食品摂取」を促すことは我が国 取が高次生活機能の低下抑制に関連するこ

の食生活指針において推奨されており、毎 とを初めて明らかにした(熊谷ほか, 2003)。

日の食事の質を評価する上で、重要な要素 その後も、DVSは地域高齢者の食品摂取の多

のひとつである (Burggraf et al., 2018)。 様性を評価する簡便な指標として、疫学研

最適な健康を維持するために必要な栄養素 究に用いられ、フレイル (Motokawa et al., 

2018)、抑うつ (Yokoyama et al., 2019)、

きないことから、「食品摂取の多様性」は質 睡眠の質 (Yamamoto et al., 2021)、筋量・

の高い食生活に不可欠な要素として認識さ 身体機能(Yokoyama et al., 2017)、要介護

れ、1980 年代後半以降、食品摂取の多様性 認知症 (Yokoyama et al., 2023)等の高齢

を評価するための様々な指標が開発されて 期の各種健康アウトカムとの関連が報告さ

きた (Verger et al., 2021)。2021 年に発 れている。また、最近では、新型コロナウ

表された食品摂取の多様性の評価指標 イルス感染症（COVID-19）の影響もふまえ、

COVID-19 拡大状況下における DVS とフレイ

るスコーピングレビューによると、「食品摂 ル発症との関連 (Yokoro, Otaki, Yano, et 

al., 2023)や、ソーシャルネットワークと

の、大きく 4 つのタイプに分けられ、その の関連 (Yokoro, Otaki, Imamura, et al., 

2023)も示されている。一方、栄養学的観点

ウントして食品摂取の多様性を評価するタ からは、DVS が高い群（7 点以上）では、低

イプが最も多かったことが報告されている い群（3点以下）に比べて、たんぱく質・脂

質エネルギー比率は高く、たんぱく質や

日本人高齢者の食品摂取の多様性を評価 種々の微量栄養素の摂取量は多かった一方、

する指標としては、2003 年に東京都老人総 炭水化物摂取量は少なかったことが示され

合研究所（現東京都健康長寿医療センター ており (成田ほか, 2020)、DVSが高いとい

研究所）の熊谷らが開発した食品摂取の多 うことは、主食を控えめに、たんぱく質や

様性得点（Dietary Variety Score: 以下、 脂質、微量栄養素を多く含む主菜・副菜を

DVS）がある。DVS は 6 つの基礎食品などを 中心とした「栄養素密度の高い食事」を反

参考に異なるグループの食品を組み合わせ 映していると考えられる。 

このほか、日本人を対象に用いられてい

きるという考えのもと選択された 10 食品群 る食品摂取の多様性の評価指標としては、

で構成されており、食事で主菜・副菜を構 国立長寿医療センター研究センターの老化

成する 10 食品群（肉類、魚介類、卵類、牛 に関する長期縦断疫学研究（NILS-LSA）で
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用いられている

(Katanoda et al., 2006)。中高年期の各種

ものの (Otsuka, Nishita, et al., 2020; 

Otsuka, Tange, et al., 2020; Otsuka et 

食品群の摂取量のばらつきから食の多様性

取量の把握が必要になる。したがって、10

食品群の摂取頻度で簡便に食品摂取多様性

を評価できることが特徴である DVS が本チ

考えた。 

 

リスク判定基準とその理由 

いたことや、たんぱく質や種々の微量栄養

た。 

 

食生活改善の具体的手段として、弁当や総

リスク「高」者には、少しずつでも色々な

安価で購入しやすい食品や冷凍食品の活用

Quantitative Index for や調理をしない者でも取り入れやすいと考

Dietary Diversity （ QUANTIDD）がある えられる内容を挙げた。 

 

健康アウトカムとの関連が報告されている 【項目番号：7】（横山友里・平松正和） 

7: 朝食をとっているか 

 

al., 2023)、QUANTIDD は、食事に占める各 チェック項目の選定理由 

 朝食欠食は糖尿病、脳出血、肥満の発症

を評価する指標であり、食事記録による摂 リスクとの関連が報告されており (Bi et 

al., 2015; Uemura et al., 2015; Kubota 

et al., 2016; Ballon et al., 2019; Ma et 

al., 2020; Seki et al., 2021)、「朝食を

ェックリストのチェック項目として妥当と 抜くことが週に 3 回以上があるか否か」に

ついては特定健康診査の標準的な質問票に

も項目として導入されている。また、中・

高年期の朝食欠食者の実態については、令

DVS が 7 点以上の群は、3 点以下の群に比 和元年国民健康・栄養調査によると、朝・

べて、4年後の身体機能の低下が抑制されて 昼・晩の中で朝食欠食が最も多いことや、

40 歳代男性の一人世帯の朝食欠食者の割合

素の摂取量が多かったことなどが報告され が高く、42.9％であったことが報告されて

ている (Yokoyama et al., 2017; 成田ほか, いる（厚生労働省,2019b）。さらに、40～74

2020)。これらの研究結果をふまえ、本チェ 歳の日本の男女、約 11 万人を対象とした最

ックリストでは、最近 1 週間の食事でほぼ 近の研究では、朝食欠食者は、朝食摂取者

毎日食べた食品群の数を合計し（1食品群に と比べて、外食やインスタント食品を食べ

つき 1 点）、7 点以上をリスク「低」、4-6 点 る頻度が高いことや、就寝時間が遅く、一

をリスク「中」、0-3 点をリスク「高」とし 人暮らしである割合が高いなどの特徴も示

されている(Okada et al., 2023)。年齢層

が高くなるほど、朝食欠食者の割合は減少

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 していく傾向があるものの、生活習慣病の

リスク「中」者には、よりよい栄養バラ リスクと密接に関連する食生活要因である

ンスの食事にむけて、毎日食べていない食 ことから、中高年期が対象となる本チェッ

品群を意識して摂取するよう促すとともに、 クリストの項目として妥当と考えた。 

 

菜などを購入する際のアドバイスを示した。 リスク判定基準とその理由 

45〜74歳の日本の男女、約 82,000名を対

食品を摂取するよう促すとともに、比較的 象に朝食の摂取頻度（毎日、週 5-6 回、週

3-4回、週 0-2回）と脳卒中との関連を検討

を勧めるなど、食事・栄養に関心が薄い者 したコホート研究（約 13 年間の追跡）では、
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毎日朝食を摂取する群を基準とした場合の

摂取する群で 1.36 倍であり、摂取頻度が低

いほど、発症リスクが高まることが報告さ

5-6日食べない・ほとんど食べない場合をリ

スク「高」とした。 

 

「朝、食欲があること」を挙げた人の割合

る（農林水産省, 2024）。リスク「中」者に

対しては、できるだけ何も食べなかったと

た。リスク「高」者に対しては、まずは朝

き、すぐに食べられるものや食べやすいも

のを紹介した。 

 

【項目番号：8,9】（平松正和・横山友里） 

8：飲酒は適量か 

9：喫煙していないか 

 

チェック項目の選定理由 

が報告されている。健康日本 21（第三次）

れており、それぞれ関連する目標値が定め

られている（厚生労働省, 2023a）。 

 飲酒は、高血圧、脳血管疾患、がん、死

13 年後の脳出血の発症リスクは、週 0-2 回 亡率、うつなどとの関連が報告されている

(Ikehara et al., 2020; Inoue et al., 

2005; Anker et al., 2019)。適度なアルコ

れている (Kubota et al., 2016)。これら ールを摂取する飲酒習慣を持っている者で

の研究結果をふまえ、朝食の摂取頻度別に は糖尿病の発症が少ないという報告がある

段階的に基準を設定し、ほとんど食べる場 が(Li et al., 2016)、1日 10g未満のアル

合をリスク「低」、週に 1-2 日食べない・週 コール摂取でも健康へのリスクが低下する

に 3-4 日食べない場合をリスク「中」、週に わけではないとの報告もある (GBD 2016 

Alcohol Collaborators et al., 2018)。少

なくとも過剰なアルコール摂取は健康へ悪

影響を与えるため避けるべきである。健康

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 日本 21（第三次）では、生活習慣病のリス

「食育に関する意識調査報告書」による クを高める飲酒量として１日あたりの平均

と、朝食を食べるために必要なこととして、 純アルコール摂取量を男性で 40g、女性で

20g以上としている。この基準以上のアルコ

が最も多く、次いで「朝食を食べる習慣が ールを摂取しているかを判断するために、

あること」が多かったことが報告されてい 飲酒頻度(Q3)と一回の飲酒機会の飲酒量

(Q3S)を問う。 

喫煙は動脈硬化や脳卒中及び虚血性心疾

いう日が少なくなるよう、コンビニエンス 患による死亡、がんとの関連が報告されて

ストア等で簡単に用意できるものを紹介し いる(Ueshima et al., 2004; Inoue et al., 

2022; Higashiyama et al., 2009)。また、

食をとる習慣を身につけることに焦点をお 喫煙は歯周病や歯の喪失とも関連している

(大森ほか, 2011)。このように喫煙の健康

への悪影響は確実であるが、禁煙により疾

患のリスクを低下させることが可能である。

疾患リスクを非喫煙者と同等にするには心

血管疾患では 10～14 年、がん発症は男性で

21年、女性で 11年の禁煙期間が必要とされ

ている(Iso et al., 2005; Saito et al., 

2017)。喫煙状況(Q6)を把握することは健康

 飲酒及び喫煙による健康への様々な影響 管理において重要項目の一つである。 

 

においても、両者は健康を増進するにあた リスク判定基準とその理由 

り改善が必要な生活習慣として位置づけら 項目 8：飲酒は適量か 

 飲酒習慣と疾患等の関連を検討した研究

では、飲酒頻度と１日の飲酒量を尋ね、そ
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している（厚生労働省, 2024a）。 

均純アルコール摂取量が男性で

日かつ 3 合以上、月 1 日～週 2 日かつ 5 合

合以上、週 1～2日かつ 3合以上、月に 1～3

した。 

 

項目 9：喫煙していないか 

択肢とした。喫煙状況によるリスク分類に

場合(Hattori et al., 2013)、禁煙(以前の

喫煙)の両方をリスクとする場合(Osaka et 

al., 2010)、非喫煙に対して現在の喫煙と

al., 2009; Hori et al., 2021)、その他喫

(Wakai et al., 2006)など様々である。 

が、本チェックリストの運用を想定した場

の組み合わせで飲酒習慣を定義している する必要性が見出せなかった。既に禁煙し

(Inoue et al., 2005; Kamoda et al., 2020; ている者または取り組み始めて間もない者

Nakagawa et al., 2017)。また、特定健康 に対してリスク判定し安易にアドバイスす

診査で使用される標準的な質問票でも同様 ることは、対象者の禁煙意欲を削ぐ恐れが

の方法で飲酒習慣を評価し保健指導に活用 あると考えた。また、禁煙の場合は禁煙し

てからの期間やこれまでの喫煙本数などで

生活習慣病のリスクを高める飲酒習慣(平 健康への影響が変わるため、効果的なアド

40g/日以上、 バイスが難しいと考えた。リスク判定基準

女性で20g/日以上)を満たす飲酒頻度と飲酒 をシンプルにする目的もあり、現在の喫煙

量の組み合わせは以下のとおりである。男 をリスク「高」としそれ以外はリスク「低」

性では週 5～6日以上かつ 2合以上、週 3～4 とした。 

 

以上のいずれか、女性では週 3日以上かつ 1 リスク「高」者へのアドバイスの視点 

 大きく分けて、喫煙者の中には禁煙した

日かつ 5 合以上のいずれかである。この組 いと思う者と禁煙したいと思っていない者

み合わせに該当した場合、リスク「高」と が存在する。健康への影響を考慮すると喫

煙者は禁煙するのが望ましいことに疑いは

ないが、個人の価値観は多様であり禁煙し

たいと思っていない者にアドバイスをする

 禁煙により疾患のリスクが低下すること と反発される恐れがある。上記を踏まえ、

を踏まえ、喫煙状況は現在喫煙している者、 アドバイスは現在禁煙したいと思っている

以前は吸っていたが現在は吸っていない者、 者に向けて、厚生労働省（2018）の禁煙支

もともと喫煙していない者を判別できる選 援マニュアルで推奨されている内容とした。 

 

ついては、現在の喫煙のみをリスクとする 【項目番号：10, 11】（清野諭） 

10：身体活動の量は十分か 

11：睡眠に問題はないか 

 

禁煙のそれぞれをリスクとする場合 チェック項目の選定理由 

(Ueshima et al., 2004; Higashiyama et 項目 10：身体活動の量は十分か 

「身体活動」とは、安静にしている状態

煙本数に応じてリスクを評価する場合 よりも多くのエネルギーを消費する、骨格

筋の収縮を伴うすべての活動を指す（厚生

リスク判定基準としては現在の喫煙をリ 労働省, 2024b）。2020 年に世界保健機関

スク「高」とした。エビデンスを踏まえる （WHO）が公表した「WHO 身体活動・座位行

と禁煙をリスク「中」とすることも可能だ 動ガイドライン 2020」（ World Health 

Organization, 2020）では、定期的な身体

合、禁煙している者に対してアドバイスを 活動が、成人の生活習慣病（心血管系疾患、
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る。本邦では、2024年 1月に、「健康づくり

表された（厚生労働省, 2024b）。本ガイド

では、強度が

を 1 日 60 分以上実践することに相当する

当する）。 

時間以上おこなっていますか。」という質問

これまでに特定健診・特定保健指導で用い

られてきた「標準的な質問票」の身体活動

2024a）。 

 

項目 11：睡眠に問題はないか 

ながる（厚生労働省, 2024c）。良い睡眠は、

によって規定される。 

休養感を問う「睡眠で休養が十分とれてい

「いいえ」の二件法で回答を求めることと

高血圧や部位別のがん、2型糖尿病）の予防、 した。なお、本質問は、特定健診・特定保

メンタルヘルス（不安やうつ症状の軽減） 健指導で用いられる「標準的な質問票」の

や認知的健康、睡眠の質の向上、肥満関連 睡眠に関する質問と文末以外を同一のもの

指標の改善等につながることを明示してい とした（厚生労働省, 2024a）。 

 

のための身体活動・運動ガイド 2023」が公 リスク判定基準とその理由 

項目 10 では、「はい」と回答した（身体

3 メッツ以上の身体活動を週 活動の推奨量を満たす）場合を「低」リス

に 23 メッツ・時以上おこなうことを推奨し ク、「いいえ」と回答した（身体活動の推奨

ている（厚生労働省, 2024b）。これは、歩 量を満たさない）場合を「高」リスクとし

行またはそれと同等以上の強度の身体活動 た。 

項目 11 では、「非常によくとれている」

（歩数に換算すると 1 日約 8000 歩以上に相 ／「まあとれている」と回答した場合を

「低」リスクとし、「あまりとれていない」

そこで本チェックリストでは、「日常生活 ／「まったくとれていない」と回答した場

において歩行または同等の身体活動を 1日 1 合を「高」リスクとした。 

 

を含め、「はい」／「いいえ」の二件法で回 リスク「高」者へのアドバイスの視点 

答を求めることとした。なお、本設問は、 項目 10：身体活動の量は十分か 

最近のガイドライン等（World Health 

Organization, 2020；厚生労働省, 2024b）

に関する質問と同一とした（厚生労働省, では、たとえ推奨量を満たさない（本チェ

ックリストにおいて高リスクに該当した）

場合であっても、身体活動量を少しでも増

やすことで健康効果が得られることが強調

睡眠不足を含め、さまざまな睡眠の問題 されている。例えば、1 日当たり 10 分間の

が慢性化すると、肥満、高血圧、2型糖尿病、 身体活動を増やすことで、生活習慣病発症

心疾患や脳血管障害の発症リスクの上昇や や死亡リスクが約3％低下すると推測されて

症状の悪化に関連し、死亡率の上昇にもつ いる（Murakami et al., 2015; Miyachi et 

al., 2015）。また、長時間の座位行動をで

睡眠の量（睡眠時間）と質（睡眠休養感） きる限り頻繁に（例えば 30 分ごとに）中断

（ブレイク）することが、食後血糖値や中

適正な睡眠時間には個人差があること、 性脂肪、インスリン抵抗性などの心血管代

睡眠時間と睡眠休養感との間には関連があ 謝疾患のリスク低下に重要であることも報

ることから、本チェックリストでは、睡眠 告されている（Loh et al., 2020）。 

以上を踏まえ、①30 分ごとに立ち上がっ

ますか。」という質問を採用し、「はい」／ て座りっぱなしの時間を減らすこと、②1日

10 分余分に歩く・動くことの重要性を伝え
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ることとした。 

 

項目 11：睡眠に問題はないか 

睡眠休養感を低下させる要因として、睡

眠不足に加えて、仕事などによる日中のス

トレス、就寝直前の夕食や夜食、朝食欠食

などの食習慣の乱れ、運動不足、慢性疾患

（糖尿病、高血圧、がん、うつなど）が挙

げられている（厚生労働省, 2024c）。その

ため、睡眠環境を整えるための具体的なポ

イント（起きた時に朝日を浴びる、朝食を

とる、適度に体を動かす、寝る 2～3 時間前

に入浴する、寝る前にアルコールやカフェ

インをとらない、決まった時間に寝床に入

る、室内の温度・湿度・光・音の環境を整

えるなど）を伝えることとした。 

 

領域 3：社会とのつながり 

 項目番号 12～14の 3項目から成る。 

 

【項目番号：12,13】（小林江里香） 

12：親族や友人等との交流頻度は十分か 

13：多様なつながりをもっているか 

 

チェック項目の選定理由 

の研究を統計的に統合する手法）を用いて、

機能低下(Mendes de Leon et al., 1999; 斉

されている。 

孤立高齢者は、孤立していない高齢者に

比べて、家族や友人等からの私的なサポー

トを得にくいだけでなく、支援の窓口を知

らないなど、公的サポートにもアクセスし

にくい傾向がある(小林ほか, 2011)。また、

日頃から社会的交流が少ない人の場合、健

康悪化や経済的困窮など何らかの問題が発

生したとしても、周囲の人がそのことに気

づきにくく、適切な支援を得られない可能

性がある。特に一人暮らしの高齢者にとっ

ては命に関わる事態にもなりかねない。 

社会的孤立の測定方法は研究による違い

があり、Lubben Social Network Scaleなど

の尺度を用いて、合計点が基準点以下の場

合を「孤立」とする研究もあるが(栗本ほか, 

2011)、質問項目数が多くなるという問題が

ある。そのため、いくつかの先行研究(斉藤

ほか, 2010; 小林ほか,2011 など)が採用し

ている「同居家族以外との対面または非対

面での交流頻度の合計」によって孤立傾向

を把握することとし、項目 12「親族や友人

等との交流頻度は十分か」を設定した。具

体的には、同居していない親族との交流頻

度（Q13）と友人・知人、近所の人との交流

社会的孤立が健康に悪影響を及ぼすこと 頻度（Q14）の 2 問で把握する。職場や仕事

については多くの研究蓄積がある。例えば、 関係の人との交流は、仕事以外で個人的に

Holt-Lunstad ら(2015)は、メタ分析（複数 交流する回数のみを後者に含める。 

 社会的つながりに関する別の重要な側面

孤立者ほど早期に死亡するリスクが高いこ は、つながりの多様性（項目 13）である。

と、その効果の大きさは、肥満などよく知 上記の交流頻度で把握する孤立は、特定の

られた健康のリスク要因と同程度かそれ以 相手（例えば、別居の子ども）とのみ頻繁

上であることを明らかにした。社会的つな に交流していても「非孤立」に該当するた

がりの乏しさは、心疾患・脳卒中の発症リ め、孤立していないことは、必ずしも多様

スク(Valtorta et al., 2016)、身体・生活 なつながりをもつことを意味しない。 

社会的つながりと死亡率との関係は、複

藤ほか, 2015)や認知機能低下のリスク 合的な社会的統合の指標を用いた研究にお

(Evans et al., 2019)を高めることも報告 いて最も強く見られることも報告されてい
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や生活満足度が高い、抑うつが低いなど）。

り、他者との交流によってポジティブな感

れる(Cohen, 2004)。 

では、親族・非親族関係とも豊かな「多様

いずれの関係も乏しい「限定型」の人の

い友人との死別を経験するなどの「喪失」

れる。 

有しているつながりの数（0～4 個）により

（Q12）、④はこの 1 年間に活動に参加した

る(Holt-Lunstad et al., 2010)。複数の役 じ質問を用いて、別居親族（Q13）、友人等

割をもつことを意味する「社会的統合 （Q14）のそれぞれについて、対面または非

（social integration）」が高い人は、概し 対面での交流が月に 1 回以上ある場合を

てウェルビーイング（WB）も高い（幸福感 「（関係）あり」とした。 

 

人は役割への期待に応えることを通して、 リスク判定基準とその理由 

アイデンティティや生きがい、自信を得た 項目 12：親族や友人等との交流頻度は十分か 

高齢者の社会的孤立を、同居家族以外と

情を得たりすることが背景にあると考えら の対面・非対面での交流頻度により操作的

に定義した研究の多くは、「週 1 回未満」を

また、中高年者を対象とした欧米の研究 孤立とする基準を採用している(斉藤ほか, 

2010; 小林ほか,2011 など)。斉藤ら(2015)

型」ネットワークをもつ人の WB が最も高く、 は、高齢者を対象とした研究において、同

WB 居家族以外との交流頻度が週 1 回未満の場

は低い一方、「家族型」と「限定型」の差は 合は、その後の要介護状態への移行や認知

小さかった(Fiori et al., 2006; Litwin, 症の発症と関連し、月 1 回未満の場合は早

2001)。「多様型」ネットワークをもつ独居 期死亡とも関連することを報告している。

者は、同居者がいる人より WB が高い傾向も ただし、これらの高齢者対象の研究では、

報告されている(Djundeva et al., 2019)。 交流相手に同居していない子どもや親戚、

日本の高齢者を対象とした研究では、つな 友人や近所の人のみが含まれ、仕事上での

がりの多様性得点が高い人ほど、認知症発 交流は考慮されていない。高齢世代の同居

症のリスクが低かった(Saito et al.,2018)。 家族以外との交流目標を「週 1 回以上」と

 さらに、中年期から高齢期にかけては、 するのは妥当と考えられるが、就労者の多

退職によって仕事関係の人とのつきあいや い中年世代にも適用可能な基準であるかは

職場という居場所を失ったり、家族や親し 十分に検証されていない。 

そこで、リスク判定基準としては、別居

を経験しやすい。多様な社会的つながりを の親族との交流頻度（Q13）と友人・知人等

もつことは、このような喪失体験のネガテ との交流頻度（Q14）の合計が月 1 回未満の

ィブな影響を緩和する上でも重要と考えら 場合を「高」、月 1 回以上週 1 回未満の場合

を「中」、週 1 回以上の場合を「低」リスク

 つながりの多様性は、①就労参加、②親 とし、リスク高・中の人に対しては、高齢

族関係、③非親族関係（友人・知人、近所 期に向けて、交流頻度を増やすようにアド

の人）、④グループ参加の 4 種類の中で、所 バイスすることとした。 

 

判断する。①は現在仕事をしている場合 項目 13：多様なつながりをもっているか 

 4 種類のつながりのうち、0 個または 1 個

グループ・団体がある場合（Q15）に「あり」 しかない場合は、定義上、多様性が全くな

とする。②と③は、項目 12 の交流頻度と同 い状態であるためリスク「高」とし、2個を
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た。 

 

具体的には、現状でも月

い」こと、月

「中」、3-4個を「低」（＝多様性あり）とし ク「高」の人に対しては、「身体機能や認知

機能が低下しやすい」ことを挙げた。 

項目 13 については、リスク「中」「高」

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 は、現状の解説部分を除き、交流の幅を増

項目 12 のリスクが「高」の人は、別居親 やすためのアドバイスは共通である。新た

族の交流頻度、友人・知人等との交流頻度 な親族関係の構築は難しいことから、自由

とも月 1 回未満（＝つながりの数が 2 個以 意思で選択できる非親族関係を増やすこと

下）であり、項目 13 のリスクも「中」また を念頭に、「自分の関心にあったグループ・

は「高」となり、項目 13 のアドバイスも読 サークルなどへの参加」を勧め、時間的・

むことになる。そのため、項目 12 の中・高 経済的制約、情報不足によって参加が阻害

リスク者に対しては、交流を増やすよう勧 されることを想定してアドバイスを作成し

め、その理由を簡潔に述べるにとどめた。 た。特に、Web予備調査の分析結果では、つ

1 回以上の交流は ながりが 1 種類しかなかった人の大半が

あるリスク「中」の人に対しては、交流を 「就労参加」のみであったことから（表 6）、

増やすことを勧める理由として、「早めに異 仕事などで忙しい人向けのアドバイスを含

変に気づいてもらったり、支援を頼みやす めた。活動に関する情報収集の方法につい

1 回未満の交流しかないリス ても具体的にアドバイスした。 

 

表 6 社会的つながりが 1 種類のみの回答者はどのようなつながりをもっていたか 

 全体 男性 女性 
つながりの種類 人数 割合％ 人数 割合％ 人数 割合％ 
就労参加 156 71.2 104 75.4 52 64.2 
別居親族（月 1回以上交流） 28 12.8 13 9.4 15 18.5 
友人・知人等（月 1回以上交流） 24 11.0 15 10.9 9 11.1 
グループ参加 11 5.0 6 4.3 5 6.1 
合計 219 100.0 138 100.0 81 100.0 
注）Web予備調査の 40-60 代回答者 898人のうち、つながりが 1種類のみの 219 人を分析

【項目番号：14】（高橋知也・村山陽） 

14：自分から助けを求められるか 

 

チェック項目の選定理由 

るかどうかについての選択・決定を行う必

される。実際にこれまでの先行研究では、

help-seeking preference（被援助志向性）

と help-seeking behavior（援助要請行動）

がしばしば独立した概念として用いられ、

前者が後者を生起させると想定されてきた。

 人は独力では解決が困難であると思われ この想定は、行動は主に行動意図によって

る問題に直面したとき、誰かに援助を求め 決定されるという the Theory of Planned 

Behavior（TPB; Ajzen, 1991）に基づいて

要が生じる。その際、その時点における主 いる。Armitage & Conner（2001）は TPBに

観的な「援助に対するニーズの自覚」が、 関する文献レビューにより、ある行動を起

他者に援助を求めるかどうかの決定に大き こそうという意図が実際の行動の生起を予

く影響する（Gross & McMullen, 1983）と 測することを示している。 

 中高年者の日常生活における help-
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seeking preference や help-seeking 

behavior について扱った先行研究には、援

助・被援助行動が好循環する要因の検討

（妹尾・高木, 2011）、独居高齢者の被援助

志向性に影響を及ぼすライフイベント（高

橋他, 2018）、高齢者の被援助志向性を「援

助に対する欲求」と「援助に対する抵抗感」

の 2 つの側面から測定する尺度の作成（高

橋, 2019）、農村地域における援助要請行動

と生活の質との関連に関する研究（Ohta & 

Sano, 2022）、単身中高年者の被援助を抑制

する心理的要因に関する研究 (Murayama et 

al,2021; Murayama et al,2022)などがあり、

中高年者における被援助志向性と援助要請

行動との関連などが明らかになっている。 

 昨今、高齢者の孤独死や消費者被害に関

する報告を契機として、支援者の視座から

“援助が必要な状態にある”と判断される

中高年者が周囲からの援助を拒否する、い

わゆる「高齢者の援助拒否」が取り沙汰さ

れている。「調査対象としたケアマネージャ

ーの 61.1％が援助を拒否された経験を持つ」

（小川ら, 2009）との報告にもあるように、

周囲からの援助を頑なに拒もうとする高齢

者が一定数存在するとの認識は、専門職者

や民生委員などの支援者の間にも一定の広

がりを見せている。高齢者を利用者として

想定する多様な支援サービスの提供は、「援

助に対する被援助者の反応は肯定的なもの

だという、いわば暗黙の前提」（相川, 1988）

て更に大きなリスクを抱え込む可能性が考

えられる。高齢期における孤独死や消費者

被害などのリスクを軽減するためにも、プ

レシニアの段階から問題や困り事を抱えた

時に周囲に援助を求めることができるよう

に準備をしておくことは重要なことである。 

 以上を踏まえ、当該チェックリストでは、

周囲の人に対して自分から助けを求められ

るかを尋ね、回答者の被援助志向を把握す

る。具体的には、心配事や困り事の相談相

手の有無（Q16、2 件法）と、他者から助言

を受けること対する抵抗感（Q17、4 件法）

の 2問からなる質問を行う。 

 

リスク判定基準とその理由 

心配事や困り事の相談相手の有無（Q16） 

 周囲に心配事や困り事の相談相手がいな

いことは、周囲に情緒的サポートおよび道

具的サポート源が無く、即応的なサポート

の受領に課題がある状況といえる。実際に、

堀口ら（2020）をはじめとするソーシャル

サポートに関する諸研究において、心配事

や困り事の相談相手の有無は主要な判定項

目の一つである。 

 そこでリスク判定基準としては、相談相

手が「いる」場合を「低」リスクとし、「い

ない」場合を「中」リスク(a)とした。 

 

他者から助言を受けることに対する抵抗感

（Q17） 

 高橋ら（2019）が作成した被援助志向性

に則って行われる。しかし、援助を拒否す を測定する尺度のうち「援助に対する抵抗

る高齢者には、そもそもこの前提が成立し 感」項目を構成する 1 項目を用いる。他者

ないという問題がある。さらに、援助を拒 から助言を受けることに対する抵抗感が高

否されることで支援者による積極的なアプ いことは、援助を拒否するなど問題をひと

ローチが困難になると、援助を拒否した高 りで抱え込む傾向にある、もしくは今後そ

齢者は自身が抱えている生活上の問題解決 の傾向が表れる可能性がある状態であると

に必要な援助を得る機会を失い、結果とし いえる。 

 そこでリスク判定基準としては、同質問
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に対して「どちらかといえばあてはまらな

い」および「あてはまらない」場合を「低」

リスクとし、「どちらかといえばあてはまる」

および「あてはまる」場合を「中」リスク

(b)とした。 

 

Q16および Q17への回答に基づく最終的なリ

スク判定 

 Q16および Q17のいずれも「中」リスク、

すなわち周囲に相談相手がいない状況にあ

り、かつ問題をひとりで抱え込む傾向にあ

る人は、サポート受領における問題を複合

的に抱えているという点でよりリスクが高

い状態にあると考えられるため、「高」リス

クと判定することとした。 

  

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 

Q16のリスクが「中」の方には「相談でき

る相手を見つけること」を、Q17のリスクが

「中」の方には「困った時は積極的に、周

りの人を頼ること」をそれぞれ課題として

提示する。また、Q16および Q17のリスクが

いずれも「中」の場合は、リスクを「高」

とするとともに、この両方を並列的に課題

として提示する。 

 リスク「中」「高」とも、現状の課題に関

する説明に続く、「必要な時に必要な助言や

支援を求められるようになるためのアドバ

イス」は共通である。具体的には、①問題

を先延ばしにしない、②問題を独力で解決

できないことを過度に恥ずかしいと思わな

い、③家族や友人、専門の相談機関を頼っ

てみる、④自分一人で抱え込み過ぎない、

の以上 4点を提示している。 

 

 

領域 4：家計・生活 

 項目番号 15～17より構成される。 

 

【項目番号：15】（堀左馬之介・村山陽・山

口淳） 

15：家計をきちんと管理できているか 

 

チェック項目の選定理由 

家計を把握できていない状況は生活困窮

状態に陥る要因の一つとして捉えられる。

例えば、生活困窮者自立支援制度における

家計改善支援事業には、家計改善支援員に

よる相談者の家計状況を見える化して課題

を把握する支援が含まれている。家計の収

支バランスをチェックする項目として

Q20(2)「収入に見合った支出ができている」

を設定した。 

金融リテラシー調査 2022 によると、金融

教育を受けた人の方が受けなかった人より

も金融リテラシー（お金の知識・判断力）

に関する項目の正答率が高く、望ましい金

融行動をとっていた(金融広報中央委員会, 

2022)。2024年度には国民の金融リテラシー

向上を目的に金融経済教育推進機構が設立

され、老後の資産運用や年金制度に対する

教育の重要性が求められている。将来の生

活に向けて金融行動を検討しているかをチ

ェックする項目として Q20(3)「将来に備え、

貯蓄などをしている」を設定した。 

 

リスク判定基準とその理由 

Web予備調査および複数の専門家へのヒア

リングなどの結果、収入に見合った支出が

できていない場合を「高」リスク、収入に

見合った支出ができ、かつ、貯蓄ができて

いる場合を「低」リスク、それ以外の場合

を「中」リスクとした。 

 

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 

リスク「中」の人に対しては、金銭管理
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の方法や専門家への相談方法などをアドバ

支出を減らす方法、貯金の仕組み作りにつ

金や社会保険料の減免や分納、納付猶予の

相談ができることを追記した。  

 

【項目番号：16】（村山陽・堀左馬之介） 

16：親族の介護への備えができているか 

 

チェック項目の選定理由 

る こ と が 指 摘 さ れ て い る (Zarit 

家族介護者のストレスや負担感に影響する

谷垣ら,2004)。家族介護者への聞き取りを

行った宮村 (2016)は、家族介護者と認知症

り、そのため家族介護者の視点で行われる

設定した。 

 

イスすることとした。収入と支出の管理や、 リスク判定基準とその理由 

Web予備調査および複数の専門家へのヒア

いて解説した。また、デジタル決済の普及 リングなどの結果、介護により生活に支障

により、収入と支出にはタイムラグがある をきたしている、または、きたす可能性が

ことや、支出が本来の収入を上回る場合が 高い場合を「高」リスクとし、介護により

あることに留意するよう、注意喚起した。 生活に支障をきたしていない、または、き

後者は主に自治体の窓口で家計見直しの支 たす可能性がないとはいえない場合を「中」

援を受けられることを情報提供した。リス リスク、それ以外の場合を「低」リスクと

ク「高」の人に対しては、上記に加え、年 した。 

 

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 

リスク「中」の人に対しては、来たるべ

き時に備えて、事前に介護保険制度やサー

ビス内容を把握すること、相談機関や家族

に相談することが本人のみならず要介護者

にとってもメリットになることをアドバイ

親など家族の介護は介護者の経済的な負 スすることとした。リスク「高」の人につ

担だけでなく身体的負担や心理的負担にな いては、上記に加え、速やかに公的機関や

et 勤務先に相談すること、とにかく一人で抱

al,1980; Scott et al,1986）。これまでの え込まないことを、アドバイスすることと

研究では、要介護者を含む家族の関係性が した。 

 

ことが報告されている(Yates et al,1999;  【項目番号：17】（小林江里香・堀左馬之介） 

17:老後の住まいがあるか 

 

の人では生活上の困難さの認識にズレがあ チェック項目の選定理由 

高齢者や低所得者は、賃貸住宅への入居

対応だけでは不十分であることを明らかに を拒まれることがあり、住宅セーフティネ

している。こうした介護への負担感は、介 ット法（「住宅確保要配慮者に対する賃貸住

護の質の低下や要介護者の生活の質の低下 宅の供給の促進に関する法律」）が定める

につながる恐れもあり、できるだけ早い段 「住宅確保要配慮者」に含まれる。大家や

階から準備をしておくことが求められる。 事業者が、高齢者への民間賃貸住宅の斡旋

そこで、親族の介護への備えの程度をチェ に消極的な理由としては「孤独死の恐れ」

ックする項目としてQ20(10)「親など家族の が最多で、認知症等による「意思能力の損

介護を行うことで生活に支障をきたしてい 失の恐れ」も多い（公益社団法人全国宅地

る。また、近い将来その可能性がある」を 建物取引業協会連合会他, 2021）。  

 内閣府の調査によれば、65 歳以上の高齢
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者の 85％は持家（分譲マンションを含む）

に住んでいるが、単身世帯の高齢者に限る

と持家は 65％であり、30％強は賃貸住宅に

住んでいる（内閣府, 2024）。現在は住む場

所がある人でも、住宅ローンや家賃の支払

いが困難になったり、保証人を立てられな

かったり、賃貸住宅などで別の住まいを探

さければならないことが起こり得る人は、

相談窓口を知っておくことで、早めに支援

につながり、住む場所を失うという最悪の

事態に陥らないようにすることが重要であ

る。 

 

リスク判定基準とその理由 

上述の理由により、「あなたは、老後も住

み続けられる住居を所有していますか。ま

たは、住居のための資金を確保できていま

すか」（Q19）に対し、「はい」と回答した場

合を低リスク、「いいえ」と回答した場合を

高リスクとした。 

 

リスク「高」者へのアドバイスの視点 

老後の住宅確保に備えた資金確保の重要

性を伝えた上で、資金状況や返済金額の把

握、家計の見直しの検討を提案した。また、

上述のように、賃貸住宅への入居を拒まれ

るリスクに備えて、住宅の確保に配慮が必

要な人の入居をサポートする「セーフティ

ネット住宅情報提供システム」の URL を紹

介、65 歳以上の方は地域包括支援センター

などに相談する方法もあることをアドバイ

スすることとした。 

 

領域 5：知識習得・活用 

項目番号 18～22の 5 項目で構成される。 

 

【項目番号：18】（堀左馬之介・村山陽） 

18：年金に関する知識をもっているか 

 

チェック項目の選定理由 

厚生労働者の「2022 年 国民生活基礎調査」

によると、高齢者世帯の所得の 6 割が公的

年金による収入になっている(厚生労働省, 

2023b)。高齢者の無年金・低年金は深刻な

社会問題になっており、令和 4年 10月 31日

段階で公的年金を受給できない 65 歳以上高

齢者は 105 万 2 千人(2.9％)にのぼる(厚生

労働省年金局, 2024 : 令和６年公的年金加

入状況調査より)。渡辺・四方(2020)は、公

的年金による高齢期の貧困削減効果を明ら

かにしている。 

既存調査データの二次解析による研究で

は、働き方と老後の年金との関連が示され

ている。例えば、丸山(2016)では、非正規

労働者の多くが厚生年金の適用外になる傾

向にあるため老後の低年金リスクが高くな

ることが明らかにされ、特に中高年未婚者

においてその傾向が高いことが報告されて

いる。 

古里(2015)は、自営業や非正規雇用のよ

うな国民年金になる従業期間が長いほど無

年金になるリスクが高いことを見出してい

る。これらの知見に基づくと、より早い段

階で自身の年金記録や将来の年金見込み額

を把握し、必要に応じて今の働き方を見直

すことが求められる。そこで、自身の年金

に関する理解や認識の程度をチェックする

項目として Q20(4)「自分の年金の加入状況

や将来の受取額を把握している」を設定し

た。 

 

リスク判定基準とその理由 

複数の専門家へのヒアリングなどの結果、

自分の年金状況を把握していない場合を

「高」リスクとし、「把握している」場合を

「低」リスク、あいまいに把握している場
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合を「中」リスクとした。 

 

リスク「中」「高」の人に対しては、まず

スすることとした。 

 

口淳） 

19：社会保障制度の知識をもっているか 

 

チェック項目の選定理由 

合は、2023 年時点で約 19.2％にものぼる 

告)。要介護・要支援者本人やその家族、ま

福祉サービスに関する情報収集は必要不可

ば、都市部では特に窓口サービスを知って

いる割合が低く、地域包括支援センターは

36.8％、社会福祉協議会は

ている。 

 

リスク判定基準とその理由 

Web予備調査および複数の専門家へのヒア

知らないものが一つでもある場合を「高」

した。 

 

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 

医療、福祉、生活、仕事などの社会保障

自分の年金加入状況を確認することを提案 制度を知ることで、金銭的な負担を軽減す

した。その上で、年金の受取額が少ない場 るための手がかりをつかむことができる。

合は、上乗せ年金をつくることや、お金の しかし、上述の通り、これらの窓口サービ

専門家に相談することを勧めた。収入が急 スについて知っている割合が低い。そこで、

激に減少した人には年金保険料の減免など いまのうちから情報収集したり、直接窓口

について自治体に相談するよう、アドバイ に足を運んだりして、社会保障制度を知る

ための活動を促した。また、このような情

報を調べる過程で、知ることの重要性に気

【項目番号：19】（村山陽・堀左馬之介・山 付いてもらうことも意図した。これをきっ

かけに、リスク「中」「高」の人が自発的に

情報収集をしたり行動に移したりすること

を期待したい。 

 

65 歳以上の要介護(要支援)認定者数の割 【項目番号：20】（村山陽・堀左馬之介） 

20：人生設計やそのための知識をもってい

(厚生労働省, 2023c : 介護保険事業状況報 るか 

 

たは高齢の親との同居者において、医療・ チェック項目の選定理由 

心理学領域では個人の将来に対する認識

欠になる。その一方、小島ら(2024)が 65 歳 は将来展望(Future time perspective)と呼

以上 25,908 人を対象に実施した調査によれ ばれ、高齢者個人の well-being(Zhang et 

al,2019) や 人 生 満 足 度 (Brianza & 

Demiray,2019)への肯定的な影響が示されて

29.3％に止まっ いる。将来展望は退職後の生活に向けた準

備に大きく関連しており、将来展望が高い

者ほど退職後の生活設計を考えていること

が示されている(Kooij et al, 2018; Zhang 

et al, 2019)。また、経済的な問題を抱え

リングなどの結果、高額療養費制度、介護 ている中高年男性ほど将来に対して諦める

保険制度のサービス、仕事や生活について 意識が高く、そのことが他者に援助を求め

の相談窓口について(Q20(5)(6)(7))、全く る行動を抑制することも認められている

(Murayama et al, 2022)。将来展望の程度

リスクとし、すべて知っている場合を「低」 をチェックする項目として、村山ら(2021)

リスク、それ以外の場合を「中」リスクと が開発した将来展望意識尺度の下位項目
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「将来諦め・放棄」の中の

る」を設定した。 

目を向けること)ができているほど、就職活

タビリティ(環境の変化に適応する能力)が

高いことが認められている。自己理解は、

えられている(例えば、河崎,2010; 渡部

がい発見にも役立つと考えられる。そのた

定した。 

 

リスク判定基準とその理由 

 

将来展望を高めるための一つとして人生

1 項目から 行動へのハードルを下げるために、現状と

Q20(1)「自分の将来は成り行きに任せてい 目標を紙に書き出すことだけでも効果があ

ることを共有した。さらに、公的機関等の

また、Tolentino et al. (2019)では、セ 窓口で人生設計の専門家に相談する選択肢

ルフモニタリング(自分自身の感情や行動に も勧めた。 

 

動における自己効力感やキャリア・アダプ 【項目番号：21】（堀左馬之介・村山陽） 

21：家事をできるか 

 

キャリア発達に関わる能力の一つとして捉 チェック項目の選定理由 

 現在は家事を同居家族に任せている人で

他,2015)。こうしたことから、自分自身の も、将来にわたってそうできるとは限らず、

得意なことや好きなことを認識しておくこ 最小限の家事スキルを身につけておくこと

とが、転職・再就職や、定年退職後の生き は大切である。 

外食など外部のサービスを利用すること

め、Q20(8)「自分の得意なことや好きなこ が多いと、出費がかさむ恐れがある。料理

とが自分自身でわかっている」の項目を設 や洗濯、掃除といった家事を自ら行うこと

で、出費を抑えるだけではなく、認知症リ

スクの低下(Zhu et al, 2022)や良好な健康

状態(Adjei & Brand, 2018)、記憶力や注意

Web予備調査および複数の専門家へのヒア 力を高め、足腰を強くし転倒防止につなが

リングなどの結果、リスク判定基準を次の ることが報告されている(Lee et al, 2021）。

通り設定した。将来の成り行き任せの度合 山下ら(2007)の実験では、調理習慣を導入

が強く、かつ、自分の得意なことや好きな した 50～80 代男性において脳の前頭前野機

ことが自分で把握できていない場合は「高」 能が向上することが認められている。こう

リスクとし、将来の成り行き任せの度合が したことから、家事全般の実施スキルにつ

弱く、かつ、自分の得意なことや好きなこ いて Q20(9)「家事全般（料理や洗濯、掃除

とが自分で把握できている場合は「低」リ など）を自分ですることができる」を設定

スクとし、その中間を「中」リスクとした。 した。 

 

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 リスク判定基準とその理由 

Web予備調査および複数の専門家へのヒア

設計の重要性を提示、そのために必要な目 リングなどの結果、リスク判定基準を次の

標設定と行動計画の立て方をアドバイスし 通り設定した。家事全般を自分ですること

た。これらのことに取り組む過程で自己理 がほとんどできない場合を「高」リスク、

解が深まり、得意なことや好きなことを把 ある程度自分でできる場合を「低」リスク

握できるようになることも意図した。また、 とし、それ以外の場合を「中」リスクとし

課題に取り組むことに消極的な人に向けて、 た。 
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節約効果、ビジネススキル向上の観点から

家事を行うことを勧めた。 

 

22：学習活動に取り組んでいるか 

 

チェック項目の選定理由 

「人生 100 年時代」ともいわれる平均寿

命の延伸や、デジタル社会到来など急激な

社会変化が起きる中で、生涯学習の重要性

が一層高まっている（文部科学省, 2023）。

自発的・主体的に取り組む学習活動は、年

齢に関わらず、新たな知識・技能を得るこ

とへの喜びや、自己の成長を実感できるな

どの主観的ウェルビーイングの向上に寄与

することが期待される。また、新たな知

識・技術を身につけることで、社会の変化

に対応しやすくなったり、就労の継続や再

就職に役立つことも考えられる。 

さらに、認知的に刺激のある知的活動へ

の参加頻度が高い人ほど、認知症や認知機

能の低下が起こりにくいことが複数の研究

で示されており(Yates et al., 2016)、学

習習慣をもつことは、将来的な認知症予防

の点からも有益と考えられる。 

 

リスク判定基準とその理由 

やスキルを得るための学習活動をどのくら

けでなく、ひとりでおこなう活動も含みま

リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 す（関連書籍を読む、テレビ・ラジオ・イ

家事は生活の基礎を整える上で重要な活 ンターネット等での講座視聴など）。」（Q18）

動であることを共有した。その上で、家事 と尋ね、活動頻度を 6 つの選択肢から選ぶ

を行うことの副次的効果として、健康増進、 形式とした。 

 上述の知的活動に関する研究の多くは、

期待できる効果を提示。家事に消極的な人 様々な知的活動（読書、カード・ボードゲ

に対しては、まずは週のうち 1～2 時間を家 ーム、テレビ・ラジオ視聴、博物館見学な

事の時間にあてるなど、無理のない範囲で ど）への参加頻度に基づく総合得点を算出

し、その後の認知症発症や認知機能との関

連をみており(例えば、Wilson et al., 

【項目番号：22】（小林江里香・堀左馬之介） 2002)、特定の活動への参加頻度がどのくら

い低ければ認知症のリスクが高いのかとい

ったカットオフ値は設定していない。 

社会生活基本調査（総務省統計局, 2022）

によれば、「学習・自己啓発・訓練」の行動

者率（過去 1 年間に行った人の割合）は、

40 歳から 69 歳以下の年齢階級では 35.3～

39.9％である。また、Q18の質問方法を用い

た Web 予備調査では、「1 週間に 2 回以上」

13.6％、「1週間に 1回くらい」7.6％、「1ヵ

月に2、3回」6.5％、「1ヵ月に1回くらい」

4.2％、「年に 1 回～数回くらい」8.5％、

「年に 1 回より少ない、まったくない」

59.7％であり、社会生活基本調査と同様に、

過去 1 年間に学習活動を実施していない人

が 6割を占めた。 

 このように、多くの中年者にとって学習

は日常的な活動とは言えず、目標設定が高

すぎると達成不可能と判断され、取り組み

を放棄される恐れがある。他方で、知識・

技術の習得や認知機能維持への効果を期待

するならば、ある程度の活動頻度は必要で

ある。これらの状況を考慮し、「年 1 回未満」

を高リスク、「年 1 回以上～月 2、3 回」を

学習活動は、「この 1 年間に、新しい知識 中リスク、「週 1 回以上」を低リスクとした。 

 

いおこないましたか。教室などへの参加だ リスク「中」「高」者へのアドバイスの視点 
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59.8％（参考：「年 1 回～数回」の学習者で

は

に比べても高かった。 

とを伝えるようにした。 

 

Ｄ．考察および結論 

 選定された 22 のチェック項目の半数にあ

った。適切な健康管理により良好な健康状

態を維持することは、就労継続によって安

定的な収入を得たり、社会参加や人との交

流を楽しむためにも重要であり、妥当な結

果と考えている。 

 対象者が診断結果を得た後に回答する評

価項目（図 1 の最後のステップ）の具体的

な内容についてはまだ決まっておらず、

2024 年度の課題として残されている。 

 チェックリストの利用促進には、対象と

なるプレシニア層に高齢期の問題を自分事

としてとらえ、チェックリストを提供する

Webサイトにアクセスしてもらうこと、さら

に実際にチェックをしてもらうよう動機づ

けることが重要である。そのためにはター

ゲットとなる人々にとって魅力的なサイト

学習活動をしていない人は、「学習」に対 の構築が不可欠である。また、チェック項

し、難しいもの、面倒なものといったネガ 目数としては 22 個でも、その項目判定のた

ティブなイメージを抱いていることが考え めに 34～40 個の質問に答える必要があり

られる。しかし、前述の Web予備調査で週 2 （該当者のみ答える質問があるため質問数

回以上学習していた人では、学ぶ目的とし に幅がある）、対象者に飽きさせずに最後ま

て「学ぶことが楽しい」を挙げた割合が で回答してもらうための工夫も必要となる。 

 Webサイトの制作は、すでに専門の業者と

25.0％）と、「教養を高める」（68.0％） 連携して進めており、2024 年秋頃の公開を

に次いで高く、「仕事に役立てる」（38.5％） 目指している。また、より多くの人に利用

してもらうためには、チェックリストの周

そこで、アドバイスでは、何を学ぶべき 知・広報にも力を入れる必要がある。案内

かを指示するのではなく、本人に合った学 チラシを作成し、公共施設、相談窓口や課

習内容やスタイルを見つけられるよう後押 題 2 で明らかになった「馴染みの場所・行

しすることを念頭に、学習のポジティブな きつけの場所」などで配布するほか、案内

側面に目を向けてもらうことを心がけ、 チラシを見なくてもチェックリストの Web

様々なことが学習につながること、まずは サイトにアクセスする人を増やすための方

自分が関心をもつことに取り組めばよいこ 法を検討する予定である。 
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資料１ チェックリスト作成委員会メンバー 

役割 氏名 健康班 社会班 経済班 所属・職名 

（2024 年 3月末現在） 

代表者 小林 江里香 ○(身体) ○ ○ *都健康長寿 社会参加とヘルシ

ーエイジング研究チーム・研

究部長 

分担者 村山 陽 ○(精神) ○ ○ 同研究チーム・研究員 

分担者 山﨑 幸子 ○(精神)   文京学院大学・教授 

分担者 長谷部 雅美  ○  聖学院大学・准教授 

都健康長寿・非常勤研究員 

協力者 藤原 佳典 ○(身体)   都健康長寿 副所長 

協力者 清野 諭 ○(身体)   都健康長寿社会参加とヘルシ

ーエイジング研究チーム・主

任研究員 

協力者 横山 友里 ○(栄養)   同研究チーム・研究員 

協力者 平松 正和 ○(栄養)   東京家政大学・助教 

都健康長寿・非常勤研究員 

協力者 村山 洋史  ○  都健康長寿社会参加とヘルシ

ーエイジング研究チーム・研

究副部長 

協力者 高橋 知也  ○  同研究チーム・研究員 

協力者 竹内 真純  ○  同研究チーム・非常勤研究員 

協力者 山口 淳   ○ 同研究チーム・非常勤研究員 

協力者 中町 猛士   ○ 同研究チーム 

協力者 堀 左馬之介   ○ キャリアリカバー 

都健康長寿・非常勤技術員 
＊○：所属ワーキンググループ  都健康長寿＝東京都健康長寿医療センター研究所 

 

 

資料２ 専門家ヒアリングの協力者 

前 後 氏名 所属（2024 年 3月末現在） 専門領域 

○  小島 貴子 東洋大学 中高年のキャリア 

○ ○ 古川 みほ 暮らしのお金の保健室 ファイナンシャルプランナー 

○  藤原 浩 Career Value 研究所 キャリアコンサルタント 

○ ○ 杉野 緑 岐阜県立看護大学 社会福祉学 

○ ○ 朝比奈 朋子 東京成徳大学 社会福祉学 

○ ○ 元田 宏樹 聖学院大学 精神保健福祉 

 ○ 山田 耕平 社会福祉法人やまて福祉会 臨床心理士、生活相談員 

 ○ 辻 誠 社会福祉法人治生会 船橋あ

さひ苑 

生活相談員 

 ○ 矢野 宏光 高知大学 運動心理学、健康心理学 

「前」：チェック項目選定における助言を得るためのヒアリング 

「後」：チェック項目完成後、アドバイス内容などへの助言を得るためのヒアリング 

○：ヒアリング協力者  
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資料3　ライフスタイルチェックリスト(「プレシニアのためのライフスタイル診断」）質問項目一覧

質問番号

F1

1=初めて
2=2回目
3=3回目
4=4回目以上

F2
1=男性
2=女性
3=その他

F3
1=40歳未満
2=40～44歳
3=45～49歳
4=50～54歳
5=55～59歳
6=60～64歳
7=65～69歳
8=70～74歳
9=75歳以上

F4
1=一人暮らし（一緒に住んでいる人はいない）
2=配偶者・パートナー
3=息子・娘
4=子の配偶者（婿, 嫁）
5=あなたのきょうだい
6=あなたまたは配偶者の親
7=孫
8=その他

Q1
01=魚介類（生鮮・加工品、すべての魚や貝類）
02=野菜
03=肉類（生鮮・加工品、すべての肉類）
04=海藻（生・干物）
05=卵（鶏卵・うずらなどの卵で、魚の卵は除く）
06=いも類
07=大豆製品（豆腐・納豆など大豆を使った食品）
08=果物（生鮮・缶づめ）
09=牛乳・乳製品（コーヒー牛乳やフルーツ牛乳、バターは除く）
10=油脂類（油炒め・バター、マーガリンなど、油を使う料理）
11=該当する食品はない

Q2
1=ほとんど食べない
2=週に5～6日食べない
3=週に3～4日食べない
4=週に1～2日食べない
5=ほとんど毎日食べる

Q3
1=毎日
2=週に5～6日
3=週に3～4日
4=週に1～2日
5=月に1～3日
6=ほとんど飲まない
7=やめた
8=飲まない（飲めない）

Q3S

1=1合(180ml)未満
2=1合以上2合(360ml)未満
3=2合以上3合(540ml)未満

設問・選択肢

あなたの性別をお知らせください。

あなたの年齢をお知らせください。

現在一緒に住んでいる方がいますか。いる場合は、あなたからみた続柄をお答えください。（いくつでも）

最近１週間ぐらいの食事について、ほぼ毎日（週５日以上）食べた食品群を選んでください。（いくつでも）

朝食を食べない日は、週にどのくらいありますか。

週に何日くらいお酒（清酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲みますか。

（Q3で「月に1～3日以上お酒を飲む」と答えた方のみ）
お酒を飲む日は１日あたり、どれくらいの量を飲みますか。清酒に換算し、あてはまる番号を選んでください。

「プレシニアのためのライフスタイル診断」を受けるのは、今回で何回目ですか。（サイトの閲覧回数ではなく、
診断回数についてお答えください）

まず、次の2つの側面についてチェックします。
A：病気の予防・管理　　B：生活習慣

【基本情報】

47



質問番号 設問・選択肢
4=3合以上4合(720ml)未満
5=4合以上5合(900ml)未満
6=5合(900ml)以上

Q4-1
1=ある
2=ない
3=答えたくない

Q4-1S

1=治療が終了した・治療は必要ないと診断された
2=現在治療中
3=治療は終了していないが、受診や服薬を途中でやめた
4=治療していない・受診していない
5=わからない・答えたくない

Q4-2・2S～
Q4-5・5S

Q5
【身長：】
【体重：】

Q6
1=吸う
2=以前吸っていたがやめた
3=もともと吸わない

Q7
1=はい
2=いいえ

Q8
1=非常によくとれている
2=まあとれている
3=あまりとれていない
4=まったくとれていない

Q9
1=はい（受けた）
2=いいえ（受けていない）

Q10
1=はい（受けた）
2=いいえ（受けていない）

Q11
(1)この 1 ヵ月の間、気持ちが沈み込んだり、憂うつな気分になったりすることが よくありましたか？
(2)この 1 ヵ月の間、どうも物事に対して興味がわかない、あるいは心から楽しめない感じがよくありました
か？
＜選択肢＞
1=はい
2=いいえ

Q12

1=仕事をしている
2=仕事をしてない（今後、働く可能性はある）
3=仕事をしておらず、今後も働く予定はない

Q13

1=1週間に2回以上
2=1週間に1回くらい
3=1ヵ月に2、3回
4=1ヵ月に1回くらい
5=年に1回～数回くらい
6=年に1回より少ない、まったくない
7=別居の家族・親戚はいない

Q14

1=1週間に2回以上
2=1週間に1回くらい

この1年間に、健診等（健康診断、健康診査および人間ドック）を受けましたか（歯科を除く）。

この1年間に、歯科検診を受けましたか。

現在、あなたは、収入が得られる仕事をしていますか。パート・アルバイトや自営の仕事の手伝いも含みます。

高血圧について、病院や健診で、治療または受診が必要と指摘されたことはありますか。

（指摘されたことがある人のみ）　　※「ない」場合はこの質問画面は表示されず、次の病気へ進む
高血圧について、現在の治療状況を教えてください。

Q4-2脂質異常症（いわゆる高脂血症）、Q4-3心臓病（狭心症・心筋梗塞・不整脈など）、Q4-4脳卒
中（脳梗塞・脳出血・くも膜下出血など）、Q4-5糖尿病についても同様に質問

つづいて、次の側面についてチェックします。
C ：社会とのつながり

同居していない（別居の）ご家族や親戚とは、合計すると、どのくらいの頻度で交流していますか（直接会う、電
話で話す、メール、SNSなど）。

友人・知人や近所の人とは、合計すると、どのくらいの頻度で交流していますか（直接会う、電話で話す、メー
ル、SNSなど）。職場や仕事関係でのお知り合いについては、仕事以外で個人的に交流する場合のみ回数に
含めてください。

睡眠で休養が十分とれていますか。

現在の身長と体重を教えてください。

現在、タバコを吸いますか。

日常生活において歩行または同等の身体活動を1日1時間以上おこなっていますか。
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質問番号 設問・選択肢
3=1ヵ月に2、3回
4=1ヵ月に1回くらい
5=年に1回～数回くらい
6=年に1回より少ない、まったくない

Q15

1=はい
2=いいえ

Q16
1=いる
2=いない

Q17

1=あてはまる
2=どちらかといえばあてはまる
3=どちらかといえばあてはまらない
4=あてはまらない

Q18

1=1週間に2回以上
2=1週間に1回くらい
3=1ヵ月に2、3回
4=1ヵ月に1回くらい
5=年に1回～数回くらい
6=年に1回より少ない、まったくない

Q19

1=はい
2=いいえ

Q20

(1)自分の将来は成り行きに任せている。
(2)収入に見合った支出ができている。
(3)将来に備え、貯蓄をしている。
(4)自分の年金の加入状況や将来の受取額を把握している。
(5)医療費の負担を少なくする高額療養費制度があることを知っている。
(6)介護保険制度についてどのようなサービスを受けられるか知っている。
(7)仕事や生活に困ったときに相談できる公的な支援窓口を知っている。
(8)自分の得意なことや好きなことが自分自身でわかっている。
(9)家事全般（料理や洗濯、掃除など）を自分ですることができる。
(10)親など家族の介護を行うことで生活に支障をきたしている。また、近い将来その可能性がある。※あて
はまる家族がいない場合には、「あてはまらない」を選んでください。
＜選択肢＞
1=あてはまる
2=どちらかといえばあてはまる
3=どちらかといえばあてはまらない
4=あてはまらない

EQ1
1=本サイトの紹介チラシ
2=インターネットの検索サイト（検索ワード：　　　　　　　　　　　　　）
3=インターネットやSNSの情報（2の検索サイトを除く）
4=新聞、雑誌
5=テレビ、ラジオ
6=家族、友人・知人から
7=行政機関、相談窓口等で紹介された
8=セミナーや講演会で紹介された
9=その他（　　　　　　　　　）

EQ1S

1=図書館
2=飲食店
3=地域若者サポートステーション
4=ハローワーク

この1年間に活動に参加したグループ・団体がありますか。グループ・団体の種類は問いません（町内会・自治
会、趣味・学習の会、スポーツ・健康づくりの会、ボランティア団体、PTA、同窓会、宗教関係の会など）。

心配事や困り事があるときに、相談できる人がいますか。どのような関係の方でもかまいません。

この1年間に、新しい知識やスキルを得るための学習活動をどのくらいおこないましたか。教室などへの参加だ
けなく、ひとりでおこなう活動も含みます（関連書籍を読む、テレビ、ラジオ・インターネット等での講座視聴な
ど）。

（EQ1で「本サイトの紹介チラシ」と答えた方のみ）チラシが置かれていた場所を教えてください。

あなたは、他人からの助言を受けることに抵抗がありますか。ご自身にどのくらいあてはまるかをお答えくださ
い。

最後に、次の側面についてチェックします。
D：家計・生活　　E：知識習得・活用

本サイトの存在は、何から知りましたか。（いくつでも）

ご自身にどのくらいあてはまるかについてお答えください。

あなたは、老後も住み続けられる住居を所有していますか。または、住居のための資金を確保できています
か。

●診断結果表示後のアンケート
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質問番号 設問・選択肢
5=自立相談支援機関
6=その他（　　　　　　　　　　）

EQ2

(1)役立つ情報・知識を得ることができた
(2)自分自身への理解が深まった
(3)将来の生活に対する不安が高まった
(4)自分の将来についてもっと考えようと思った
(5)生活の改善に取り組みたいと思った
＜選択肢＞
1=あてはまる
2=どちらかといえばあてはまる
3=どちらかといえばあてはまらない
4=あてはまらない

EQ3

注）本表の問番号・選択肢番号は、Web上で表示されるものとは一部異なる。

「プレシニアのためのライフスタイル診断」を受けた感想として、あなたの現在のお気持ちにどのくらいあてはま
りますか。

本サイトや「ライフスタイル診断」についてのご意見、今後追加してほしい情報などがありましたら、ご記入くださ
い。
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３章 「プレシニアのためのライフスタイル

診断」：有用性と課題の検討 

 

研究代表者 小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジングチーム） 

 

要約  

 40～60 代を対象として開発したライフスタイルチェックリストは、「プレシニアのため

のライフスタイル診断」として、2024 年 11 月にウェブサイト上での運用を開始した。

2025 年 3 月末までに同診断を初めて利用した 276 人のデータを分析して利用者の特徴を

検討した結果、40～60 代が 8 割、独居者が 2 割で、概ね想定通りだったが、男性の利用

が女性の半数程度にとどまり、政府統計に比べて健康的な行動や学習活動の実施者の割合

が高い傾向が見られた。講座・セミナーでの紹介により利用した人が多かったことが影響

したとみられ、多様なルートでのサイト情報の周知が課題と言える。全領域の判定を得る

完了率（現状 7 割）の向上を含め、運用面での課題は残った一方、利用者の 8 割前後は自

己理解・将来展望の促進、知識・情報の獲得、生活改善意欲の向上といった、開発目的と

した効果を認識しており、ライフスタイル診断の内容についての有用性は示された。 

 

 

Ａ．研究目的  

 2023（令和 5）年度より、おおむね

60 代の中年者を対象とした「ライフスタイ

1）

オンラインでの回答により、将来の孤立・

困窮に関わるどのようなリスクが自身にあ

るかの認識を促し、判定結果に応じた助

言・情報提供を行うことによって、前向き

な将来展望を促すことを目指すものである。 

2023年度は、「健康班」「経済班」「社会班」

のワーキンググループが、先行研究や専門

家へのヒアリング、予備調査に基づき、「病

気の予防・管理」「生活習慣」「社会とのつ

ながり」「家計・生活」「知識習得・活用」

の 5 領域に分かれる 22 のチェック項目を選

定し、各チェック項目のリスクが「高」ま

たは「中」と判定された人へのアドバイス

40～ 案を作成した。 

 2024（令和 6）年度は、「プレシニアのた

ルチェックリスト」（以下、チェックリスト） め の ラ イ フ ス タ イ ル チ ェ ッ ク 」

の開発を進めてきた 。チェックリストは、 （https://presenior.jp/）というウェブサ

イトを公開した。このサイト内において、

チェックリストは「プレシニアのためのラ

イフスタイル診断」（以下、ライフスタイル

診断）という名称で運用を開始した。 

単身世帯の高齢者の増加という社会的背

景をふまえ、開発当初より、チェックリス

トは一人暮らしの人（独居者）を重要なタ

ーゲットとして位置づけ、項目選定におい

ても独居者の課題を優先した。しかし、中

年期には独居でなくても、家族との離死別

により高齢期に独居となる人も多いことか

ら、サイト公開にあたっては、独居者に限
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定しない幅広い 40～60 代の「プレシニア」

を対象とした。 

本稿は、以下の観点からライフスタイル

診断の有用性と課題を検討し、サイトの周

知方法や内容の改善に生かすことを目的と

する。 

第 1 に、ライフスタイル診断がどのよう

な人に利用されたかについて、（1）基本属

性における特徴、（2）本サイトをどのよう

に知ったか、（3）各領域の高リスク者の割

合の点から明らかにする。（3）については、

チェックリストは幅広い層に向けたもので

高リスク者向けを意図したものではないが、

問題の少ないリスクが低い人のみに利用さ

れていないかを確認する。 

第 2 に、ライフスタイル診断を最後まで

完了できた割合（完了率）を確認する。全

領域のリスク判定を得るには、35 問程度の

質問に回答する必要があり、途中で脱落す

る人が一定数いることが想定される。 

第 3 に、ライフスタイル診断の利用によ

り、チェックリスト開発の目的とした効果、

すなわち、自己理解・将来展望の促進、知

識・情報の獲得、生活改善意欲の向上とい

った効果が得られたかを明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

1．「プレシニアのためのライフスタイルチ

ェック」ウェブサイトの概要 

１）サイトの内容と周知方法 

「プレシニアのためのライフスタイルチェ

ック」ウェブサイトは、2024年 11月 13日

午後に公開し、同年 11月 26日にサイト開

設についてのプレスリリースを行った

（https://www.tmghig.jp/research/releas

e/2024/1126.html）。 

 また、サイトの案内チラシ（資料 1）を

作成し、一般住民向け講演・セミナーや、

専門職（社会福祉協議会職員、生活支援コ

ーディネーターなど）研修・連絡会、生活

困窮者自立相談支援の窓口、図書館や公民

館内図書室（埼玉県内 5市にある 6館）、東

京都 A区の高齢者見守り推進事業者に登録

する店舗、金融機関などで配布した（合計

約 5,000部）。配布先の選定においては課題
2）2（効果的な情報提供）の検討結果 も参考

にした。 

 案内チラシにあるように、本サイトには、

ライフスタイル診断以外にも、プレシニア

世代代表のキャラクター「プレシニャン」

が登場する四コマ漫画と解説コラムなどが

あり、日常に潜む将来へのリスクについて

楽しく学ぶことができるように工夫した。 

 

２）「ライフスタイル診断」の内容と流れ 

 ライフスタイル診断の流れを図 1 に示し

た。22 のチェック項目のリスク判定基準と

その根拠については、2023 年度の報告書に
1）て報告しており 、チェック項目の判定結

果と領域別の総合判定結果（高リスク、や

や高リスク、やや低リスク、低リスク）と

の対応については、資料 2 に示した。具体

的な質問文と選択肢は、2章に資料 3として

添付されている。 

 図 1 の①よりスタートし、②において、

回答はすべて匿名で行い、個人を特定でき

る質問は含まれないこと、回答データは、

本診断の改善や学術研究のために使用する

ことがあること、答えたくない質問には答

えずに次に進むことができるが、診断結果

が得られないことがあることなどの説明文

が提示される。 

ここで、「診断スタート」ボタンをクリッ

クすることで、基本属性に関する質問画面

に移行し（③）、診断回数（ライフスタイル

診断を受けるのは何回目か）、性別、年齢、

52

https://www.tmghig.jp/research/release/2024/1126.html
https://www.tmghig.jp/research/release/2024/1126.html


選択する。 

～⑥）、社会関係についての

リスク判定結果が表示される（⑥、⑨、⑫

表示バーがある。 

チェック項目のための質問への回答が終

果とメッセージ、項目別の判定結果を順に

ップウインドウでさらに詳しい解説が示さ

る質問、自由意見欄から構成される。 

想として、あなたの現在のお気持ちにどの

くらいあてはまりますか。」と尋ね、(1)役

立つ情報・知識を得ることができた、(2) 

同居者の続柄について、該当する選択肢を 自分自身への理解が深まった、(3)将来の生

活に対する不安が高まった、(4)自分の将来

チェック項目のための質問は、健康関連 についてもっと考えようと思った、(5)生活

の A：病気の予防・管理と B：生活習慣（④ の改善に取り組みたいと思ったのそれぞれ

C：社会とのつ について、「あてはまる」「どちらかといえ

ながり（⑦～⑨）、経済・その他生活関連の ばあてはまる」「どちらかといえばあてはま

D：家計・生活と E：知識習得・活用（⑩～ らない」「あてはまらない」より選択する。

⑫）の 3 つのセクションに分かれ、セクシ （3）将来の生活に対する不安の項目は、ラ

ョンごとに、質問の回答入力後、該当領域 イフスタイル診断が利用者に過度な不安を

の総合判定とメッセージ、チェック項目別 与えていないかを確認するために含めた。 

アンケートの下には、診断レポート（リ

に結果の例）。ただし、この段階では、「詳 スク判定結果やアドバイス、質問と本人の

しい解説とアドバイスは、すべての質問が 回答の一覧）の PDF をダウンロードするボ

終わってから表示されます」となっており、 タンがある（⑯）。また、専門的な解説文

項目別アドバイスは表示されない。また、 （PDF）へのリンクもあり、チェック項目の

質問画面の右上には、各領域の質問のどの 選定理由やリスク判定基準に関する専門的

くらいまで終了したかを大まかに示す進行 な解説文を読んだり、ダウンロードできる

ようになっている。 

 

了すると（⑬）、A～Eの領域別の総合判定結 ２．分析データ 

 ライフスタイル診断利用者には自動的に

見ることができ、項目別判定で「高リスク」 番号がふられ、回答日時と回答データがサ

または「中リスク」と判定された項目につ ーバ上に保存される仕組みになっている。

いては、「アドバイスを見る」をクリックす 本稿では、サイト公開後の 2024 年 11 月 14

ることで、別ウインドウが開き、アドバイ 日から 2025年 3月 31日までの回答のうち、

スが表示される（⑭）。アドバイス内にある ライフスタイル診断を受けるのが「初めて」

制度や相談機関名等については、ポップア と回答した 276人を分析対象とした。 

診断結果表示後に協力を依頼したアンケ

れたり、別サイトへリンクするものがある。 ート（図 1の⑮）については、回答した 102

最後に、アンケートへの協力をお願いす 人を分析対象とした。276 人中の 37％しか

る（⑮）。アンケートは、本サイト情報の入 回答していないため、評価に関する分析の

手方法に関する質問、利用後の評価に関す 前には、基本属性や各領域のリスク判定結

果とアンケート回答有無との関連について

利用後の評価については、「「プレシニア の分析を行い、回答者の偏りを補正するた

のためのライフスタイル診断」を受けた感 めのウェイトを作成した。 
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基本情報入力 

・診断回数 
・性別 ・年齢 
・同居者の続柄 

Aと B関連の Q1～Q11
（計 16～22問）の回
答を入力 
 

C関連の Q12～Q17(計
6問)の回答を入力 
 

D・E関連の Q18～Q20
（計 12問）の回答を
入力 
 

①表紙 

②回答の匿名性、任意性、学術
目的での使用などの説明 

③基本情報の質問に回答 

④A 病気の管理・予防、B 生
活習慣の診断スタート 

⑤質問に回答 

⑥A と B の診断結果表示。詳
しい解説は最後に。⑦へ 

⑦C 社会とのつながりの診断
スタート 

⑧質問に回答 

⑨C の診断結果表示。詳しい
解説は最後 

⑩D 家計・生活、E 知識習
得・活用の診断スタート 

⑪質問に回答 

⑫D と E の診断結果表示。詳
しい解説は最後に。⑬へ 

スタート 

図 1 「ライフスタイル診断」の流れ 

⑬回答終了。結果表示へ 

⑭A～E について詳しい結果を表
示。高／中リスクの項目は「ア
ドバイスを見る」をクリック   
 
上段：B 生活習慣の診断結果例 
下段：E の項目 19「社会保障制
度の知識をもっているか」のア
ドバイスをクリックした例 

・本サイトをどのよう
に知ったか／チラシ
入手場所 

・診断後感想（5問） 
・自由意見欄 
 ⑮アンケートに回答 

希望者は、 

・診断レポート 

・専門的解説 

をダウンロード 

⑯レポートダウンロード 

終了 
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（倫理面への配慮） 

（R24-057、2024 年 9月 2 日）。 

 サイト上では、ライフスタイル診断の利

名性や任意性、学術目的での利用などに関

する説明文のページを表示している。回答

はすべて匿名で行い、IP アドレスとの紐付

けも行っていない。また、サイト上に設け

た、「個人情報保護方針」や「サイトポリシ

ー」のページにおいても、本サイトにおけ

る個人情報や回答データの取り扱いについ

て説明している。 

 

Ｃ．研究結果 

１．ライフスタイル診断利用者の基本属性 

性別では、男性 31.5％、女性 66.7％、そ

の他 1.1％、無回答 0.7％で、女性の回答者

が男性の 2倍以上を占めた。 

年齢（図 2）については、78.6％（217 人）

が、ターゲットとした 40～60 代だったが、

40歳未満も 12.7％（35人）いた。年齢階級

別では 55～59歳の回答者が 16.3％（45人）

で最も多かった。 

同居者の続柄（図3）については、一人暮

らしが 20.3％（男性 20.7％、女性 19.6％）、

配偶者と同居が 67.0％（配偶者のみ 35.5％

＋配偶者と子ども等 31.5％）だった。令和
3）2 年国勢調査 によると、40～60 代におけ

る単独世帯の割合は 14.7％（男性 17.8％、

女性 11.7％）であり、これらと比べると、

回答者では一人暮らしの割合が高かった。 

就労状況についての質問は「社会とのつ

ながり」セクションにあり、回答を得られ

たのは 215人だった。215人中では、現在仕

 ウェブサイト開設前に、回答データの取 事をしている人が 82.3％（男性 84.1％、女

得を含む計画書を東京都健康長寿医療セン 性81.0％）、仕事をしていないが、今後働く

ターの研究倫理審査委員会に提出し、「人を 可能性がある人が6.0％、仕事をしておらず、

対象とする生命科学・医学系研究に関する 今後も働く予定がない人が 11.6％だった。
4）倫理指針」非該当として承認を受けた 労働力調査 の 2024 年の結果では、40～60

代の就業率は 79.7％（男性 87.3％、女性

72.1％）であり、回答者では女性の就業率

用開始前に、図 1 の②において、回答の匿 が高い傾向がみられた。 

 

 図２ 年齢階級（n=276） 

 

 
図３ 同居家族（n=276） 

（注 1）子どものみ、または子どもと配偶者以

外の同居者がいる 

（注 2）きょうだいのみ、またはきょうだいと

子・配偶者以外の同居者がいる 

40歳未満
12.7%

40-44歳

13.0%

45-49歳
11.2%

50-54歳
14.5%

55-59歳

16.3%

60-64歳

14.9%

65-69歳
8.7%

70-74歳
4.7%

75歳以上
3.3%

無回答
0.7%

一人暮ら
し

20.3%

配偶者の
み

35.5%

配偶者と
子ども等
31.5%

親のみ
3.3%

子ども(注1)
2.9%

きょうだい
(注2)
2.9%

その他
1.8%

無回答
1.8%
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２．サイト情報の入手方法 

中で質問した。回答者が

め、図 4 では割合ではなく、該当者数を示

している。「紹介チラシ」「セミナーや講演

本サイトの存在をどのように知ったかに 会での紹介」「家族、友人・知人から」がそ

ついては、診断結果表示後のアンケートの れぞれ 2 割以上と多く、「インターネット検

102 人と少ないた 索サイト」も 1割強あった。 

 

    

図４ 本サイトを何で知ったか（複数回答） (n=102) 

 

 

 表 1 にチェック項目別のリスク判定（高

この表に示した問番号より、質問順が後ろ

く上昇したことがわかる。 

5）

6）民健康・栄養調査 の 40～60代の数値を参

では過去

３．リスク判定結果と回答からの脱落状況 「高リスク」者の割合は、回答者では

11.7％（判定不能を除いて計算）だったが、
5）／中／低リスク）の割合を示した。「判定不 参考値 では 24.5％、項目 7 の朝食につい

能」は、回答していない質問があったため、 ては、高リスク（朝食欠食が週 5 日以上）

判定結果が得られなかったことを意味する。 が回答者で 15.4％（男性 22.5％、女性
6)11.8％）、参考値 （調査日の朝食を欠食）

の問番号ほど判定不能の割合が高い傾向が では 16.4％（男性 18.4％、女性 14.7％）だ

あるが、この割合は、特にセクションが変 った。また、項目 9 の高リスク（喫煙）者

わるとき（例えば A と B から C へ）に大き は、回答者 9.3％（男性 16.7％、女性 5.5％）
5）で、参考値 の男性 31.4％、女性 10.7％に

 領域 Aと Bのいくつかの項目については、 比べて低かった。項目 11 の睡眠の高リスク

令和 4 年国民生活基礎調査 や令和 5 年国 （睡眠で休養が十分とれていない）者は
6)27.6％、参考値 は 30.5％であった。この

考値として比較した（注：公開されている ように、一部例外はあるが、概して、ライ

統計表をもとに筆者集計）。例えば、項目 2 フスタイル診断利用者は一般対象者よりも

1 年に健診等を受診しなかった 健康的な行動をしている傾向が示された。

29

25

22

13

9

4

1

0

10

本サイトの紹介チラシ

セミナーや講演会で紹介された

家族、友人・知人から

インターネットの検索サイト

インターネットやSNS（検索サイト除く）

行政機関、相談窓口等で紹介された

新聞、雑誌

テレビ、ラジオ

その他

（該当者数：人）
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表 1 「ライフスタイル診断」項目別リスク判定結果の分布 

領域名 
項目

番号 
注 1チェック項目（問番号 ） 

リスク判定結果（276人中の％）注 2 

高 中 低 判定不

能 

A 病気の

予防・管

理 

1 病気を適切に管理できている

か(Q4-1～Q4-5) 

14.5[16.2] － 75.0 10.5 

2 健診を受けているか(Q9) 10.5[11.7] － 79.0 10.5 

3 歯科検診を受けている か

(Q10) 

27.9[31.2] － 61.6 10.5 

4 BMI は標準域にあるか(肥満・

やせすぎでないか)(Q5) 

肥満

15.2[17.0] 

やせ 

17.4[19.4] 

－ 56.5 10.9 

5 メンタルヘルスに問題はない

か(Q11) 

18.1[20.4] 16.7 54.0 11.2 

B 生活習

慣 

6 食事の栄養バランスはとれて

いるか(Q1) 

18.5 

[20.0] 

33.0 40.9 7.6 

7 朝食をとっているか(Q2) 14.1[15.4] 13.0 64.9 8.0 

8 飲酒は適量か(Q3) 15.2[16.7] － 76.1 8.7 

9 喫煙していないか(Q6) 8.3[9.3] － 81.2 10.5 

10 身体活動の量は十分か(Q7) 47.1[52.6] － 42.4 10.5 

11 睡眠に問題はないか(Q8) 24.6[27.6] － 64.5 10.9 

C 社会と

のつなが

り 

12 親族や友人等との交流頻度は

十分か(Q13,Q14) 

7.2[9.6] 16.7 51.8 24.3 

13 多様なつながりをもっている

か(Q12-Q15) 

6.9[9.2] 12.3 55.8 25.0 

14 自分から助けを求められるか

(Q16,Q17) 

4.7[6.3] 19.2 51.1 25.0 

D 家計・

生活 

15 家計をきちんと管理できてい

るか(Q20-2,3) 

6.2[8.8] 39.9 24.3 29.7 

16 親族の介護への備えができて

いるか(Q20-10) 

25.4[36.3] 21.0 23.6 30.1 

17 老後の住まいがあるか(Q19) 16.3[23.1] － 54.3 29.3 

E 知識習

得・活用 

18 年金に関する知識をもってい

るか(Q20-4) 

6.9[9.8] 36.6 26.4 30.1 

19 社会保障制度の知識をもって

いるか(Q20-5,6,7) 

9.8[14.1] 8.7 51.1 30.4 

20 人生設計やそのための知識を

もっているか(Q20-1,8) 

6.2[8.9] 42.0 21.4 30.4 

21 家事をできるか(Q20-9) 6.9[9.8] 12.7 50.4 30.1 

22 学習活動に取り組んでいるか

(Q18) 

6.2[8.7] 19.6 44.9 29.3 

注 1）問番号は 2章資料 3 の質問番号に対応。具体的な質問文も 2章資料 3にある。 

注 2）「判定不能」は無回答の質問があり、リスク判定できなかった割合。「高」リスクの

［ ］内の数値は、判定不能者を除外して算出した割合。 
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 領域 C～E については比較可能なデータが

の交流頻度については、合計で週

7）

以上に該当）の割合は、男性 45.6％、女性

8）

以下の年齢階級で 35.3～39.9％であり、高

では 8.7％であり、差が大きい。 

図 5 は、領域別総合判定の結果である

限られるが、項目 12 の別居親族や友人等と （判定基準は資料2）。「判定不能」割合から、

1 回未満 健康関連の A・B のセクションから社会的つ

の割合が、全国から無作為抽出された高齢 ながりの Cに移行するときに 14％程度、Cか

者を対象とする 2021 年の調査において、60 ら経済・生活関連の D・E のセクションに移

代男性で 37％、60代女性で 23％と報告され 行するときにさらに約5％が脱落したと考え

ている 。40～50 代も含むライフスタイル られる。ライフスタイル診断を最後まで完

診断の回答者では、週 1 回未満（中リスク 了できたのは約 7割であった。 

 各領域の高リスク者（「高」「やや高」を

24.8％であった。また、項目 22 の学習活動 合計）の割合について、判定不能を除外し

について、令和 3 年社会生活基本調査 に て計算した場合、最も高かったのは D:家

おいては、「学習・自己啓発・訓練」を過去 計・生活の 51.5％、最も低かったのは C:社

1 年間に行った行動者率は、40 歳から 69 歳 会とのつながりの 14.9％で、残りの領域は

30％台であった。なお、社会とのつながり

リスク（年 1 回未満）の該当者は 60％程度 の高リスク者の割合は男女差が大きく、女

である。質問方法の違いはあるが、回答者 性 11.8％に対し、男性 22.1％であった。 

 

 

 

図５ 領域別のリスク判定結果（n=276） 
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４．利用による効果の検討 

１）アンケート回答者の特徴 

 基本属性とアンケートへの回答の有無と

の関連についてカイ二乗検定を行ったとこ

ろ、性別、同居者（独居、配偶者、その他

に再分類）、就労状況については、統計的に

有意な関連はみられなかった。年齢階級

（70～74歳、75歳以上は「70歳以上」に統

合）については、40 歳未満のアンケート回

答率が 17.1％と低く、それ以外の年齢階級

では 22.6％～48.3％とばらつきがあった
2（χ =20.2, df=7, p<.01）。しかし、年齢階

級別の回答者数が少なく分析に限界があり、

40 歳未満は主要ターゲットではないことか

ら、年齢についての補正は行わなかった。 

 領域別リスクについては、総合判定結果

を高リスク（やや高を含む）と低リスク

（やや低を含む）に分け、アンケート回答

の有無を目的変数とするロジスティック回

帰分析を行った結果、E：知識習得・活用で

高リスクと判定された人は低リスクの人に

比べて回答していない傾向があった（表 2）。

そこで、このロジスティック回帰分析によ

って得られた各回答者の予測回答確率を傾

向スコアとし、その逆数をウェイトとして

用いた。ウェイトによる重み付け後の評価

は、領域別判定結果によるアンケート回答

者の偏りを補正した値となっている。 

 

表２ アンケート回答の有無についてのロ

ジスティック回帰分析結果 

説明変数 オッズ比 95%信頼区間 

領域 A：高リスク 0.89 0.45-1.74 

領域 B：高リスク 0.74 0.37-1.46 

領域 C：高リスク 1.03 0.41-2.58 

領域 D：高リスク 0.98 0.52-1.83 

領域 E：高リスク 0.32** 0.16-0.63 

注）n=192。各領域とも低リスク（「低」「やや

低」）を基準カテゴリとする。** p<.01 

 

２）利用後の評価 

 評価関連の 5 項目について、重み付け

（補正）後の回答分布を図 6 に示した。か

っこ内は補正前の値である。補正後でも、

（1）情報・知識獲得、（2）自身への理解は

8割以上、（4）将来について考える、（5）生

活改善意欲については 8 割近くの人が「あ

てはまる」または「どちらかといえばあて

はまる」と肯定的に評価していた。（3）の

将来への不安が高まった人は 3 割強だった。 

 さらに、各領域のリスク判定結果別に、5

項目の評価について肯定した（「あてはまる」

または「どちらかといえばあてはまる」）割

合を示した（図 7）。カイ二乗検定を行い、

「高リスク」(やや高を含む)と「低リスク」

（やや低を含む)者に有意な差がみられた領

域にはアスタリスクを付した。 

 図 7 より、（1）情報・知識獲得、（2）自

身への理解については、C:社会とのつなが

りを除き、高リスク者は低リスク者に比べ

て評価が低い傾向があったが、高リスク者

でも 75％以上は肯定的に評価していた。社

会とのつながりの高リスク者は、該当者が

少ないため慎重な解釈が必要だが、（1）（2）

とも全員が肯定的評価だった。 

（3）将来の生活に対する不安については、

どの領域についても、高リスク者の半数超

が「不安が高まった」と回答しており、こ

の割合は低リスク者より有意に高かった。 

 （4）自分の将来について考える、（5）生

活改善意欲については、高・低リスク者と

も 7 割以上が肯定しており、高・低リスク

群に有意な差はなかった。 
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図６ 「ライフスタイル診断」利用後の評価 

 

注）グラフ内の割合は、アンケート回答者の偏りを傾向スコアによる重み付けにより補正し

た値（n=192）。かっこ内の数値は補正前の値。 

 

Ｄ．考察および結論 

開始から

た。利用者の

展望の促進、知識・情報の獲得、生活改善

適度であったと考えられる。 

 他方、運用面での課題は残された。第

い合わせも 2 件受けており、中年者が自分

 本稿では「ライフスタイル診断」の運用 にどのようなリスクがあるかを簡易に知る

4 ヵ月半の利用者について分析し ことができる本ツールを活用できる場とし

8 割前後は、自己理解・将来 て有望である。 

その反面、セミナー・講演会等の参加者

意欲の向上といった、開発目的とした効果 の利用が多かったことで、健康への関心や

を認識しており、ライフスタイル診断の有 学習意欲が高い人に偏っていた可能性があ

用性が示された。各領域で高リスクと判定 る。また、男性や社会的つながりの高リス

された人の半数程度は「将来への不安が高 ク者の利用は十分とは言えない。男性や孤

まった」と感じていたが、将来展望や生活 立傾向がある人の利用が多い相談窓口でサ

改善意欲の抑制にはつながっていないこと イトを紹介してもらう取り組みをさらに進

から、アドバイス内容を含む刺激の程度は めるなど、複数の情報提供ルートの構築を

行い、利用者の人数と多様性を拡大する努

1 力が必要である。 

に、サイトの周知方法に関する課題がある。 本稿では、回答者数の少なさにより、案

セミナー・講演会での紹介によって利用し 内チラシをどこで入手したかなど、サイト

た人が多く、このルートは利用者数の増加 情報の入手に関する詳細な分析はできなか

に有効であること示された。定年前の人を ったが、今後データが蓄積されれば、これ

対象とした講座での利用許可についての問 らの点も明らかにしたい。 
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図 7 「ライフタイル診断」利用後の評価：各領域のリスク判定結果別 

注）傾向スコアにより補正（n=192）。 ＊5％水準で高・低リスク群に有意差あり
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おける仕様上の課題がある。分析結果によ

れば、全領域の判定結果を得られた完了者

は約 7 割であった。脱落者を防ぐために、

進行表示バーをつけたり、診断結果のアド

バイスは最後まで回答することで得られる

ようにしたが、完了率をさらに高める工夫

については、今後も検討を続けたい。 

また、高齢期の孤立・困窮を防ぐには、

健康、経済、社会関係のいずれの側面も重

要との考えから、「ライフスタイル診断」で

は、全領域のチェックを受けることを前提

として、利用者が診断を受けたい領域を選

択してその領域に関する質問だけに回答す

ることが難しい仕様となっている。 

しかし、これには欠点もある。例えば、

短時間で終わらせたい人は途中で脱落し、

後半でチェックする領域の判定結果は得ら

れていない。また、サイト公開からの時間

経過に伴い、前回の診断で高リスクだった

領域だけ、生活改善の効果を確認したいと

いうニーズが高まる可能性があるが、現在

のサイトでは十分に対応できない。また、

生活困窮者自立相談支援の窓口での利用を

想定した場合、経済関連については相談員

が詳しく聞き取るため、ライフスタイル診

断では、健康や社会とのつながりのみチェ

ックできれば十分ということがあり得る。 

「ライフスタイル診断」はこれで完成と

いうわけではない。蓄積される回答データ

で動向を確認しながら、利用促進を目指す

対象者の特徴や利用目的に応じて、改善し

ていくことが重要である。 

 

Ｅ．研究発表 

なし 

 

 

 第 2 に、「ライフスタイル診断」サイトに 引用文献 

 1) 小林江里香：1章 中年者のための「ラ

イフスタイルチェックリスト」の開発. 

厚生労働科学研究費補助金政策科学総

合研究事業（政策科学推進研究事業）

『中年期からの孤立・困窮予防プログ

ラムの実装化に向けた研究』令和５年

度  総括・分担研究報告書 , 8-49, 

2024.5.【総合報告書 2章に再掲】 

 2) 山崎幸子：4章 単身中年者の馴染みの

場とその機能．厚生労働科学研究費補

助金政策科学総合研究事業（政策科学

推進研究事業）『中年期からの孤立・困

窮予防プログラムの実装化に向けた研

究』令和５年度 総括・分担研究報告書, 

65-73, 2024.5.【総合報告書 6 章に再

掲】 

 3) 総務省統計局：令和 2年国勢調査.  

 4) 総務省統計局：労働力調査 長期時系

列データ．  

 5) 厚生労働省：令和 4 年国民生活基礎調

査． 

 6) 厚生労働省：令和 5 年国民健康・栄養

調査． 

 7) 東京都健康長寿医療センター研究所：

中高年者の健康と生活 No.6 「長寿社

会における暮らし方の調査」2021年調

査の結果報告. 2023.2 

https://www2.tmig.or.jp/jahead/dl/p

amphlet06.pdf 

 8) 総務省統計局：令和 3 年社会生活基本

調査. 

 

注）上記 3）～6）、8）の統計データは、政

府統計の総合窓口 e-Stat（https://www.e-

stat.go.jp/）より入手した。 
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資料 1 「プレシニアのためのライフタイルチェック」サイト案内チラシ 
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資料 2 領域別の総合リスク判定の基準 

 

領域名（チェック項目数） 総合リスク判定 チェック項目のリスク判定結果との対応 

A 病気の予防・管理（5） 高リスク 「高」3項目以上 

やや高リスク 「高」2項目 

やや低リスク 「中」1項目かつ「低」4項目、 

または「高」1項目 

低リスク 全項目が「低」 

B 生活習慣（6） 高リスク 「高」4項目以上 

やや高リスク 「高」2-3 項目 

やや低リスク 「高」0項目かつ「中」1項目以上、 

または「高」1項目 

低リスク 全項目が「低」 

C 社会とのつながり(3) 高リスク 「高」3項目 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 

D 家計・生活（3） 高リスク 「高」3項目 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 

E 知識習得・活用(5) 高リスク 「高」3項目以上 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 
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３章 「プレシニアのためのライフスタイル

診断」：有用性と課題の検討 

 

研究代表者 小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジングチーム） 

 

要約  

 40～60 代を対象として開発したライフスタイルチェックリストは、「プレシニアのため

のライフスタイル診断」として、2024 年 11 月にウェブサイト上での運用を開始した。

2025 年 3 月末までに同診断を初めて利用した 276 人のデータを分析して利用者の特徴を

検討した結果、40～60 代が 8 割、独居者が 2 割で、概ね想定通りだったが、男性の利用

が女性の半数程度にとどまり、政府統計に比べて健康的な行動や学習活動の実施者の割合

が高い傾向が見られた。講座・セミナーでの紹介により利用した人が多かったことが影響

したとみられ、多様なルートでのサイト情報の周知が課題と言える。全領域の判定を得る

完了率（現状 7 割）の向上を含め、運用面での課題は残った一方、利用者の 8 割前後は自

己理解・将来展望の促進、知識・情報の獲得、生活改善意欲の向上といった、開発目的と

した効果を認識しており、ライフスタイル診断の内容についての有用性は示された。 

 

 

Ａ．研究目的  

 2023（令和 5）年度より、おおむね

60 代の中年者を対象とした「ライフスタイ

1）

オンラインでの回答により、将来の孤立・

困窮に関わるどのようなリスクが自身にあ

るかの認識を促し、判定結果に応じた助

言・情報提供を行うことによって、前向き

な将来展望を促すことを目指すものである。 

2023年度は、「健康班」「経済班」「社会班」

のワーキンググループが、先行研究や専門

家へのヒアリング、予備調査に基づき、「病

気の予防・管理」「生活習慣」「社会とのつ

ながり」「家計・生活」「知識習得・活用」

の 5 領域に分かれる 22 のチェック項目を選

定し、各チェック項目のリスクが「高」ま

たは「中」と判定された人へのアドバイス

40～ 案を作成した。 

 2024（令和 6）年度は、「プレシニアのた

ルチェックリスト」（以下、チェックリスト） め の ラ イ フ ス タ イ ル チ ェ ッ ク 」

の開発を進めてきた 。チェックリストは、 （https://presenior.jp/）というウェブサ

イトを公開した。このサイト内において、

チェックリストは「プレシニアのためのラ

イフスタイル診断」（以下、ライフスタイル

診断）という名称で運用を開始した。 

単身世帯の高齢者の増加という社会的背

景をふまえ、開発当初より、チェックリス

トは一人暮らしの人（独居者）を重要なタ

ーゲットとして位置づけ、項目選定におい

ても独居者の課題を優先した。しかし、中

年期には独居でなくても、家族との離死別

により高齢期に独居となる人も多いことか

ら、サイト公開にあたっては、独居者に限
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定しない幅広い 40～60 代の「プレシニア」

を対象とした。 

本稿は、以下の観点からライフスタイル

診断の有用性と課題を検討し、サイトの周

知方法や内容の改善に生かすことを目的と

する。 

第 1 に、ライフスタイル診断がどのよう

な人に利用されたかについて、（1）基本属

性における特徴、（2）本サイトをどのよう

に知ったか、（3）各領域の高リスク者の割

合の点から明らかにする。（3）については、

チェックリストは幅広い層に向けたもので

高リスク者向けを意図したものではないが、

問題の少ないリスクが低い人のみに利用さ

れていないかを確認する。 

第 2 に、ライフスタイル診断を最後まで

完了できた割合（完了率）を確認する。全

領域のリスク判定を得るには、35 問程度の

質問に回答する必要があり、途中で脱落す

る人が一定数いることが想定される。 

第 3 に、ライフスタイル診断の利用によ

り、チェックリスト開発の目的とした効果、

すなわち、自己理解・将来展望の促進、知

識・情報の獲得、生活改善意欲の向上とい

った効果が得られたかを明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

1．「プレシニアのためのライフスタイルチ

ェック」ウェブサイトの概要 

１）サイトの内容と周知方法 

「プレシニアのためのライフスタイルチェ

ック」ウェブサイトは、2024年 11月 13日

午後に公開し、同年 11月 26日にサイト開

設についてのプレスリリースを行った

（https://www.tmghig.jp/research/releas

e/2024/1126.html）。 

 また、サイトの案内チラシ（資料 1）を

作成し、一般住民向け講演・セミナーや、

専門職（社会福祉協議会職員、生活支援コ

ーディネーターなど）研修・連絡会、生活

困窮者自立相談支援の窓口、図書館や公民

館内図書室（埼玉県内 5市にある 6館）、東

京都 A区の高齢者見守り推進事業者に登録

する店舗、金融機関などで配布した（合計

約 5,000部）。配布先の選定においては課題
2）2（効果的な情報提供）の検討結果 も参考

にした。 

 案内チラシにあるように、本サイトには、

ライフスタイル診断以外にも、プレシニア

世代代表のキャラクター「プレシニャン」

が登場する四コマ漫画と解説コラムなどが

あり、日常に潜む将来へのリスクについて

楽しく学ぶことができるように工夫した。 

 

２）「ライフスタイル診断」の内容と流れ 

 ライフスタイル診断の流れを図 1 に示し

た。22 のチェック項目のリスク判定基準と

その根拠については、2023 年度の報告書に
1）て報告しており 、チェック項目の判定結

果と領域別の総合判定結果（高リスク、や

や高リスク、やや低リスク、低リスク）と

の対応については、資料 2 に示した。具体

的な質問文と選択肢は、2章に資料 3として

添付されている。 

 図 1 の①よりスタートし、②において、

回答はすべて匿名で行い、個人を特定でき

る質問は含まれないこと、回答データは、

本診断の改善や学術研究のために使用する

ことがあること、答えたくない質問には答

えずに次に進むことができるが、診断結果

が得られないことがあることなどの説明文

が提示される。 

ここで、「診断スタート」ボタンをクリッ

クすることで、基本属性に関する質問画面

に移行し（③）、診断回数（ライフスタイル

診断を受けるのは何回目か）、性別、年齢、
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選択する。 

～⑥）、社会関係についての

リスク判定結果が表示される（⑥、⑨、⑫

表示バーがある。 

チェック項目のための質問への回答が終

果とメッセージ、項目別の判定結果を順に

ップウインドウでさらに詳しい解説が示さ

る質問、自由意見欄から構成される。 

想として、あなたの現在のお気持ちにどの

くらいあてはまりますか。」と尋ね、(1)役

立つ情報・知識を得ることができた、(2) 

同居者の続柄について、該当する選択肢を 自分自身への理解が深まった、(3)将来の生

活に対する不安が高まった、(4)自分の将来

チェック項目のための質問は、健康関連 についてもっと考えようと思った、(5)生活

の A：病気の予防・管理と B：生活習慣（④ の改善に取り組みたいと思ったのそれぞれ

C：社会とのつ について、「あてはまる」「どちらかといえ

ながり（⑦～⑨）、経済・その他生活関連の ばあてはまる」「どちらかといえばあてはま

D：家計・生活と E：知識習得・活用（⑩～ らない」「あてはまらない」より選択する。

⑫）の 3 つのセクションに分かれ、セクシ （3）将来の生活に対する不安の項目は、ラ

ョンごとに、質問の回答入力後、該当領域 イフスタイル診断が利用者に過度な不安を

の総合判定とメッセージ、チェック項目別 与えていないかを確認するために含めた。 

アンケートの下には、診断レポート（リ

に結果の例）。ただし、この段階では、「詳 スク判定結果やアドバイス、質問と本人の

しい解説とアドバイスは、すべての質問が 回答の一覧）の PDF をダウンロードするボ

終わってから表示されます」となっており、 タンがある（⑯）。また、専門的な解説文

項目別アドバイスは表示されない。また、 （PDF）へのリンクもあり、チェック項目の

質問画面の右上には、各領域の質問のどの 選定理由やリスク判定基準に関する専門的

くらいまで終了したかを大まかに示す進行 な解説文を読んだり、ダウンロードできる

ようになっている。 

 

了すると（⑬）、A～Eの領域別の総合判定結 ２．分析データ 

 ライフスタイル診断利用者には自動的に

見ることができ、項目別判定で「高リスク」 番号がふられ、回答日時と回答データがサ

または「中リスク」と判定された項目につ ーバ上に保存される仕組みになっている。

いては、「アドバイスを見る」をクリックす 本稿では、サイト公開後の 2024 年 11 月 14

ることで、別ウインドウが開き、アドバイ 日から 2025年 3月 31日までの回答のうち、

スが表示される（⑭）。アドバイス内にある ライフスタイル診断を受けるのが「初めて」

制度や相談機関名等については、ポップア と回答した 276人を分析対象とした。 

診断結果表示後に協力を依頼したアンケ

れたり、別サイトへリンクするものがある。 ート（図 1の⑮）については、回答した 102

最後に、アンケートへの協力をお願いす 人を分析対象とした。276 人中の 37％しか

る（⑮）。アンケートは、本サイト情報の入 回答していないため、評価に関する分析の

手方法に関する質問、利用後の評価に関す 前には、基本属性や各領域のリスク判定結

果とアンケート回答有無との関連について

利用後の評価については、「「プレシニア の分析を行い、回答者の偏りを補正するた

のためのライフスタイル診断」を受けた感 めのウェイトを作成した。 
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基本情報入力 

・診断回数 
・性別 ・年齢 
・同居者の続柄 

Aと B関連の Q1～Q11
（計 16～22問）の回
答を入力 
 

C関連の Q12～Q17(計
6問)の回答を入力 
 

D・E関連の Q18～Q20
（計 12問）の回答を
入力 
 

①表紙 

②回答の匿名性、任意性、学術
目的での使用などの説明 

③基本情報の質問に回答 

④A 病気の管理・予防、B 生
活習慣の診断スタート 

⑤質問に回答 

⑥A と B の診断結果表示。詳
しい解説は最後に。⑦へ 

⑦C 社会とのつながりの診断
スタート 

⑧質問に回答 

⑨C の診断結果表示。詳しい
解説は最後 

⑩D 家計・生活、E 知識習
得・活用の診断スタート 

⑪質問に回答 

⑫D と E の診断結果表示。詳
しい解説は最後に。⑬へ 

スタート 

図 1 「ライフスタイル診断」の流れ 

⑬回答終了。結果表示へ 

⑭A～E について詳しい結果を表
示。高／中リスクの項目は「ア
ドバイスを見る」をクリック   
 
上段：B 生活習慣の診断結果例 
下段：E の項目 19「社会保障制
度の知識をもっているか」のア
ドバイスをクリックした例 

・本サイトをどのよう
に知ったか／チラシ
入手場所 

・診断後感想（5問） 
・自由意見欄 
 ⑮アンケートに回答 

希望者は、 

・診断レポート 

・専門的解説 

をダウンロード 

⑯レポートダウンロード 

終了 
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（倫理面への配慮） 

（R24-057、2024 年 9月 2 日）。 

 サイト上では、ライフスタイル診断の利

名性や任意性、学術目的での利用などに関

する説明文のページを表示している。回答

はすべて匿名で行い、IP アドレスとの紐付

けも行っていない。また、サイト上に設け

た、「個人情報保護方針」や「サイトポリシ

ー」のページにおいても、本サイトにおけ

る個人情報や回答データの取り扱いについ

て説明している。 

 

Ｃ．研究結果 

１．ライフスタイル診断利用者の基本属性 

性別では、男性 31.5％、女性 66.7％、そ

の他 1.1％、無回答 0.7％で、女性の回答者

が男性の 2倍以上を占めた。 

年齢（図 2）については、78.6％（217 人）

が、ターゲットとした 40～60 代だったが、

40歳未満も 12.7％（35人）いた。年齢階級

別では 55～59歳の回答者が 16.3％（45人）

で最も多かった。 

同居者の続柄（図3）については、一人暮

らしが 20.3％（男性 20.7％、女性 19.6％）、

配偶者と同居が 67.0％（配偶者のみ 35.5％

＋配偶者と子ども等 31.5％）だった。令和
3）2 年国勢調査 によると、40～60 代におけ

る単独世帯の割合は 14.7％（男性 17.8％、

女性 11.7％）であり、これらと比べると、

回答者では一人暮らしの割合が高かった。 

就労状況についての質問は「社会とのつ

ながり」セクションにあり、回答を得られ

たのは 215人だった。215人中では、現在仕

 ウェブサイト開設前に、回答データの取 事をしている人が 82.3％（男性 84.1％、女

得を含む計画書を東京都健康長寿医療セン 性81.0％）、仕事をしていないが、今後働く

ターの研究倫理審査委員会に提出し、「人を 可能性がある人が6.0％、仕事をしておらず、

対象とする生命科学・医学系研究に関する 今後も働く予定がない人が 11.6％だった。
4）倫理指針」非該当として承認を受けた 労働力調査 の 2024 年の結果では、40～60

代の就業率は 79.7％（男性 87.3％、女性

72.1％）であり、回答者では女性の就業率

用開始前に、図 1 の②において、回答の匿 が高い傾向がみられた。 

 

 図２ 年齢階級（n=276） 

 

 
図３ 同居家族（n=276） 

（注 1）子どものみ、または子どもと配偶者以

外の同居者がいる 

（注 2）きょうだいのみ、またはきょうだいと

子・配偶者以外の同居者がいる 

40歳未満
12.7%

40-44歳

13.0%

45-49歳
11.2%

50-54歳
14.5%

55-59歳

16.3%

60-64歳

14.9%

65-69歳
8.7%

70-74歳
4.7%

75歳以上
3.3%

無回答
0.7%

一人暮ら
し

20.3%

配偶者の
み

35.5%

配偶者と
子ども等
31.5%

親のみ
3.3%

子ども(注1)
2.9%

きょうだい
(注2)
2.9%

その他
1.8%

無回答
1.8%

55



２．サイト情報の入手方法 

中で質問した。回答者が

め、図 4 では割合ではなく、該当者数を示

している。「紹介チラシ」「セミナーや講演

本サイトの存在をどのように知ったかに 会での紹介」「家族、友人・知人から」がそ

ついては、診断結果表示後のアンケートの れぞれ 2 割以上と多く、「インターネット検

102 人と少ないた 索サイト」も 1割強あった。 

 

    

図４ 本サイトを何で知ったか（複数回答） (n=102) 

 

 

 表 1 にチェック項目別のリスク判定（高

この表に示した問番号より、質問順が後ろ

く上昇したことがわかる。 

5）

6）民健康・栄養調査 の 40～60代の数値を参

では過去

３．リスク判定結果と回答からの脱落状況 「高リスク」者の割合は、回答者では

11.7％（判定不能を除いて計算）だったが、
5）／中／低リスク）の割合を示した。「判定不 参考値 では 24.5％、項目 7 の朝食につい

能」は、回答していない質問があったため、 ては、高リスク（朝食欠食が週 5 日以上）

判定結果が得られなかったことを意味する。 が回答者で 15.4％（男性 22.5％、女性
6)11.8％）、参考値 （調査日の朝食を欠食）

の問番号ほど判定不能の割合が高い傾向が では 16.4％（男性 18.4％、女性 14.7％）だ

あるが、この割合は、特にセクションが変 った。また、項目 9 の高リスク（喫煙）者

わるとき（例えば A と B から C へ）に大き は、回答者 9.3％（男性 16.7％、女性 5.5％）
5）で、参考値 の男性 31.4％、女性 10.7％に

 領域 Aと Bのいくつかの項目については、 比べて低かった。項目 11 の睡眠の高リスク

令和 4 年国民生活基礎調査 や令和 5 年国 （睡眠で休養が十分とれていない）者は
6)27.6％、参考値 は 30.5％であった。この

考値として比較した（注：公開されている ように、一部例外はあるが、概して、ライ

統計表をもとに筆者集計）。例えば、項目 2 フスタイル診断利用者は一般対象者よりも

1 年に健診等を受診しなかった 健康的な行動をしている傾向が示された。

29

25

22

13

9

4

1

0

10

本サイトの紹介チラシ

セミナーや講演会で紹介された

家族、友人・知人から

インターネットの検索サイト

インターネットやSNS（検索サイト除く）

行政機関、相談窓口等で紹介された

新聞、雑誌

テレビ、ラジオ

その他

（該当者数：人）
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表 1 「ライフスタイル診断」項目別リスク判定結果の分布 

領域名 
項目

番号 
注 1チェック項目（問番号 ） 

リスク判定結果（276人中の％）注 2 

高 中 低 判定不

能 

A 病気の

予防・管

理 

1 病気を適切に管理できている

か(Q4-1～Q4-5) 

14.5[16.2] － 75.0 10.5 

2 健診を受けているか(Q9) 10.5[11.7] － 79.0 10.5 

3 歯科検診を受けている か

(Q10) 

27.9[31.2] － 61.6 10.5 

4 BMI は標準域にあるか(肥満・

やせすぎでないか)(Q5) 

肥満

15.2[17.0] 

やせ 

17.4[19.4] 

－ 56.5 10.9 

5 メンタルヘルスに問題はない

か(Q11) 

18.1[20.4] 16.7 54.0 11.2 

B 生活習

慣 

6 食事の栄養バランスはとれて

いるか(Q1) 

18.5 

[20.0] 

33.0 40.9 7.6 

7 朝食をとっているか(Q2) 14.1[15.4] 13.0 64.9 8.0 

8 飲酒は適量か(Q3) 15.2[16.7] － 76.1 8.7 

9 喫煙していないか(Q6) 8.3[9.3] － 81.2 10.5 

10 身体活動の量は十分か(Q7) 47.1[52.6] － 42.4 10.5 

11 睡眠に問題はないか(Q8) 24.6[27.6] － 64.5 10.9 

C 社会と

のつなが

り 

12 親族や友人等との交流頻度は

十分か(Q13,Q14) 

7.2[9.6] 16.7 51.8 24.3 

13 多様なつながりをもっている

か(Q12-Q15) 

6.9[9.2] 12.3 55.8 25.0 

14 自分から助けを求められるか

(Q16,Q17) 

4.7[6.3] 19.2 51.1 25.0 

D 家計・

生活 

15 家計をきちんと管理できてい

るか(Q20-2,3) 

6.2[8.8] 39.9 24.3 29.7 

16 親族の介護への備えができて

いるか(Q20-10) 

25.4[36.3] 21.0 23.6 30.1 

17 老後の住まいがあるか(Q19) 16.3[23.1] － 54.3 29.3 

E 知識習

得・活用 

18 年金に関する知識をもってい

るか(Q20-4) 

6.9[9.8] 36.6 26.4 30.1 

19 社会保障制度の知識をもって

いるか(Q20-5,6,7) 

9.8[14.1] 8.7 51.1 30.4 

20 人生設計やそのための知識を

もっているか(Q20-1,8) 

6.2[8.9] 42.0 21.4 30.4 

21 家事をできるか(Q20-9) 6.9[9.8] 12.7 50.4 30.1 

22 学習活動に取り組んでいるか

(Q18) 

6.2[8.7] 19.6 44.9 29.3 

注 1）問番号は 2章資料 3 の質問番号に対応。具体的な質問文も 2章資料 3にある。 

注 2）「判定不能」は無回答の質問があり、リスク判定できなかった割合。「高」リスクの

［ ］内の数値は、判定不能者を除外して算出した割合。 
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 領域 C～E については比較可能なデータが

の交流頻度については、合計で週

7）

以上に該当）の割合は、男性 45.6％、女性

8）

以下の年齢階級で 35.3～39.9％であり、高

では 8.7％であり、差が大きい。 

図 5 は、領域別総合判定の結果である

限られるが、項目 12 の別居親族や友人等と （判定基準は資料2）。「判定不能」割合から、

1 回未満 健康関連の A・B のセクションから社会的つ

の割合が、全国から無作為抽出された高齢 ながりの Cに移行するときに 14％程度、Cか

者を対象とする 2021 年の調査において、60 ら経済・生活関連の D・E のセクションに移

代男性で 37％、60代女性で 23％と報告され 行するときにさらに約5％が脱落したと考え

ている 。40～50 代も含むライフスタイル られる。ライフスタイル診断を最後まで完

診断の回答者では、週 1 回未満（中リスク 了できたのは約 7割であった。 

 各領域の高リスク者（「高」「やや高」を

24.8％であった。また、項目 22 の学習活動 合計）の割合について、判定不能を除外し

について、令和 3 年社会生活基本調査 に て計算した場合、最も高かったのは D:家

おいては、「学習・自己啓発・訓練」を過去 計・生活の 51.5％、最も低かったのは C:社

1 年間に行った行動者率は、40 歳から 69 歳 会とのつながりの 14.9％で、残りの領域は

30％台であった。なお、社会とのつながり

リスク（年 1 回未満）の該当者は 60％程度 の高リスク者の割合は男女差が大きく、女

である。質問方法の違いはあるが、回答者 性 11.8％に対し、男性 22.1％であった。 

 

 

 

図５ 領域別のリスク判定結果（n=276） 
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４．利用による効果の検討 

１）アンケート回答者の特徴 

 基本属性とアンケートへの回答の有無と

の関連についてカイ二乗検定を行ったとこ

ろ、性別、同居者（独居、配偶者、その他

に再分類）、就労状況については、統計的に

有意な関連はみられなかった。年齢階級

（70～74歳、75歳以上は「70歳以上」に統

合）については、40 歳未満のアンケート回

答率が 17.1％と低く、それ以外の年齢階級

では 22.6％～48.3％とばらつきがあった
2（χ =20.2, df=7, p<.01）。しかし、年齢階

級別の回答者数が少なく分析に限界があり、

40 歳未満は主要ターゲットではないことか

ら、年齢についての補正は行わなかった。 

 領域別リスクについては、総合判定結果

を高リスク（やや高を含む）と低リスク

（やや低を含む）に分け、アンケート回答

の有無を目的変数とするロジスティック回

帰分析を行った結果、E：知識習得・活用で

高リスクと判定された人は低リスクの人に

比べて回答していない傾向があった（表 2）。

そこで、このロジスティック回帰分析によ

って得られた各回答者の予測回答確率を傾

向スコアとし、その逆数をウェイトとして

用いた。ウェイトによる重み付け後の評価

は、領域別判定結果によるアンケート回答

者の偏りを補正した値となっている。 

 

表２ アンケート回答の有無についてのロ

ジスティック回帰分析結果 

説明変数 オッズ比 95%信頼区間 

領域 A：高リスク 0.89 0.45-1.74 

領域 B：高リスク 0.74 0.37-1.46 

領域 C：高リスク 1.03 0.41-2.58 

領域 D：高リスク 0.98 0.52-1.83 

領域 E：高リスク 0.32** 0.16-0.63 

注）n=192。各領域とも低リスク（「低」「やや

低」）を基準カテゴリとする。** p<.01 

 

２）利用後の評価 

 評価関連の 5 項目について、重み付け

（補正）後の回答分布を図 6 に示した。か

っこ内は補正前の値である。補正後でも、

（1）情報・知識獲得、（2）自身への理解は

8割以上、（4）将来について考える、（5）生

活改善意欲については 8 割近くの人が「あ

てはまる」または「どちらかといえばあて

はまる」と肯定的に評価していた。（3）の

将来への不安が高まった人は 3 割強だった。 

 さらに、各領域のリスク判定結果別に、5

項目の評価について肯定した（「あてはまる」

または「どちらかといえばあてはまる」）割

合を示した（図 7）。カイ二乗検定を行い、

「高リスク」(やや高を含む)と「低リスク」

（やや低を含む)者に有意な差がみられた領

域にはアスタリスクを付した。 

 図 7 より、（1）情報・知識獲得、（2）自

身への理解については、C:社会とのつなが

りを除き、高リスク者は低リスク者に比べ

て評価が低い傾向があったが、高リスク者

でも 75％以上は肯定的に評価していた。社

会とのつながりの高リスク者は、該当者が

少ないため慎重な解釈が必要だが、（1）（2）

とも全員が肯定的評価だった。 

（3）将来の生活に対する不安については、

どの領域についても、高リスク者の半数超

が「不安が高まった」と回答しており、こ

の割合は低リスク者より有意に高かった。 

 （4）自分の将来について考える、（5）生

活改善意欲については、高・低リスク者と

も 7 割以上が肯定しており、高・低リスク

群に有意な差はなかった。 
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図６ 「ライフスタイル診断」利用後の評価 

 

注）グラフ内の割合は、アンケート回答者の偏りを傾向スコアによる重み付けにより補正し

た値（n=192）。かっこ内の数値は補正前の値。 

 

Ｄ．考察および結論 

開始から

た。利用者の

展望の促進、知識・情報の獲得、生活改善

適度であったと考えられる。 

 他方、運用面での課題は残された。第

い合わせも 2 件受けており、中年者が自分

 本稿では「ライフスタイル診断」の運用 にどのようなリスクがあるかを簡易に知る

4 ヵ月半の利用者について分析し ことができる本ツールを活用できる場とし

8 割前後は、自己理解・将来 て有望である。 

その反面、セミナー・講演会等の参加者

意欲の向上といった、開発目的とした効果 の利用が多かったことで、健康への関心や

を認識しており、ライフスタイル診断の有 学習意欲が高い人に偏っていた可能性があ

用性が示された。各領域で高リスクと判定 る。また、男性や社会的つながりの高リス

された人の半数程度は「将来への不安が高 ク者の利用は十分とは言えない。男性や孤

まった」と感じていたが、将来展望や生活 立傾向がある人の利用が多い相談窓口でサ

改善意欲の抑制にはつながっていないこと イトを紹介してもらう取り組みをさらに進

から、アドバイス内容を含む刺激の程度は めるなど、複数の情報提供ルートの構築を

行い、利用者の人数と多様性を拡大する努

1 力が必要である。 

に、サイトの周知方法に関する課題がある。 本稿では、回答者数の少なさにより、案

セミナー・講演会での紹介によって利用し 内チラシをどこで入手したかなど、サイト

た人が多く、このルートは利用者数の増加 情報の入手に関する詳細な分析はできなか

に有効であること示された。定年前の人を ったが、今後データが蓄積されれば、これ

対象とした講座での利用許可についての問 らの点も明らかにしたい。 
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図 7 「ライフタイル診断」利用後の評価：各領域のリスク判定結果別 

注）傾向スコアにより補正（n=192）。 ＊5％水準で高・低リスク群に有意差あり
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おける仕様上の課題がある。分析結果によ

れば、全領域の判定結果を得られた完了者

は約 7 割であった。脱落者を防ぐために、

進行表示バーをつけたり、診断結果のアド

バイスは最後まで回答することで得られる

ようにしたが、完了率をさらに高める工夫

については、今後も検討を続けたい。 

また、高齢期の孤立・困窮を防ぐには、

健康、経済、社会関係のいずれの側面も重

要との考えから、「ライフスタイル診断」で

は、全領域のチェックを受けることを前提

として、利用者が診断を受けたい領域を選

択してその領域に関する質問だけに回答す

ることが難しい仕様となっている。 

しかし、これには欠点もある。例えば、

短時間で終わらせたい人は途中で脱落し、

後半でチェックする領域の判定結果は得ら

れていない。また、サイト公開からの時間

経過に伴い、前回の診断で高リスクだった

領域だけ、生活改善の効果を確認したいと

いうニーズが高まる可能性があるが、現在

のサイトでは十分に対応できない。また、

生活困窮者自立相談支援の窓口での利用を

想定した場合、経済関連については相談員

が詳しく聞き取るため、ライフスタイル診

断では、健康や社会とのつながりのみチェ

ックできれば十分ということがあり得る。 

「ライフスタイル診断」はこれで完成と

いうわけではない。蓄積される回答データ

で動向を確認しながら、利用促進を目指す

対象者の特徴や利用目的に応じて、改善し

ていくことが重要である。 

 

Ｅ．研究発表 

なし 

 

 

 第 2 に、「ライフスタイル診断」サイトに 引用文献 

 1) 小林江里香：1章 中年者のための「ラ

イフスタイルチェックリスト」の開発. 

厚生労働科学研究費補助金政策科学総

合研究事業（政策科学推進研究事業）

『中年期からの孤立・困窮予防プログ

ラムの実装化に向けた研究』令和５年

度  総括・分担研究報告書 , 8-49, 

2024.5.【総合報告書 2章に再掲】 

 2) 山崎幸子：4章 単身中年者の馴染みの

場とその機能．厚生労働科学研究費補

助金政策科学総合研究事業（政策科学

推進研究事業）『中年期からの孤立・困

窮予防プログラムの実装化に向けた研

究』令和５年度 総括・分担研究報告書, 

65-73, 2024.5.【総合報告書 6 章に再

掲】 

 3) 総務省統計局：令和 2年国勢調査.  

 4) 総務省統計局：労働力調査 長期時系

列データ．  

 5) 厚生労働省：令和 4 年国民生活基礎調

査． 

 6) 厚生労働省：令和 5 年国民健康・栄養

調査． 

 7) 東京都健康長寿医療センター研究所：

中高年者の健康と生活 No.6 「長寿社

会における暮らし方の調査」2021年調

査の結果報告. 2023.2 

https://www2.tmig.or.jp/jahead/dl/p

amphlet06.pdf 

 8) 総務省統計局：令和 3 年社会生活基本

調査. 

 

注）上記 3）～6）、8）の統計データは、政

府統計の総合窓口 e-Stat（https://www.e-

stat.go.jp/）より入手した。 
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資料 1 「プレシニアのためのライフタイルチェック」サイト案内チラシ 
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資料 2 領域別の総合リスク判定の基準 

 

領域名（チェック項目数） 総合リスク判定 チェック項目のリスク判定結果との対応 

A 病気の予防・管理（5） 高リスク 「高」3項目以上 

やや高リスク 「高」2項目 

やや低リスク 「中」1項目かつ「低」4項目、 

または「高」1項目 

低リスク 全項目が「低」 

B 生活習慣（6） 高リスク 「高」4項目以上 

やや高リスク 「高」2-3 項目 

やや低リスク 「高」0項目かつ「中」1項目以上、 

または「高」1項目 

低リスク 全項目が「低」 

C 社会とのつながり(3) 高リスク 「高」3項目 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 

D 家計・生活（3） 高リスク 「高」3項目 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 

E 知識習得・活用(5) 高リスク 「高」3項目以上 

やや高リスク 「高」1-2 項目 

やや低リスク 「中」はあるが「高」の項目なし 

低リスク 全項目が「低」 
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５章 単身中高年者の問題類型別にみた 

情報・相談機関へのアクセス 

 

研究代表者 小林 江里香 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジング研究チーム） 

 

要約 

 東京都内区部の 50～70代の単身者を対象に実施した郵送調査のデータ（n=1,524）を分

析し、心身の健康・経済・社会関係上の問題保有状況による類型別に、情報入手、馴染み

の場所・行きつけの場所、公的相談機関へのアクセスにおける特徴を検討した。類型は、

小林ほか（2023）による、「問題集積群（全側面に問題）」「問題中位群（身体的健康は問

題ないが社会関係が乏しい）」「健康問題群」「問題最小群」の 4 群である。分析の結果、

何らかの問題を保有する 3 群は、問題最小群に比べて情報が届きにくい可能性が示された。

特に問題集積群は、地域情報を入手しておらず馴染みの場所等もない人が多いため、区役

所、ハローワーク、生活困窮者自立相談支援機関の窓口が、情報提供できる数少ない接点

となり得る。60 代前半までの中年者が多い問題中位群にはインターネットを活用した情

報提供、問題集積群以外には居酒屋等の飲食店を利用した情報提供も有効と考えられる。 

 

 

Ａ．研究目的 

 課題 1 では、単身者の孤立・困窮予防の

である。 

もなく、孤立・困窮予防にもつながらない。

くいことになる。 

そこで、本章では、心身の健康・経済・

ための啓発プログラムとして、40～60 代の 社会関係上の問題保有状況により分類した、

幅広い中年層を対象とした「ライフスタイ 単身中高年者の類型別に情報入手方法（情

ルチェックリスト」（以下、チェックリスト） 報機器の利用、地域情報の入手方法）の特

と、孤立・困窮の高リスクの人を対象とし 徴を明らかにし、チェックリストの案内チ

た参加型プログラムの開発をおこなう計画 ラシの配布やプログラムの参加者募集に生

かすことを目的とする。特に、チェックリ

しかし、これらのチェックリストや参加 ストはオンラインで提供予定のため、問題

型プログラムについての情報が、想定して 保有者においてもインターネットにアクセ

いる対象に届かなければ、利用されること スできる状況にあるかを確認する。 

 また、多様な情報提供ルートの確保を目

さらには、情報へのアクセスが、その人の 指し、課題 2 では、馴染みの場所・行きつ

社会・経済的な状況や健康状態による制約 けの場所、課題 3 では公的相談機関を介し

を受ける可能性も考えられ、その場合、孤 た情報提供のあり方も検討する。この基礎

立・困窮リスクの高い人ほど、チェックリ 資料とするため、上記の問題類型別にみた、

ストや参加型プログラムの情報を入手しに 馴染みの場所・行きつけの場所、公的相談
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機関の利用経験についても明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象者とデータ 

た、既存の調査データを用いた。 

調査を実施し、1,829 人（回収率

だったのは

女性

4.4％、不明：1.4％であった。 

 

 

２．問題保有状況による単身者の類型 

 小林ほか（2023）は、この調査データを

用いて、心身の健康状態 3指標、経済状態 2

指標、社会関係 4指標の計 9指標に基づき、

分析には、本研究の研究期間前に実施し 潜在クラス分析によって単身者の類型化を

行った。本研究ではこの類型を用いる。表

対象者は、東京都 A 区の 50～79 歳（2020 １に示すように、いずれの側面でも問題が

年 9 月 1 日現在）で、住民票上の一人世帯 ある「問題集積群」（回答者の5％が該当）、

4,000人を住民基本台帳より無作為抽出した。 身体的健康に問題はないが問題集積群に次

2020 年 12 月から 2021 年 1 月にかけて郵送 いで社会関係が乏しい「問題中位群」

46％）が （25％）、「健康問題群」（19％）、どの問題

調査票を返送した。このうち、実際に独居 も少ない「問題最小群」（51％）の 4 類型が

1,557 人で、さらに、問題保有 得られている。また、小林ほかでは、類型

状況を把握した 9 指標のうち 5 個以上が無 と基本属性との関係も分析しており、問題

回答だった人を除く 1,524人（男性 775人、 最小群に比べて、問題保有 3 群はいずれも

748 人）を分析対象とした。単身者 男性の割合が高く、特に問題集積群で高い

1,524 人の婚姻状況は、配偶者と死別 こと、問題中位群は中年者（50～64歳）、未

20.7％、離別 25.1％、未婚 48.5％、有配偶 婚、非正規雇用者などが所属しやすい傾向

も明らかにしている（表１右列参照）。 

 表２に、類型・年齢階級別の回答者数を

示した。

 

表１ 都市部の中高年単身者（50-70代）においてみられた問題保有状況による類型 

類型 回答者

中の該

当割合 

類型の特徴 男性の

割合 
所属しやすい人（「問題最小

群」との比較で相対的に） 

問題集積群 5% 社会関係が極度に乏し

く、心身の健康・経済的

な問題を抱える割合も高

い 

85% 男性、非正規雇用または非

就労、転職回数が多い 

問題中位群 25% 身体的健康は問題ない

が、社会関係は集積群に

次いで乏しく、精神的健

康や経済状態にもやや問

題 

62% 男性、50-60代前半、未婚、

賃貸住宅居住、非正規雇用 

健康問題群 19% 健康上の問題はあるが、

社会関係上の問題は少な

く、経済的問題は中位群

と同程度 

58% 男性、学歴が低い、非就労 

 

問題最小群 51% どの領域の問題も少ない 40% － 

小林ほか(2023)の結果を元に作成  
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表２ 類型別にみた年齢別回答者数 

年齢 問題集積群 問題中位群 健康問題群 問題最小群 全体 

50-59 歳 26(35.6) 172(45.0) 78(26.4) 213(27.5) 489(32.1) 

60-64 歳 10(13.7) 69(18.1) 38(12.9) 98(12.7) 215(14.1) 

65-69 歳 10(13.7) 55(14.4) 45(15.3) 124(16.0) 234(15.4) 

70-79 歳 27(37.0) 86(22.5) 134(45.4) 339(43.8) 586(38.5) 

計 73(100.0) 382(100.0) 295(100.0) 774(100.0) 1,524(100.0) 

参考）50-69歳 46 296 161 435 938 

該当者数（かっこ内は％） 

 

３．類型との関連をみた変数と分析方法 

１）情報機器の利用 

を利用する割合も別に算出した。 

 

２）地域情報の入手方法 

「あなたがお住まいの地域の生活情報や、

聞・雑誌、⑥テレビ（CATVを含む）・ラジオ、

ら選択した（複数回答）。 

 

３）馴染みの場所・行きつけの場所 

行する前、次にあげる知人や友人が集うよ

うな『馴染みの場所・行きつけの場所』が

次の情報機器の中で、回答者がふだん利 ありましたか」として、複数回答で選択し

用しているものをすべて選択した：スマー た：①居酒屋、②喫茶店・カフェ、③その

トフォン（スマホ）、スマホ以外の携帯電話 他の飲食店、④地域の寄合所・区民センタ

（ガラケー）、ファックス、パソコン、タブ ー、⑤スポーツをする場所（ジムや会場）、

レット端末。ほかに「利用しているものは ⑥友人や知人の家、⑦趣味で集う場所、⑧

ない」という選択肢があった。インターネ 公園、⑨その他、⑩馴染みの場所・行きつ

ットにアクセス可能かをみるため、「スマホ」 けの場所はない。感染症流行前に限定した

「パソコン」「タブレット端末」のいずれか のは、調査が、パンデミックによる外出制

限があった時期に実施されたためである。 

 

４）公的相談機関へのアクセス 

 ①区役所・市役所の窓口、②地域包括支

区内で開催されるイベントなどの情報は、 援センター、③ハローワーク、④社会福祉

どこから入手することが多いですか」とし 協議会（社協）・生活サポートセンター、⑤

て、①自治体の広報紙（●●区報、広報東 民生委員の５種類の相談機関・窓口につい

京都等）、②役所が発信するインターネット て、これまでに不安や困りごとがあったと

上の情報（自治体の公式ホームページ、SNS きに相談したことがあるか、ない場合はそ

など）、③役所以外が発信するインターネッ の理由として最も近いものを選択した。④

ト上の情報（ホームページ、SNS など）、④ の生活サポートセンターは、A区の生活困窮

町会・自治会等の掲示板や回覧板、⑤新 者自立相談支援の窓口である。選択肢は、

1=相談したことがある、2=相談したいと思

⑦チラシ、⑧家族・知り合いから（口コミ）、 ったことがなかった、3=相談したかったが、

⑨その他、⑩地域の情報は入手しない、か 抵抗感があった、4=相談時間や場所等が使

いづらかった、5=相談する窓口や方法がわ

からなかった、の 5つであった。 

 分析においては、相談したいと思ったこ

 「あなたには、新型コロナウイルスが流 と（相談意向）の有無と、相談の有無の 2
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つの視点で集計した。前者の相談意向につ

の有無については、選択肢

り」、2～5の場合に「なし」とした。 

 

５）分析方法 

2

どの類型間に有意差があるか確認した。 

も合わせて報告する。ただし、50・60 代の

50人未満とさらに少なくなるため（表２）、

結果の解釈には注意を要する。 

（倫理面への配慮） 

票を送付した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．情報へのアクセス 

１）情報機器の利用 

報機器の割合を示した。情報機器の質問に

した。また、下段のかっこ内の数値は

70％強、50・60 代に限ると 80％強が利用し
2いては、上記選択肢の 1 または 3～5 の場合 ていた。χ 検定が有意となった情報機器で

に「あり」、2の場合に「なし」、後者の相談 は、問題最小群の利用率が、その他の一部

1 の場合に「あ または全部の群に比べて有意に高かった。

インターネットに接続可能な機器（スマホ、

パソコン、タブレット端末）いずれかの利

用については、70 代を含む場合、問題最小

 問題類型別に、１）～４）の変数それぞ 群と問題中位群、問題集積群と健康問題群

れのカテゴリの該当割合を算出した。類型 には有意差はなく、前者の 2群は後者の 2群

により割合が異なるかについては、χ 検定 に比べて利用率が高かった。70 代を含まな

を実施し、結果が有意（p<.05）な場合は、 い場合、問題最小群の利用率は 95.8％に達

z 検定（Boferonni 法による調整）により、 し、ほかの 3 群よりも高かったが、利用率

が最も低い問題集積群（ただし、問題中位

チェックリストは 40～60 代を対象とする 群、健康問題群と有意差なし）でも 80％近

ため、70 代の回答者を除いた結果（938 人） くが利用していた。 

 

みの場合、該当者数の少ない問題集積群は ２）地域情報の入手方法 

 地域の生活情報や地域内のイベントなど

の情報の入手源としては、表４の通り、全

体としては「自治体の広報紙」、その次に

調査実施の前に、東京都健康長寿医療セ 「町会・自治会等の掲示板や回覧板」が利

ンター倫理審査委員会の承認を得た（2健イ 用されていたが、これらの情報源の利用率

事第 1770 号，受付番号 23，2020 年 8 月 4 は類型による差が大きく、問題最小群に比

日）。対象者には調査の実施を予告するはが べ、問題集積群および問題中位群では低く、

きを送付し、拒否の連絡がなかった人に対 健康問題群はこれらの中間または問題最小

して、後日、依頼・説明文書とともに調査 群と同程度であった。例えば、「自治体の広

報紙」を情報源とする割合は、問題最小群

では 63.9％、健康問題群は 54.5％であるが、

問題集積群や問題中位群は 40％前後であっ

た。ただし、70 代を含むこれらの数値に比

べ、50・60 代では、広報紙の利用率が全体

表３に、類型別にふだん利用している情 的に低かった。 

 また、「家族・知り合いから（口コミ）」

無回答だった人は集計から除外しており、 も類型差が大きく、問題集積群で選択した

欠損値除外後の回答者数は、表中に n で示 人は皆無だった。問題集積群では 40％弱

50・ （50・60 代に限ると 50％弱）が「地域の情

60代のみの結果を示す（表４、表５も同様）。 報は入手しない」と回答しており、他類型

最も利用率が高かったスマホは、全体の に比べて顕著に高い割合を示していた。 

78



表３ ふだん利用している情報機器 

 

情報機器 

問題集積群 
n=70 

(n=44)注 1 

問題中位群 
n=380 
(n=296) 

健康問題群 
n=288 
(n=158) 

問題最小群 
n=762 
(n=430) 

全体 注 2 
n=1,500 
(n=928) 

スマートフォン（ス

マホ） 

62.9% 

(77.3) 

73.4% 

(81.1) 

60.1% 

(75.9) 

78.5% 

(89.5) 

72.9% *** 

(83.9)*** 

スマホ以外の携帯電

話（ガラケー） 

22.9% 

(18.2) 

20.3% 

(17.6) 

27.1% 

(18.4) 

19.8% 

(12.8) 

21.5%  

(15.5) 

ファックス 

 

8.6% 

(9.1) 

11.3% 

(12.5) 

17.0% 

(16.5) 

26.2% 

(22.6) 

19.9% *** 

(17.7)** 

パソコン 

 

31.4% 

(43.2) 

48.9% 

(55.7) 

37.8% 

(50.6) 

54.7% 

(67.0) 

48.9% *** 

(59.5)*** 

タブレット端末 

 

22.9% 

(31.8) 

17.9% 

(20.9) 

17.0% 

(24.1) 

22.7% 

(28.8) 

20.4% 

(25.6) 

利用しているものは

ない 

18.6% 

(9.1) 

8.2% 

(5.1) 

10.4% 

(3.8) 

3.1% 

(0.9) 

6.5% *** 

(3.1)** 

インターネット接続

可能機器 注 3 

64.3% 

(79.5) 

80.8% 

(87.2) 

69.1% 

(86.1) 

86.0% 

(95.8) 

80.4% *** 

(90.6)*** 

注 1)下段のかっこ内は 50-60 代のみ 2 注 2)χ 検定結果：* p<.05, ** p<.01, *** p<.001  

注 3)スマートフォン、パソコン、タブレット端末のいずれかを利用 

 

表４ 地域の生活情報やイベント等の情報の入手方法 

 

情報源 

問題集積群 

n=70 

(n=46)注 1 

問題中位群 

n=375 

(n=292) 

健康問題群 

n=286 

(n=157) 

問題最小群 

n=767 

(n=431) 

全体 注 2 

n=1,498 

(n=926) 

自治体の広報紙  37.1% 

(28.3) 

40.8% 

(35.6) 

54.5% 

(49.0) 

63.9% 

(55.7) 

55.1% *** 

(46.9) *** 

役所が発信するインタ

ーネット上の情報  

7.1% 

(10.9) 

16.5% 

(19.5) 

11.2% 

(15.3) 

16.8% 

(21.8) 

15.2% * 

(19.4) 

役所以外が発信する

インターネット情報 

5.7% 

(8.7) 

10.7% 

(12.3) 

7.7% 

(11.5) 

12.0% 

(17.6) 

10.5% 

(14.5) 

町会・自治会等の掲

示板や回覧板 

12.9% 

(13.0) 

24.5% 

(20.5) 

37.4% 

(26.1) 

39.5% 

(31.8) 

34.1% *** 

(26.3)** 

新聞・雑誌 

 

17.1% 

(17.4) 

18.9% 

(15.4) 

21.7% 

(13.4) 

27.2% 

(17.6) 

23.6% ** 

(16.2) 

テレビ(CATV 含む)・

ラジオ 

27.1% 

(19.6) 

18.7% 

(15.8) 

27.6% 

(20.4) 

24.5% 

(18.3) 

23.8% * 

(17.9) 

チラシ 

 

15.7% 

(15.2) 

24.3% 

(22.6) 

23.8% 

(20.4) 

29.6% 

(24.6) 

26.5% * 

(22.8) 

家族・知り合い（口

コミ） 

0.0% 

(0.0) 

11.7% 

(9.9) 

21.3% 

(14.6) 

30.8% 

(25.8) 

22.8% *** 

(17.6)*** 

その他 

 

4.3% 

(2.2) 

0.8% 

(1.0) 

0.3% 

(0.0) 

0.9% 

(0.7) 

0.9% * 

(0.8) 

地域の情報は入手し

ない 

38.6% 

(47.8) 

20.5% 

(22.6) 

14.7% 

(19.1) 

7.4% 

(10.9) 

13.6% *** 

(17.8)*** 
2注 1)下段のかっこ内は 50-60代のみ 注 2)χ 検定結果：* p<.05, ** p<.01, *** p<.001  
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２．馴染みの場所・行きつけの場所 

 表５に示すように、ほとんどの場所につ

た人が

小群ではこの割合は 20％前後に留まった。 

場所等がない人が

ていた。 

一方で、「地域の寄合所・区民センター」

いて、問題集積群は、問題最小群だけでな は、全体の 8.8％（50・60代では 3.6％）に

く他の 2 群に比べても選択率が低く、「馴染 過ぎず、ほとんどの人にとって、馴染みの

みの場所・行きつけの場所はない」と答え 場所・行きつけの場所とは認識されていな

70％強を占めた。対照的に、問題最 かった。 

なお、本報告書 4 章では、「図書館」が顔

問題中位群や健康問題群でも、馴染みの 馴染みの人がいない居場所として挙げられ

40％程度いるが、20％強 ている。本調査の選択肢には図書館がなく、

は「居酒屋」や「その他の飲食店」を挙げ 表５の「その他」44 人中の 7 人が自由記述

ており、これらの場を相対的によく利用し 欄に「図書館」と記載していた。

 

表５ 馴染みの場所・行きつけの場所 

 

場所 

問題集積群 

n=71 

(n=45)注 1 

問題中位群 

n=373 

(n=292) 

健康問題群 

n=291 

(n=159) 

問題最小群 

n=762 

(n=429) 

全体 注 2 

n=1,497 

(n=925) 

居酒屋 5.6% 

(6.7) 

22.8% 

(23.6) 

22.3% 

(24.5) 

27.4% 

(33.6) 

24.2% *** 

(27.6)*** 

喫茶店・カフェ 7.0% 

(8.9) 

11.0% 

(10.6) 

14.1% 

(10.7) 

23.9% 

(20.5) 

18.0% *** 

(15.1)*** 

その他の飲食店 5.6% 

(4.4) 

20.4% 

(21.2) 

22.7% 

(19.5) 

31.4% 

(28.7) 

25.7% *** 

(23.6)*** 

地域の寄合所・区民

センター 

0.0% 

(0.0) 

3.8% 

(1.4) 

8.9% 

(4.4) 

12.1% 

(5.1) 

8.8% *** 

(3.6)* 

スポーツをする場所

（ジムや会場） 

7.0% 

(6.7) 

12.6% 

(13.7) 

10.7% 

(8.2) 

25.3% 

(23.8) 

18.4% *** 

(17.1)*** 

友人や知人の家 1.4% 

(2.2) 

12.3% 

(12.3) 

18.9% 

(15.1) 

31.0% 

(29.6) 

22.6% *** 

(20.3)*** 

趣味で集う場所 5.6% 

(8.9) 

16.1% 

(16.8) 

19.9% 

(15.7) 

36.4% 

(31.5) 

26.7% *** 

(23.0)*** 

公園 7.0% 

(6.7) 

8.6% 

(8.2) 

14.4% 

(11.9) 

14.3% 

(7.9) 

12.6% * 

(8.6) 

その他 7.0% 

(2.2) 

3.2% 

(2.4) 

3.4% 

(4.4) 

2.2% 

(2.8) 

2.9% 

(2.9) 

馴染みの場所・行き

つけの場所はない 

71.8% 

(75.6) 

39.7% 

(40.1) 

37.8% 

(42.8) 

18.8% 

(20.0) 

30.2% *** 

(33.0)*** 
2注 1）下段のかっこ内は 50-60代のみ 注 2)χ 検定結果：* p<.05, ** p<.01, *** p<.001 
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３．公的相談機関へのアクセス 

１）相談意向 

２

結果は表略）、これらの機関への相談を考え

問題群と同程度であった。ハローワークへ

題群、問題最小群ではそれぞれ

代を含む表６の（3）の結果よりも高かった。 

２）実際の相談経験 

 実際に相談した割合についてみると（表

 表６は、5種類の相談機関・窓口のそれぞ ６）、どの類型も「区役所・市役所の窓口」

れについて、相談意向があったかと、相談 が高く、問題集積群と健康問題群では 30％

意向があった場合は、実際の相談の有無に 台後半、その他の 2 群も 20％強が相談して

ついて、類型別の該当者数と割合を示した いた。また、「ハローワーク」には、どの類

ものである。この質問は無回答割合が高か 型でも 20％以上が相談を経験している一方、

ったため、無回答の割合も合わせて示した。 「地域包括支援センター」や「社協、生活

 まず、相談意向（相談意向あり、意向な サポートセンター」への相談率は類型によ

し、無回答）と類型との関連については、 るばらつきが大きく、「民生委員」はどの類

いずれの機関もχ 検定が有意であり（検定 型でも相談率が低かった。 

図 1 は、相談意向があった人の中で、実

る事態に直面するか否かに、類型による違 際に相談した人の割合をグラフ化したもの

いがあった。z検定によれば、概して、問題 で、(a)は表６と同じ 50～70 代の回答者の

集積群や健康問題群での相談意向ありの経 結果、(b)には 50・60 代のみの結果を示し

験率が、問題中位群や問題最小群に比べて た。どの類型でも「区役所」「ハローワーク」

高かったが、例外的に「ハローワーク」に には相談したいと思った人の 60％以上が実

ついては、問題中位群も問題集積群や健康 際に相談していた。問題集積群については、

70代を含む場合は、「社協・生活サポートセ

の相談意向があった割合は、50・60 代のみ ンター」も 60％以上が利用しており、この

の場合、問題集積群、問題中位群、健康問 割合は 50・60 代のみでは低くなるものの

54.3％、 （47％)、地域包括支援センターや民生委員

38.9％、42.9％、32.0％であり（表略）、70 への相談率に比べると高かった。 

 

 

表６  不安や困り事を経験したときの公的機関への相談状況 

 

相談機関 

問題集積群 

n=73 

問題中位群 

n=382 

健康問題群 

n=295 

問題最小群 

n=774 

全体 

n=1,524 

(1)区役所・市役所の窓口 

相談意向あり 41(56.2)a 137(35.9)b 155(52.5)a 245(31.7)b 578(37.9) 

  相談した  28(38.4) 89(23.3) 108(36.6) 175(22.6) 400(26.2) 

  相談しなかった 13(17.8) 48(12.6) 47(15.9) 70(9.0) 178(11.7) 

相談意向なし 25(34.2) 234(61.3) 109(36.9) 489(63.2) 857(56.2) 

無回答 7(9.6) 11(2.9) 31(10.5) 40(5.2) 89(5.8) 

(2)地域包括支援センター 

相談意向あり 24(32.9)abc 81(21.2)c 113(38.3)b 170(22.0)ac 388(25.5) 

  相談した  7(9.6) 37(9.7) 64(21.7) 105(13.6) 213(14.0) 

  相談しなかった 17(23.3) 44(11.5) 49(16.6) 65(8.4) 175(11.5) 

相談意向なし 36(49.3) 280(73.3) 141(47.8) 543(70.2) 1000(65.6) 

無回答 13(17.8) 21(5.5) 41(13.9) 61(7.9) 136(8.9) 
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表６ つづき 

相談機関 問題集積群  問題中位群  健康問題群 問題最小群 全体 

(3)ハローワーク 

相談意向あり 29(39.7)ab 132(34.6)b 99(33.6)ab 203(26.2)a 463(30.4) 

  相談した  20(27.4) 98(25.7) 71(24.1) 157(20.3) 346(22.7) 

  相談しなかった 9(12.3) 34(8.9) 28(9.5) 46(5.9) 117(7.7) 

相談意向なし 31(42.5) 224(58.6) 142(48.1) 496(64.1) 893(58.6) 

無回答 13(17.8) 26(6.8) 54(18.3) 75(9.7) 168(11.0) 

(4)社会福祉協議会・生活サポートセンター 

相談意向あり 31(42.5)a 83(21.7)b 95(32.2)a 137(17.7)b 346(22.7) 

  相談した  19(26.0) 35(9.2) 49(16.6) 63(8.1) 166(10.9) 

  相談しなかった 12(16.4) 48(12.6) 46(15.6) 74(9.6) 180(11.8) 

相談意向なし 36(49.3) 281(73.6) 155(52.5) 566(73.1) 1038(68.1) 

無回答 6(8.2) 18(4.7) 45(15.3) 71(9.2) 140(9.2) 

(5)民生委員 

相談意向あり 19(26.0)a 58(15.2)ab 67(22.7)a 92(11.9)b 236(15.5) 

  相談した  6(8.2) 10(2.6) 21(7.1) 26(3.4) 63(4.1) 

  相談しなかった 13(17.8) 48(12.6) 46(15.6) 66(8.5) 173(11.4) 

相談意向なし 44(60.3) 301(78.8) 176(59.7) 610(78.8) 1131(74.2) 

無回答 10(13.7) 23(6.0) 52(17.6) 72(9.3) 157(10.3) 

注）同じアルファベットが付された類型の割合には、5％水準で有意差がない。 

 
図１ 相談意向があった人の中で実際に相談した割合（％） 
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Ｄ．考察および結論 

性が示された。 

自ら積極的な情報収集を行うことはあまり

を介した情報提供も難しい。 

生活サポートセンター」が比較的よく利用

が重要と言える。 

「問題中位群」は、「問題最小群」に比べ

本研究が、将来的な孤立・困窮予防のター

えられる。 

「問題中位群」「健康問題群」「問題最小

 心身の健康状態、経済状態、社会関係の 群」では、居酒屋などの飲食店を馴染みの

いずれの側面でも問題が少ない「問題最小 場所・行きつけの場所とする人が比較的多

群」の単身中高年者に比べ、何らかの問題 く、これらの場でチェックリストの案内チ

を保有する 3 群は、情報が届きにくい可能 ラシの配布を行うことは、ある程度有効か

もしれない。他方で、「地域の寄合所・区民

 特に「問題集積群」は、様々な問題を抱 センター」を馴染みの場所等とする人は少

えたいわば「高リスク群」であり、該当者 なく、特に 50・60 代の中年層では少ないた

の割合は5％と低いものの、情報提供におけ め、効果的な配布場所とは言えない。また、

る困難度が最も高いグループと言える。こ 今回の調査では選択肢になく分析できなか

の群の人々は、50・60 代に限れば約 8 割は ったが、「問題中位群」は社会的つながりが

インターネットにアクセスできる環境にあ 乏しい傾向があるため、ひとりで利用しや

るが、「地域情報は入手しない」という回答 すい「図書館」を介した情報提供も考慮に

が 5割近くを占め（70代を含めると 4割弱）、 入れたほうが良いと思われる。 

 さらに、少なくとも 50～70 代の年齢層で

期待できない。また、馴染みの場等を持た は、「問題集積群」「問題中位群」の相談先

ない割合が 7 割以上と高く、そのような場 としては、地域包括支援センターよりもハ

ローワークが選択されており、「問題集積群」

一方で、公的な相談機関の利用を考える では生活困窮者自立支援の相談窓口も利用

ような困難な事態には「問題最小群」より されていた。この結果は、就労支援・自立

直面しており、「区役所」「ハローワーク」 相談支援機関の役割に焦点を当てた課題 3

や、生活困窮者の相談窓口である「社協・ の方向性が妥当であることを示している。 

 本章の分析は、大都市の住民を対象とし

されていた。これらの相談窓口は、問題集 たものであり、地域性の異なる地域の住民

積群の人々と接触できる数少ない接点であ への一般化に限界はある。しかし、単身中

り、孤立・困窮者の発見や適切なサービス 高年者の多様性に着目し、それぞれが抱え

につなげる上で有効な役割を果たせること る問題によって有効な情報提供の方法が異

なることを示した意義は大きい。 

 

ると、60 代前半までの中年者が多く、未婚 Ｅ．研究発表 

や非正規雇用の男性が多い傾向があるなど、 なし 

 

ゲットとして想定する層に合致する。イン 引用文献 

ターネットへのアクセス可能性は高いため、 小林江里香, 村山陽, 長谷部雅美, 高橋知

従来型の広報紙や自治体等の掲示版・回覧 也, 山口淳, 山崎幸子：都市部の中高年独

板を通した情報提供に加えて、インターネ 居者における心身の健康、経済状態、社会

ットによる情報提供を行うことが有効と考 関係上の問題による類型化と類型別特徴.  

社会福祉学, 64(1), 61-74, 2023. 
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６章 単身中高年者の馴染みの場とその機能 

 

研究分担者 山崎 幸子 

（文京学院大学 人間学部心理学科） 

 

要約   

 本研究では，単身中高年者の馴染みの場（居場所）について，その場における顔馴染み

の有無や孤独感との関連，場の機能などを明らかにし，効果的な情報提供のあり方の検討

を目的とした。web 調査の結果，居場所がない（57.8%），顔馴染みのいる居場所あり

（19.5%），居場所はあるが顔馴染みはいない（22.7%）に分類された。喫茶店や飲食店な

どの利用が最も多かった。顔馴染みのいる居場所があるタイプは，それ以外のタイプより

も孤独感が低かった。面接調査の結果，居場所の機能として，その場のみで会う顔馴染み

と交流や心身のリラックス等が確認された。居場所がないタイプは，経済的な問題や，一

人行動への不安等が認められた。しかし，図書館には通っていることも確認された。以上

からカフェや飲食店などの場に加え，単身中高年者に広く情報を届けるには，一人でも行

動しやすく，無料で利用できる図書館の活用が効果的であると考えられた。 

 

 

Ａ．研究目的  

いることが，健康にポジティブに作用する

えるだろう。 

物質的，感情的資源へのアクセスを可能に

 社会的孤立は喫煙や肥満などと同様に， する場とされている。例えば，カフェを居

健康や疾患のハイリスク要因とされる。社 場所とした場合，親密な話をするために集

会的孤立を解消し健康アウトカムの改善を まる友人に限らず，お店のスタッフや他の

図る介入研究が行われてきているが，これ 顧客と短時間しか交流しない場合にも，社

らの結果からは，数日や数ヶ月ではなく， 会的，情緒的なサポートが交換される可能

数年に渡って社会的なつながりを維持して 性があることがわかっている（Rosenbaum 

et l., 2007）。つまり，一人で，運動や趣

（Cacioppo & Hawkley, 2003）ことが示さ 味活動を行う目的で通っている場であって

れている。特に近年は，世界的に晩婚化や も，その場で出会う人とのやり取りが，新

未婚者が増加し，一人暮らしの中高年者が たな目的となり，社会的孤立を是正する作

増えていることからも，就労し社会参加し 用を持つ可能性があると考えうる。つまり

ている中年期の早い段階から，職場以外の 単身中高年者の孤独感の軽減には，このよ

居場所を確保していることが，将来的な健 うな場での他者とのゆるやかなつながりが

康や社会的孤立の予防に影響を及ぼすとい 重要であると考えられる。 

しかしながら，中年期の居場所に関する

自宅や職場以外の居場所は，近隣地域の 知見は極めて乏しい。就労している中年層

健康と社会的活気の指標として機能し，特 が，自宅や職場以外にどのような場に通っ

定の集団の回復と幸福を促進できる社会的， ているのか，その場に顔見知りがいるのか，
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提供のあり方を検討することができると考

えられる。 

にすることを目的とした。 

いて検討する（研究１）。 

因について検討する（研究２）。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究１（量的調査） 

るモニターにうち，50-60 代の単身者

者ではなかった

女性 1396人）を分析対象とした。 

調査を実施した。 

所はありますか”と教示し，喫茶店やカフ

また孤独感との関連や，その場がどのよう 度短縮版を用いた。その他の変数として，

な機能を持つのかを明らかにすることで， 年齢，性別，学歴，婚姻状況，子どもの有

中年期から居場所を持つための支援方法や， 無，世帯構成，雇用状況，世帯年収，別居

居場所がない単身者に対する効果的な情報 家族や友人近隣との交流頻度を尋ねた。 

 

２．研究２（質的調査） 

そこで本研究では，以下の２点を明らか １）調査対象者：上述の web 調査の回答時

に，オンライン面接調査の依頼を行い，承

１）単身中高年者にはどのような居場所が 諾が得られた者を対象者候補とした。居場

あるか，また，その場における顔馴染みの 所について，①居場所がない，②顔馴染み

有無を含めた居場所と孤独感との関連につ のいる居場所あり，③居場所はあるが顔馴

染みはいない，の３つのタイプから回答が

２）居場所の機能や，居場所を持てない要 得られるよう対象者を選定し，再度，オン

ライン面接調査の依頼を行い承諾が得られ

た，38 人（男性 24 人，女性 14 人）を調査

対象者とした。それぞれの分析対象者は，

「顔馴染みがいる居場所あり」が 17 人（男

１）調査対象者：web調査会社に登録してい 性 13 人，女性 4 人），「居場所はあるが顔馴

9269 染みはいない」が 8 人（男性 4 人，女性 4

人を調査対象とした。回答者のうち，単身 人），「居場所がない」が 13 人（男性 7 人，

131 人，就労していない 女性 6人），であった。 

2918 人を除外し，5743 人（男性 4347 人， ２）調査内容：居場所の有無別に以下につ

いて尋ねた。居場所がある場合は，通う頻

２）調査期間と実施形態：調査期間は， 度，滞在時間，目的，通い始めた時期，そ

2023 年 7〜８月であり，オンラインによる こでの過ごし方などに加え，その場に顔見

知りがいるか，いる場合はそのやりとりや

３）調査内容：居場所については，“日頃か 顔見知りになった経緯，いない場合はその

らよく通う，行きつけの場所や馴染みの場 場での一人での過ごし方などを尋ねた。 

居場所がない場合は，職場以外での日頃

ェ，居酒屋，その他の飲食店（レストラン の過ごし方，コロナ以前の通う場の有無と

など），スポーツ関連（ジムなど），地域の そこでの過ごし方や顔馴染みの有無，居場

寄合所・区民センター，友人や知人の家， 所を持ちづらい事由，どのようなことがあ

趣味で集う場，公園，空き地やフリースペ れば居場所となるか等を尋ねた。 

ース，図書館，教会・寺院，美容院，その ３）調査手続き：インタビューは，インタ

他の場所，について複数回答で回答を求め ビューガイドに従って，オンラインで実施

た。該当した場合には，それぞれの場所に した。所要時間は 40 分から１時間であった。

ついて，顔馴染みの有無を尋ねた。孤独感 調査は，2023 年８〜９月にかけて実施した。 

は，Igarashi et al.(2019)による孤独感尺 ４）分析方法：面接調査の録音データから，
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協力者ごとに逐語録を作成し，逐語録を繰

施し，その特徴を把握した。 

（倫理面への配慮） 

研究１，２のいずれにおいても，東京都

語られた内容や分析の匿名化，インタビュ

いて説明を行い，対象者抽出の時点で同意

ても，口頭によるインフォームド・コンセ

ントを確認した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．研究１（量的調査） 

１）調査対象者の基本属性 

染みのいる居場所あり，③居場所はあるが

（57.8％），「顔馴染みのいる居場所あり」

が

染みはいない」が

や死別した割合は

であった。世帯収入は

5割程度であった。別居している家族や親族，

り返し熟読し，居場所に関する３タイプご 友人や近隣との交流頻度は，「一ヶ月に一回

との対象者の語りから，コーディングを実 以下」と「まったくない」の合計が５割近

くであった。 

２）居場所の分布 

 どのような場に通うことが多いか，また

健康長寿医療センター研究所倫理審査委員 そこに顔馴染みがいるか否かについての分

会の承認（承認番号：R21-10）を得て実施 布を表２に示した。居場所の中で最も多か

した。研究１（量的調査）の対象者には自 ったのは，居酒屋や喫茶店・カフェ以外で

由意思に基づく調査への参加と辞退，個人 ある「その他の飲食店」の12.5%であった。

情報の保護，データの使用目的と管理方法， ここには個人経営のレストランやチェーン

データ利用の停止手続きについて書面で説 店などを含む食事処が該当するが，顔馴染

明し，同意が得られた場合のみ調査を実施 みがいない人が 67.8%と高かった。ついで

した。研究２（質的調査）の対象者には， 「喫茶店・カフェ」が 11.5％，「図書館」

8.7%であった。「居場所がない」と回答した

ーの中止による不利益がないことなどにつ ものは 57.8%であった。 

 居場所における顔馴染みの有無では，「友

を得た。また，インタビュー開始時におい 人や知人の家」に次いで，「趣味の場」が

78.2%，「居酒屋」や「地域の寄合所・区民

センター」「運動する場（ジムや会場など）」

「美容院」がいずれも顔馴染みがいる人が

５割を超えていた。一方で，「図書館」では

９割以上，「公園」では８割以上が，その場

に顔馴染みがいないと回答していた。 

調査対象者を，①居場所がない，②顔馴 ３）居場所の３タイプと孤独感との関連 

 孤独感尺度の得点を従属変数，性別，年

顔馴染みはいない，の３タイプに分類した。 齢を共変量とした共分散分析を実施した。

その結果，「居場所なし」が， 3322 人 その結果，有意な差が認められたため（F 

(2,5738) = 54.51; Mse =194.08; p<.001, 

1121 人（19.5%），「居場所はあるが顔馴 偏 η2 = .019），Bonferroni 法による多重

1301 人（22.7%）であっ 比較を実施したところ，「顔馴染みのいる居

た。対象者の属性は表１に示した。男性の 場所あり」タイプは，「居場所はあるが顔馴

比率が高く（75.5%），正規雇用が５割程度 染みはいない」タイプ，「居場所がない」タ

であった。単身者であるが，配偶者と離別 イプよりも得点が低かった（p<.001）。「居

3 割程度であり，同居し 場所はあるが顔馴染みはいない」タイプと

ていないものの子どもがいる対象者は17.8% 「居場所がない」タイプには有意な差が認

300-500 万円未満の められなかった。各タイプにおける孤独感

層が23.2%と最も多く，学歴では大卒以上が の推定平均値は図１に示した。 
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２．研究２（質的研究） 

が４人と男性が多かった。各対象者の居場

性が７人，女性が６人であった。Web調査時

ていることが明らかとなった（C4, C9）。 

インタビューの語りに基づき，居場所の

会う顔馴染みとの交流のため」「他者と過ご

られた。 

ら『もしその分野が好きなら集まりがある

あることが確認された。 

居場所がないタイプにおいて，調査対象

調査対象者の概要は表３の通りである。 者２人（C4，C9）は，インタビューの中で，

「居場所があり顔馴染みがいる」タイプ 図書館であれば通っていることが明らかと

（ID：A１〜A17）では，男性が 13 人，女性 なった。「短時間だが本を借りる目的で行く

(C４)」「冷暖房が整っているので，新聞を

所は，web 調査時における 13 の居場所の選 読みに行く（C9）」などの語りが見られた。

択肢のいずれかに該当しており，多岐にわ また，居場所がないタイプにおいては，居

たっていた。「居場所があるがそこに顔馴染 場所を保有しづらい要因（抑制要因）につ

みがいない」タイプ（ID:B1〜B8）は，男性 いてのコーディングを行った。その結果，

が４人，女性が４人であった。図書館が居 「経済的な問題」「一人行動が苦手」「新し

場所であるものは６人と最も多かった。「居 い場は入りづらい」「時間がない」「体調不

場所がない」タイプ（ID:C1〜C13）は，男 良」など 12 のコードが抽出された。 

今後は，得られたコーディングを元に，

に居場所がないと回答していたが，インタ 居場所の機能について構成概念の抽出を見

ビュー調査の中から，２人が図書館に通っ 据えたさらなる分析を行っていく予定であ

る。 

 

目的や機能についてコーディングした結果， Ｄ．考察 

居場所があり顔馴染みがいるタイプでは， １．単身中高年者における居場所の分布と

「店員や常連客との交流のため」「その場で 孤独感との関連（研究１から） 

 調査対象者の約半数において，自宅や職

すことで気持ちや思考を切り替える」「自己 場以外の居場所がなかった。一方，居場所

啓発のため」「リラックスする」「健康のた を保有している人は，日頃からよく通う場

め」「雰囲気を味わう」「本を読むため」「仕 所は多岐にわたっていた。またその場にお

事の幅を広げるため」など 20 のコードが得 いて，友人や知人の家などの他に，趣味の

場や居酒屋，ジムなどの運動する場，美容

居場所はあるが顔馴染みはいないタイプ 院などに顔馴染みがいるものの割合が高か

では，「自分だけの時間を持つ」「リラック った。一方で，図書館やレストランなどの

スする」「自然に触れる」「情報収集」「本を 飲食店については，顔馴染みがいないもの

読む」「体を動かしてスッキリする」「仕事 の割合が高かったことから，一人で通い続

を集中して行う」など 12 のコードが得られ けるところと，出かけた先で友人や知人と

た。また，このタイプの語りの中で，「図書 会う，あるいはその場の人と顔馴染みにな

館で専門書を読んでいたら，知らない人か りやすい場があることが示された。 

 顔馴染みがいる居場所があるタイプと，

ので一緒にどうか』とサークルのようなも 居場所はあるが顔馴染みがいないタイプ，

のの誘いを受けた（B2）」と述べられており， 居場所がないタイプにおいて，孤独感を比

図書館においても新たな出会いの可能性が 較した結果，顔馴染みがいる居場所を持つ

人は，そうではない場合よりも孤独感が有
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孤独感の低減には必要であると言える。 

 

調査から） 

馴染みのいる居場所があるタイプは，それ

る。 

意に低かった。一方で，日頃からよく通う ど，その場所の元来の目的で通っており，

場所があってもそこに顔馴染みがいない場 その場において他者交流には発展していな

合には，居場所がないタイプと孤独感得点 い傾向が読み取れた。つまり，仕事関連の

に差がないことが示された。本調査対象者 ストレス発散や，就労以外の自分の時間を

は全員が就労し，社会参加しているため， 大事にするために気分転換を図るといった

社会的な交流が保たれている。したがって， 側面を重視していると言える。一方で，研

日頃から出かける場があることそのものだ 究１の結果では，居場所がないタイプと孤

けでは，単身中高年者の孤独を解消するこ 独感の得点に差がなかったことから，通っ

とは難しく，出かけ先で友人や知人，ある ている居場所において，ゆるやかなつなが

いはその場にいる店員や客などとの交流が りができることが，今後の孤立予防や，現

在の孤独感解消につながると考えられる。 

 居場所がないタイプでは，居場所になり

２．居場所の機能や目的，抑制要因（質的 にくい要因として，「経済的な問題」「一人

行動が苦手」「新しい場は入りづらい」「時

 居場所の機能や目的を明らかにするため， 間がない」「体調不良」などが抽出された。

居場所の３タイプごとに，得られた語りを 経済的な問題に関する語りでは「居酒屋の

もとにコーディングを実施したところ，顔 雰囲気もお酒も好きだが，お金がかかるの

馴染みがいる居場所があるタイプでは，多 で自宅ですます」という発言も見られてお

様なコードが得られた。カフェや居酒屋， り，出かけたり，通いたい先はあるものの，

ジムなどお茶を飲んだり食事をする，運動 金銭的な問題が障壁となっていることが確

をするといった目的のために通い始めた場 認された。また，出かけたい気持ちがある

においても，その店やジムなどの場所でし ものの，一人で行動することへの躊躇いや，

か会うことができない店員や客との交流す 新しい場に入ることを躊躇し，職場と自宅

ることできることで，居場所としての新た 以外に居場所がないままであることも一因

な機能が付与されていることが確認された。 であった。今後，中高年者の社会的孤立を

また，リフレッシュしたり，自己啓発や情 防ぐためには，このような居場所を持つた

報収集，その場の雰囲気を味わうなど，多 めの抑制要因を緩和させるための対策を検

岐にわたる居場所の機能が抽出された。顔 討する必要があるだろう。 

インタビュー調査の時点で明らかになっ

ぞれ顔馴染みがいない場にも通っているこ たように，居場所がないタイプであっても，

とが多く，自分の感情や思考を整えたり， 図書館であれば，短時間でも利用している

その場でしか会えない他者との交流を図る ことが確認された。図書館は誰もが無料で

ことを適度に生活に取り込んでいると言え 利用することができ，本や新聞からの情報

収集に加え，冷暖房が完備されているため，

一方，居場所はあるが顔馴染みがいない 居場所がない人においても，通いやすく，

タイプでは，自分だけの時間を持つ場所で 無料で利用することができる公共スペース

あったり，リラックスする，情報収集や本 として，多様な人が利用できる可能性があ

を読むため，運動してスッキリするためな る。居場所に関する３タイプのいずれにお
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らず認められたことから，広く単身中高年

者を対象に情報を届けていく際には，喫茶

ての回答が多かった場に加え，図書館を活

用とした情報提供のあり方の検討が効果的

であると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 単身中高年者の居場所は約半数以上が自

宅や職場以外に居場所を持っていなかった。

一方，居場所があるタイプの場は，飲食店

やカフェ，居酒屋や運動するためのジムや

趣味の場など，多岐にわたる居場所があっ

た。孤独感との関連では単に通う場がある

だけではなく，そこに顔馴染みがいること

が，単身中高年者の孤独を低減させる可能

性が確認された。また，友人や知人と居場

所に通うだけでなく，当初はその場の本来

の目的，すなわち，運動や趣味を行う，食

事をしたりお酒を飲む，というもので通っ

ているが，次第にその場でしか会えない顔

見知りができてくる機能が付与されること

も認められた。居場所がないタイプおいて

は，金銭的な問題や新しい場に馴染めるか

どうかを躊躇し，居場所がないままでいる

ことが示された。さらに，居場所がないと

回答していても，実際には，図書館であれ

ば通っていることが認められた。したがっ

て，単身中高年者を対象とし，広く情報を

届けていく際には，金銭的な問題がなく，

一人行動でも不安が生じにくく，かつ，情

報収集を行いやすいため，図書館を起点と

した情報発信が有用であると考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１）論文発表 

 なし 

いても図書館を居場所とするものが少なか ２）学会発表 

 なし 

 

店やカフェ，飲食店など，馴染みの場とし 引用文献 

Cacioppo, J.T. & Hawkley L. (2003) Social 

isolation and health, with an emphasis 

on underlying mechanisms. Perspectives 

in Biology and Medicine, 46, supplement, 

s39-s52. 

Rosenbaum M.S., Ostrom, A.L. (2007). A 

cup of coffee with a dash of love: An 

investigation of commercial social 

support and third-place attachment. 

Journal of Service Research, 10, 43-59. 
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第７章 孤独・孤立対策における 

公的相談機関の役割の明確化 

 

研究分担者 長谷部 雅美 

（聖学院大学 心理福祉学部心理福祉学科） 

研究分担者 村山   陽 

（東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加とヘルシーエイジング研究チーム） 

 

要約 

孤独・孤立対策において、経済的脆弱層が利用し得る公的相談機関が果たすべき役割や課題を

明らかにするために、アンケート調査と面接調査の結果をもとに、多様な分野の研究者と実務経

験者が議論を行い、４つの政策提言をまとめた。①地域のハローワーク、生活困窮者自立相談支

援機関、地域若者サポートステーション間で顔が見える関係づくりを強化する、②地域における

孤独・孤立対策の核となる機関を定めるとともに、地域の多様な資源と連携し、利用者と地域を

つなぐ取り組みを強化する、③３機関が実施する孤独・孤立対策の好事例を収集し紹介する、④

自治体ごとに孤独・孤立の課題解決にむけた実践を計画し、その成果を評価する評価方法を設け

る、である。 

 

Ａ．研究目的 

孤立・困窮という社会問題の解消を図る

ためには、行政が高リスク者や当事者を早

期に把握し、支援につなげられる仕組みを

構築することが必要不可欠である。本研究

では、経済的な困窮状態にある者が利用す

る生活困窮者自立相談支援機関と、困窮の

きっかけとなり得る失業や離職時に利用す

る就労支援機関の調査を行い、これらの機

関における孤独・孤立対策への取組と課題

を明らかにすることで、孤立・困窮対策に

おいて公的機関が果たすべき役割を明らか

にする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．アンケート調査（詳細は令和 5 年度報

告書に記載） 

2024 年 3 月に、全国の生活困窮者自立相

談支援機関 1,376 ヶ所と就労支援機関 721

ヶ所（地域若者サポートステーション 177

ヶ所、ハローワーク 544 ヶ所）を対象に、

オンラインのアンケート調査を実施した

（以下「生活困窮者自立相談支援機関」は

自立支援、「地域若者サポートステーショ

ン」はサポステと記載する）。 

アンケート調査では、各機関の孤独・孤

立対策の実態を把握するために、中高年者

の孤独・孤立に関する認識や孤独・孤立予

防の取り組みの実施状況を尋ねた。また、

課題１と関連して、自立支援とサポステに

は、チェックリストや参加型プログラムの利

用可能性も尋ねた。 
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本調査に回答があったのは 841 件（回答

率 40.1%）であり、その中から無回答を除

いた 796 件（自立支援 531 件、サポステ 84

件、ハローワーク 181 件／有効回答率

38.0%）を分析対象とした。 

 

２．面接調査 

2024 年 5～9 月に、調査協力の同意を得

られた 36 機関の職員（自立支援：15 ヶ

所、サポステ：11 ヶ所、ハローワーク：10

ヶ所）に対し、オンラインの半構造化面接

調査を実施した。 

面接調査では、アンケート調査の結果を

深堀する形で、各機関の支援内容を尋ね

た。具体的には、孤独・孤立予防の取り組

みの現状や課題、他機関との連携、新たな

孤独・孤立予防プログラム等の取り組み実施

の可能性と課題、単身中高年支援の現状と

課題であった。 

分析では、KJ-法等により孤独・孤立予防

（自立支援・就労支援が結果的に孤独・孤

立予防につながる場合も含む）の実施状況

と課題を把握し、その改善点について検討

した。さらに、アンケート調査と面接調査

の結果をもとに、多様な分野の研究者と実

務経験者が議論を行い、政策提言をまとめ

た。 

本調査を実施するにあたり、東京都健康

長寿医療センター研究倫理審査委員会の承

認を得たが（整理番号：R23-084、2023 年 

11 月 20 日）、「人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針」は非該当と

の判定であった。 

 

Ｃ．研究結果 

１．アンケート調査の結果（詳細は令和 5

年度報告書に記載） 

自立支援とサポステでは、9 割以上が中高

年者の孤独・孤立を認識しており（孤独・

孤立を感じることがよく＋たまにある）、孤

独・孤立対策の必要性も認識していた（孤

独・孤立対策の必要性をとても＋少し感じ

る）のに対し、この割合はハローワークで

は 6 割前後であった（表 1）。 

孤独・孤立予防の取り組みは、情報提供

（相談窓口等）やセミナー（仕事・お金

等）開催が多く、孤独・孤立予防に直結す

るような取り組み（交流プログラム等）の実

施は低調であった（図 1）。加えて、取り組

み実施に向けては、3 機関とも 6 割以上が

「多忙な業務・時間的余裕のなさ」や「人

材不足」を課題として挙げ、自立支援では

「スキルや知識不足」、サポステでは「予算

不足」も 6 割以上の機関が課題として挙げ

ていた（図 2）。また、「やることがわからな

い」という回答も 4 割前後あった。 

チェックリストや参加型プログラムの利用

可能性については、6 つの選択肢（複数回

答）のうち「窓口の相談員が、必要だと思

う利用者にその場でチェックリストに回答

してもらい、それをもとに相談支援を行

う」を実施可能とした割合が両機関とも最

も高かったが、サポステの 68％に対し、自

立支援は 55％であった。 

孤独・孤立予防プログラムについては、7

つの選択肢のうち、本研究で実施する参加

型プログラムの形式に最も近い「専門家によ

るレクチャーの動画を視聴会形式で複数の

利用者に視聴してもらい、それをもとにフ

ァシリテーター（職員）によるグループワー

クを行う（対面で実施）」は、サポステは

63％が実施可能としたが、自立支援では

38％であった。「専門家によるレクチャーの

動画を個別に視聴してもらい、それをもと

に職員が相談支援を行う（グループワークは

行わない・対面で実施）」は自立支援・サポ
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ステとも 60％強であった。 

 

２．面接調査の結果 

面接調査の結果を図 3（3 機関の相互連携

の実態）に示した。 

第１に、ハローワークにおいて支援が難

しい中高年利用者（離職転職を繰り返す、発

達障害の傾向がある、支援の長期化）を対

象とした、自立支援・サポステとの連携事

例が見受けられた。事例数として少数では

あったが、相互の強み・役割を理解したや

り取りが行われていた。 

 1. ハローワークの方とは同じ多分方向を向

いていけてるんじゃないかなと。私は生

活保護の窓口にいますので、生活保護に

関わることの質問もしてくださいます

し、「こういう場合はどうですか」と

か、こういうところの配慮、そういう話

もあります。（自立支援） 

 2. 結構ハローワークの方が声を掛けてくだ

さっています。生活にお困りごとがない

かとか、なかなか就職が決まらない方に

ついてはそういうお声がけをして、困窮

の窓口につないでくださっているので、

そういったところではとても丁寧にやっ

てくださっている現状があります。（自

立支援） 

 3. ハローワークさんの氷河期世代支援のプ

ログラムでしたり求人みたいなものの情

…報は仕入れておいて( )こういった求人

とかこういう窓口がございますよってこ

とはご案内できるような形の体制は整え

たいとは思ってます。（サポステ） 

 4. 個別で担当しているカウンセラーが直接

ハローワークの担当の方とかとやりとり

をして、何か状況に応じて問題があれば

…( )お話をしたりとか。（サポステ） 

 5. やっぱり離転職を繰り返すような方であ

ればそういった、そこの、何が問題かに

はよるとは思うんですけど、サポステに

…つないだりとかですね( )その人のなん

でうまくいかないのかっていうのをしっ

かり見極めた上で、そこはしっかり適切

なところにつなぐっていうのが大事だと

思います。（ハローワーク） 

また、1 事例ではあるがハローワークの相

談員が以前にサポステでの業務に従事した

経験を活かし、意識的にハローワークの職

員とサポステとの連携（職業体験事業や適

性検査の実施など）を促している事例が認

められた。 

 6. サポステとの連携は、私が来てから結構

やるようにはしたっていう部分、ちょっ

とあって。そこで頻繁にうちの職員の人

にも、こういう機関でこういうことがで

きるよっていう話をしたりとかして。そ

こはちょっと、そういうとこはつくった

ところはあるかもしれないです。(ハロー

ワーク) 

他方、各機関の物理的距離の近さ（同じ

建物の中にある、隣接する建物にあるな

ど）も連携に関連していた。 

 7. 同じフロアの距離で本当にもう数メータ

ーしか離れていないところに(…)ハロー

ワークがあるんです。(…)まず窓口でご

相談に来られた方のお話を聞いてプラン

を一緒に立てて、就労支援コーナーのほ

うにおつなぎして、ただ「行ってくださ

いね」ではなくて本当に近いところにあ

るのと、そこの場合 1 人 1 時間の枠で予

約を取ることができるんです。だから、

1 人に対して 1 時間の時間をかけてゆっ

くりと丁寧に対応していただける。もう

その人に合った就労の仕事探しの対応を

していただけるんで、そういったところ

をそんな感じで支援してます。（自立支
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援） 

 8. (同じフロアにある)ハローワークさんと

か、他の生活困窮期間にないセミナーを

サポステがやっていたり、そういったも

のを、ハローワークさんがこういうのも

あるよという案内をして、興味が持って

もらえたら一緒に来るとか。ハローワー

クの職員の方が一緒に利用者の方と窓口

まで来て、つなげてもらうっていうこと

も多いですね。(サポステ) 

第２に、サポステ・自立支援の利用者を

地域につないだり、反対に地域からサポス

テ・自立支援につなげたりする取り組みや

地域（自治体）として仕組みづくりの必要

性が見出された。 

 1. 中高年の方の居場所ってなかなかないと

思います。自立された方というか、趣味

とか目的持って活躍されてる方はあれな

んですけど、そういったものがなくって

つながれる機会って、何かっていうもの

がないとなかなかないので。（自立支

援） 

 2. 何かそういったつながりが持てるような

システムっていうか、そういうものがあ

るといいなと思うんですけども。私ども

に相談来られる方の中でもやはり 1 人で

孤立してる。それは家の中だけじゃなく

て、外に例えば散歩したりとか外に出か

ける方もおりますけども、1 人でずーっ

と 1 日ぶらぶらして家に帰るとか、そう

いった方も結構いらっしゃるんです。

（自立支援） 

 3. 居場所ってでも、人な気はするっていう

か、その人を認識してくれて声を掛けて

くれる人が地域社会の中にどれだけ増や

せるかっていうことなのかなっていう気

はします。だからこそきっといろんな活

動を通して出会ってもらうっていうこと

なんだろうなと思いますし、出会っても

らって安心して外に出られるようになっ

てもらって安心して何か役に立つ何かを

やってもらうっていうことなんだろうと

思うんです。（サポステ） 

 4. 中高年の居場所は、無業の経験のある方

の居場所は本当に少ないというか、ない

と認識しています。支援が必要だという

ことが、ご理解頂きづらいというのはあ

ります。若者とか、病気とか、言葉悪い

ですけど、キャッチーじゃないですか。

それに比べて年代が高くて、もうお仕事

してる人って、何が困っているのかしら

って伝わりづらいところがあると思うの

で。（サポステ） 

第３に、アンケート調査の結果と同様

に、孤独・孤立対策の必要性は認識してい

ても、何をやれば良いか具体的なイメージ

ができていない、もしくは実際の取り組み

に結びついていない機関の存在が確認され

た。 

 1. （孤独孤立対策は）必要だとは思いま

す。ただ、その必要というか、いわゆる

予防策、ならないようにっていうのが、

何をもってすればならないかっていうの

が掴み切れない。（自立支援） 

 2. 何かしらのつながりを、地域とのつなが

りを持てればそれに越したことはないと

思うんですが、おそらくそれがはっきり

解決するような糸口が見つかれば、基本

的には孤独感ってそんなにないかと思う

んです。結局それが見つからない。（自

立支援） 

 3. 何かそういったつながりが持てるような

システムっていうか、そういうものがあ

るといいなと思うんですけども。私ども

に相談来られる方の中でもやはり 1 人で

孤立してる。それは家の中だけじゃなく
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て、外に例えば散歩したりとか外に出か

ける方もおりますけども、1 人でずーっ

と 1 日ぶらぶらして家に帰るとか、そう

いった方も結構いらっしゃるんです。

（自立支援） 

 4. やっぱり位置付けが違うんです。サポス

テなので就労へ向けての支援なので

（…）、●●サポステは居場所みたいな

活動はしていないので。（サポステ） 

 5. 40 代以上で就職が難しい方、ある層は

働く意欲というか、働く目的が見いだせ

ずに、結果孤立に向かっている方が多か

ったりするので、そういった方向けに

(…)就職支援の枠からはみ出たしてもい

い支援のあり方って、何かつくれたらい

いなと思っていますね(…)どうしても就

職支援の枠組みでは、そういった部分は

手が出せない分野というか、あったりす

るので。（サポステ） 

 

Ｄ．考察 

１．自立支援とサポステにおける孤独・孤

立予防の取り組みの可能性 

アンケート調査の結果から自立支援とサ

ポステでは、居場所・つながりづくりのた

めの取り組みは、現状での実施率は低いが

実施を希望する割合は高いことが示され

た。面接調査の結果も踏まえると、ハロー

ワークでの支援が難しい利用者を対象とし

たり、サポステ・自立支援の利用者を地域

につないだり、地域からサポステ・自立支

援につなげたりする取り組みが、孤独・孤

立対策となる可能性がある。また、「やるこ

とがわからない」という機関に対しては、

個別の実践例を積み重ね、そのノウハウを

広く周知することができれば、孤独・孤立

予防の取り組み実施の契機となることが考

えられる。 

 

２．自立支援とサポステにおけるチェック

リスト・参加型プログラムの活用可能性 

アンケート調査の結果、チェックリスト

は、相談者（利用者）のアセスメントにお

ける利用可能性をある程度示唆するもので

あった。しかし、完成したオンラインの

「ライフスタイル診断」は一般住民の自己

チェック用に開発したもののため、実際の

利用につなげるには、相談窓口で利用しや

すいように調整したり、使用マニュアルを

整備したりすることが必要と考えられる。 

参加型プログラムについて、自立支援で

は、グループワーク導入を困難と考える機関

が多いことが示唆される。グループワークを

伴うプログラムについては、ファシリテータ

ーとなる職員に必要な知識・技術を習得し

てもらい、実施への不安を取り除けるよう

に、研修体制を整える必要がある。他方、

オンラインによる参加型プログラムは、どち

らの機関とも選択率が低く、現状では対面

型に比べて実現可能性が低いことが明らか

になった。 

 

３．解決すべき課題と提言 

アンケート調査と面接調査の結果を踏ま

え、孤独・孤立対策における公的相談機関

の役割について、解決すべき課題と提言を

記載する。 

１）ハローワーク・自立支援・サポステ間

の関係づくり 

第１に、ハローワークにおいて支援が難

しい中高年利用者（離職転職を繰り返す、発

達障害の傾向がある、支援の長期化）につ

いて、それぞれ自立支援・サポステにつな

げる道筋をつけることが求められる。 

インタビュー調査の結果、ハローワーク

では、自立支援とサポステの存在・業務を
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十分に理解していないために、これらの機

関につながらないケースが多く認められ

た。したがって、利用者支援の道筋をつけ

る基盤として、地域のハローワーク、自立支

援、サポステ間の顔合わせや研修などの機

会を設けるといった顔が見える関係づくり

を強化することを提言する。 

 

２）地域のプラットフォームとの連携 

第２に、サポステ・自立支援と地域のプ

ラットフォームをつなげる道筋をつけること

が必要である。言い換えると、サポステ・

自立支援の利用者を地域につなぐ、もしくは

地域からサポステ・自立支援に対象者をつ

なげるということである。 

インタビュー調査の結果、サポステや自

立支援の利用者と支援機関とのつながり

は、相談支援や就労支援プログラムが終わっ

た後は切れてしまい、アフターフォローが

できない状況が確認された。そのため、地

域の商店街、図書館、公民館、飲食店など

と連携し、相談支援や就労支援プログラム中

から地域とつなげる取り組みを強化するこ

とを提言する。 

また、地域における孤独・孤立対策を実

施するにあたり、核となる機関が定まって

いなかったり、各機関の運営母体や地域資

源によって実施状況に大きな差がみられた

りすることも明らかとなった。そこで、自

治体が中心となって、それぞれの地域にお

いて核となる機関（社会福祉協議会等）を

定めることを提言する。なお、核となる機

関は単体でも、複数機関連係型も考えられ

る。 

 

３）好事例の周知と共有 

第３に、孤独・孤立の予防・解消のため

の取り組みの好事例を各機関で共有できる

ようにすることが求められる。 

アンケート調査で「やることがわからな

い」という回答があったり、インタビュー

調査でも孤独・孤立対策の必要性は認識し

ていても、具体的に何をやれば良いかイメ

ージできていなかったりする機関が確認さ

れた。そこで、ハローワーク、自立支援、サ

ポステにおける、孤独・孤立者の把握か

ら、孤独・孤立予防・解消のための他機関

との連携、プログラム等についての好事例を

収集し、各機関に紹介することを提言す

る。 

なお、自立支援に関しては、厚生労働省

の Web サイトで支援会議や各種事業の立ち

上げ等の事例が紹介されている。その中

に、孤独・孤立対策の事例も蓄積すること

で、関係機関による取り組みが活発となる

ことが期待される。 

 

４）孤独・孤立対策の評価基準の設定 

第４に、ハローワーク、自立支援、サポス

テの各機関について、孤独・孤立の予防・

解消のための評価基準を設けることが必要

である。 

アンケート調査と面接調査の結果をもと

に、自立支援とサポステの事業評価の基準

を確認したところ、孤独・孤立の予防・解

消につながる評価基準が十分に含まれてい

なかった（「令和６年度就職氷河期世代活躍

支援プラットフォームを活用した支援」に

係る評価項目及び評価基準、令和５・６年

度地域若者サポートステーション事業に係

る提案書技術審査委員会評価項目より）。こ

うした背景もあって、各機関の業務としての

優先度が低くなり、孤独・孤立対策の取り

組みが低調になっている可能性が示唆され

る。 

また、取り組みを実施する地域（自治
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体）が抱える問題も実に多様である。自治

体によって社会資源の充実度や性質も異な

るため、一元的な評価基準を設けるのは現

実的ではないであろう。そのため、自治体

ごとに孤独・孤立の課題と社会資源を抽出

した上で解決にむけた実践を計画し、その

成果を評価するような評価方法が求められ

る。 

その他、連携についても評価基準に加え

る、孤独・孤立対策のための人員を配置し

た場合の加算なども考えられる。サポステ

については、孤独・孤立対策を目的とした

就労支援への加算、孤独・孤立状態の利用

者受入れ及び支援に関する加算なども考え

られる。 

 

Ｅ．結論 

孤独・孤立対策に直結する居場所・つな

がりづくりのための取り組みは、公的相談

機関（ハローワーク・自立支援・サポス

テ）での実施率は低いものの、実施を希望

する割合は高いことが明らかとなった。 

実施率を上げるために、４つの提言を再

掲する。第１に、「地域のハローワーク、自

立支援、サポステ間の顔合わせや研修など

の機会を設けるといった顔が見える関係づ

くりを強化する。」ことである。第２に「地

域の商店街、図書館、公民館、飲食店など

と連携し、相談支援や就労支援プログラム中

から地域とつなげる取り組みを強化する。」

とともに「自治体が中心となって、それぞ

れの地域において孤独・孤立対策を実施す

る核となる機関（社会福祉協議会等）を定

める。」ことである。第３に、「ハローワー

ク、自立支援、サポステにおける、孤独・孤

立者の把握や、孤独・孤立予防・解消のため

の他機関との連携、プログラム等についての

好事例を収集し、各機関に紹介する。」こと

である。最後に、「自治体ごとに孤独・孤立

の課題と社会資源を抽出した上で解決にむ

けた実践を計画し、その成果を評価するよ

うな評価方法を設ける」ことである。 

一方、課題１で作成し実装の可能性を検

討してきたチェックリストと参加型プログラ

ムは、効果的な孤独・孤立対策として、公

的相談機関が利活用するには、解決すべき

課題が多い。公的相談機関の相談員が利用

できるように、使用マニュアルや研修体制

の整備が必要である。 
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表１ 各機関における中高年者の孤独・孤立に対する認識（令和 5年度報告書の再掲） 

 
ハローワーク 

n(%) 

サポステ 

n(%) 

自立支援 

n(%) 
χ2 値 

周囲から孤立していたり、強い

孤独感を抱いていると感じるこ

と 

    

ある（よく＋たまに） 100(57.1)▽ 72(92.3)▲ 454(91.5)▲ 
χ2(2)=116.30*** 

ない（あまり＋まったく） 75(42.9)▲ 6(7.7)▽ 42(8.5)▽ 

孤独・孤立対策の必要性     

感じる（とても＋少し） 112(64.0)▽ 71(91.0)▽ 444(90.1)▲ 
χ2(2)=68.59*** 

感じない（あまり＋まったく） 63(36.0)▲ 7(9.0)▽ 49(9.9)▽ 

孤独・孤立予防に向けて 

十分な対応ができている 
    

そう思う（とても＋少し） 48(27.4)▽ 37(47.4)▲ 164(33.3)▽ 
χ2(2)=9.72** 

そう思わない（あまり＋まったく） 127(72.6)▽ 41(52.6)▽ 329(66.7)▽ 

※件数（n）と構成比率(%)を示した。 

※中高年は 40～60 代とした。 

※p 値 *：p<0.05、**：p<0.01、***：p<0.001 

※残差分析（p<0.05）▲：有意に多い ▽：有意に少ない 
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図１ 各機関における孤独・孤立予防の取り組みの実施状況（令和 5年度報告書の再掲） 
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図２ 各機関における孤独・孤立予防の取り組み実施に向けた解決すべき課題（令和 5年度報告書の再掲） 
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図３ 孤独・孤立対策における自立支援・サポステ・ハローワークの相互連携の実態（面接調査の結果より） 
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